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はじめに 
 

この報告書は、「第２期福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略」（令和２年３月策定）の令和２年

度の実施状況を取りまとめたものです。 

第１部は福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略の概要を、第２部は総合戦略の実施状況を取

りまとめています。 

 

第１部 第２期福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略の概要 
 

１． 策定の趣旨 
 
急速な少子高齢化の進展に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口

の過度な集中を是正し、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくため、平成 26 年「ま
ち・ひと・しごと創生法」が制定されました。 

本県においても、平成 27 年 12 月、第１期福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略を策定し、
人口の将来展望を踏まえ、地方創生を実現するための施策を実施してきました。 

以後、４年以上が経過し、未来技術の進展、働き方改革、外国人との共生など、本県を取り巻
く状況は大きく変化しています。 

このため、第１期総合戦略の成果と第２期に向けた課題を検証し、社会経済状況の変化等を
踏まえた見直しを行い、第２期福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略を策定しました。 

 

２．第２期福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略の構成 
 
① 人口ビジョン 

本県における人口の現状と県民の希望する子どもの数などを踏まえた将来展望を示します。 

 

② 地方創生総合戦略 

人口ビジョンを踏まえ、地方創生の実現に向けた基本目標、その取組方向、具体的な施策

を示します。 

また、基本目標の達成に向け、施策ごとに「重要業績評価指数（KPI）」を設定します。 

明確な PCDA サイクルの下に施策の効果を KPI により検証し、必要な改善を行っていきます。 

 
 

③ 広域地域振興圏の現状と施策の方向性 
地方創生総合戦略の実効性を高めるため、通勤・通学の人口動態、地理的状況、歴史的

経緯などを総合的に勘案して設定している 15 の広域地域振興圏ごとに現状を分析し、それ
ぞれの地域特性を踏まえ、今後の施策の方向性を提示しました。 

 

３．総合戦略の期間 

総合戦略の取組期間は令和２年度から令和６年度までの５か年としています。 

 

 

＊前年度の実施状況を取りまとめ、毎年議会に報告します。  

４つの基本目標 

（１）「魅力ある雇用の場」をつくる 

（２）結婚、出産、子育ての希望をかなえる 

（３）地方創生を担う人材を育て、地域で活かすとともに、福岡県への人の流れをつくる 

（４）誰もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で活力ある地域社会をつくる 

Ｒ１ 2 3 4 5 6 7

策定●

報告〇

 総合戦略
 （令和２～
　　　　令和６年度）



第２部　総合戦略の実施状況

１．実施状況報告について

基本目標（１） 「魅力ある雇用の場」をつくる 

① 創業の促進

② 経営基盤の強化の促進

③ 新たな事業展開の促進

④ 小規模企業の支援

① 基幹産業のさらなる振興

② 県経済を担う成長産業の振興

③ 新市場を創出する次世代産業の振興

① 受入環境の充実

② 観光資源の魅力向上

③ 効果的な情報発信

④ 観光振興の体制強化

4 【企業誘致等】 ① 国内・国外からの企業誘致、投資促進

① 農林水産物の販売・消費の拡大及び輸出促進

② 需要に応じた生産力の強化

③ 意欲ある担い手の育成・確保

① 求職者の状況に応じた就職支援

② 女性の就職支援、仕事と家庭を両立できる職場づくり

③ 障がいのある人の雇用促進及び収入向上

④ 外国人の活躍推進

⑤ 地域ニーズに応じた人材育成

基本目標（２） 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

① 幼児期の教育・保育の量の拡大と質の向上

② 地域における子育て支援

③ 子育て世帯等への住宅支援

④ 働き方改革の推進

⑤ きめ細かな対応が必要な子どもへの支援

2 【子どもと母性の健康】 ① 妊娠・出産への支援及び小児医療・乳幼児保健対策の充実

3 【安定雇用】 ① 若者の安定雇用

4 【結婚応援】 ① 次代の親の育成及び出会い・結婚応援の推進

　　総合戦略の「４つの基本目標」を実現するために具体的に展開する66の施策ごとに、令和２年度
　に実施した主な取組を報告します。

２．施策の体系

取組方向 施策

取組方向 施策

【観光】3

【中小企業】1

2

5

6

1

【成長産業】

【農林水産業】

【就職支援、
　　職場環境の充実】

【子育て】
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① 「学力、体力、豊かな心」の育成

② 「社会にはばたく力」の育成

③ 「郷土と日本、そして世界を知る力」の育成

④ 高等学校における地方創生を担う人材育成

⑤ 県立３大学の活性化による人材育成・地域貢献促進

⑥ 地域ニーズに応じた人材育成（再掲）

⑦ 生涯学習を通じた人材育成、学習活動の促進

① 学生の地元定着促進

② 留学生の誘致・定着促進

① 関係人口の創出・拡大

② 移住定住の促進

① 健康づくり

② スポーツ活動の活性化

① 地域の状況に応じた医療・介護サービスの提供体制の整備

② 高齢者の生活支援

③ 認知症の人やその家族を支える地域づくり

④ ひきこもり対策の推進

① 女性の活躍推進

② ７０歳現役社会の推進

③ 治療と仕事の両立支援

④ 障がいのある人の自立と社会参加

⑤ 外国人が活躍しやすい環境づくり

① 多様な主体の協働による地域の課題解決や活性化

② 官民一体となった地域の安全・安心の確保

③ 地域防災体制の充実強化

① 県と市町村等の連携による地域活性化

② 産業の振興による地域活性化

③ 地域公共交通の確保、新たな交通網の形成

④ 小さな拠点、集約型の都市づくりの推進

⑤ 県民とともにつくる農林水産業の推進

⑥ スポーツを活用した地域活性化

⑦
文化芸術に親しむことができる環境整備と文化芸術を活用した地域
活性化

⑧ 地産地消型エネルギーの拡大による地域の活性化

6 【環境との調和】 ① 循環型社会の構築、自然との共生

① 住宅対策の推進

② 民間と連携した公共施設等の活用

③ 福岡空港及び北九州空港の連携、機能強化

④ 各種汚水処理施設の整備促進

2

取組方向 施策

取組方向 施策

【人材育成】

【進学・就職】

1

3

【地域振興】

【社会資本】

5

7

1

2

【関係人口、移住定住】3

4 【共助社会】

基本目標（４）誰もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で活力ある地域社会
　　　　　　　 　をつくる

基本目標（３） 地方創生を担う人材を育て、地域で活かすとともに、福岡県への人の流れを
　　　　　　　　　つくる

【健康とスポーツ】

【医療、介護、生活支援】

【多様な主体の活躍】
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３．施策の実施状況 
 
≪凡例≫ 

 

 

[主な取組の実施状況] 

○総合戦略に掲げている 66 の施策ごとに令和２年度に実施した主な取組を記載して

います。 

 

 

施策名 

主な取組 

（令和２年度に実施した

取組） 

実施状況 

（取組の具体的な内容） 

※数値は令和２年度の実績 

 
 
 
 
 
 
 

（1）「魅力ある雇用の場」をつくる 

【中小企業】 

○ 総合戦略に掲げている取組方向の詳細 

基本目標 

取組方向 

総合戦略に掲げている 66の施策 

施策に関連するＳＤＧｓの17の目標 

 

■ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは 
 ＳＤＧｓは、先進国と開発途上国がともに取り組むべき国際社会全体の
普遍的な目標で、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・
環境をめぐる広範な課題に統合的に取り組むもので、2030 年を期限とする
包括的な 17の目標とその下に細分化された 169のターゲットで構成されて
います。 

 

SDGs

1
SDGs

2
SDGs

3
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[主な取組の実施状況]  

 

① 創業の促進 

フクオカベンチャーマーケッ

ト等を活用した創業・ベンチ

ャー支援 

· ベンチャー企業とビジネスパートナーのマッチングを図り、ベンチ

ャー企業の資金調達や販路拡大を支援する「フクオカベンチャー

マーケット」を開催しました。（開催回数 12回、登壇企業数 41社） 

市町村の創業支援等事業

計画の実行支援 

· 創業支援のスキルを高めるため、地域の支援機関（市町村や商工

会議所等）に対し、創業支援研修を実施しました。（参加者数 230

人） 

· 地域の強みを活かした、または地域課題を解決する新しいビジネ

スの創出を支援する「ビジネスプランコンテスト」を開催しました。

（創業支援プログラム作成 60市町村、応募件数 71件） 

 

 

② 経営基盤の強化の促進 

業務プロセスの改善や自動

化等による生産性向上支援 

· 中小企業を訪問し企業診断を行った上で、専門のアドバイザーが

現場の実態に合わせて、生産性向上の取組を支援しました。（支

援件数 82件） 

· 生産性向上の啓蒙活動として、ふくおかインターネットテレビにて、

「福岡県中小企業生産性向上支援センターの紹介」、「福岡県中

小企業生産性向上支援センターの支援事例」の動画を配信しまし

た。 

人材の育成・確保支援 · 福岡県プロフェッショナル人材センターにおいて、県内の中堅・中

小企業が新たに事業を展開する際に必要となる、技術開発、販路

開拓、海外展開等に精通したプロフェッショナル人材の確保を支

援しました。（相談件数 144件、成約件数 77件） 

· 3次元設計、CAE※等のデジタル技術活用講座や金型、めっき、プ

ラスチック等の製造基盤技術講座を開催することにより、製造現場

の中核となる人材の育成を支援しました。（講座受講者数 88人） 
※CAE：コンピュータを利用したシミュレーション解析 

（1）「魅力ある雇用の場」をつくる 

１ 【中小企業】 
○ 地域の特徴や強みを活かした創業支援の取組である創業支援等事業計画の実行を支 

援するとともにベンチャー企業の資金調達や販路開拓を支援します。 

○ 生産性の向上、企業の人手不足に対する人材の育成・確保、資金調達、販路開拓、円滑 

な事業承継等を支援します。 

○ 新規性に富んだアイデアや技術の事業化に向けた取組、中小企業単独では困難な技術

の開発や研究、アジアをはじめとする海外への進出や販路開拓等を支援します。 

○ 環境の変化や自らの強みを踏まえた事業計画策定等を支援するとともに、集客力の向上

や個店の魅力向上のための取組、商店街での消費を喚起する取組等を支援します。 

 

 

SDGs

8
SDGs

9

SDGs

8
SDGs

9
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中小企業における働き方改

革 

· 県内４地域でワークショップ形式の実践的な研修を開催するととも

に、アドバイザーによる個別伴走支援により、働き方改革の実践ま

で支援しました。（参加企業数 56社） 

金融対策の推進 · 県内中小企業の資金繰りの円滑化を図るため、県の資金を金融

機関に預託し、低利融資を促進することで中小企業経営を支援し

ました。 

· 事業承継時の資金繰りを支援するため、「緊急経済対策資金」（事

業承継支援型）の融資対象者を追加したほか、県政の重要施策

に参画する中小企業者を支援するための資金を拡充しました。 

· 工場団地やショッピングセンターの建設、アーケードの整備等を行

う事業に対し、低利での借入が可能となる中小企業高度化事業に

より、資金・経営アドバイスの両面から支援を行いました。（資金貸

付数 2件、3,987千円） 

販路開拓支援 · 「DOCORE ふくおか商工会ショップ」及びイオン等のDOCOREサ

テライトショップにおけるバイヤーとのマッチングのほか、「Food 

EXPO kyusyu」、ふくおか「農と商工の自慢の逸品」展示商談会を

開催し、地域中小企業の販路開拓を支援しました。（参加企業数

577件、商談成約率 21.9％） 

事業承継のニーズ掘り起こ

しから承継までの支援 

· 地域をあげ、組織的に中小企業の事業承継を支援する「福岡県

事業承継支援ネットワーク」を構築し、経営者の意識改革のための

事業承継診断から具体的な事業承継に至るまで、一貫した支援を

行いました。（事業承継診断数 3,496件） 

 

 

③ 新たな事業展開の促進 

経営革新計画の策定と実行

の支援 

· 県内 4地域に経営革新計画策定指導員を配置し、経営革新計画

の作成を商工会・商工会議所の経営指導員と一緒にきめ細かく支

援しました。（経営革新計画承認件数 1,231件） 

首都圏プロフェッショナル人

材の誘致 

· 福岡県プロフェッショナル人材センターにおいて、県内の中堅・中

小企業が新たに事業を展開する際に必要となる、技術開発、販路

開拓、海外展開等に精通したプロフェッショナル人材の確保を支

援しました。（相談件数 144件、成約件数 77件） 

技術の高度化の促進 · 工業技術センターにおいて先端研究を実施し、技術シーズを形成

するとともに、研究基盤を充実強化しました。（大型研究プロジェク

トへの移行及び企業への技術移転件数 12件） 

· 工業技術センター機械電子研究所に設置した「CAE支援ラボ」に

おいて、物性評価、CAE、機能評価等、一連の過程を支援し、県

内中小企業の新製品開発を促進しました。（製品化件数 3件） 

· 中小企業における知的財産の効果的な創造・保護・活用を図るた

め、指導相談を行いました。（指導相談件数 3,753件） 

· 工業技術センター生物食品研究所内に設置した「ふくおか食品開

発支援センター」において、食品製造中小企業の新商品開発の

支援を行いました。（新商品開発支援数 71件、うち新製品の製品

化件数 25件） 

· 工業技術センターインテリア研究所において、家具製造を行う中
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小企業の製品企画力の向上や試作開発の支援を行い、付加価値

の高い新製品開発支援を実施しました。（新製品開発支援件数 3

件） 

· 工業技術センター化学繊維研究所に設置した「高分子材料開発

支援ラボ」において、県内中小企業の新製品開発を支援しまし

た。（製品化件数 3件） 

新たな商品・サービスの開発

促進 

· 市場性を有し、オリジナリティが高いデザイン性に優れた県内商品

の表彰・推奨を行う「福岡デザインアワード」の令和元年度の受賞

企業を対象に、商談力強化をテーマとしたセミナー等を実施しまし

た。（セミナー参加者数 16社） 

· 異業種の参加企業が、商品開発の過程で生じる様々な課題を持

ちより、専門家を交えた議論を通じて解決のきっかけをつかむ「デ

ザイン開発ワークショップ」を福岡県産業デザイン協議会主催によ

り、県内 4地域で開催しました。（開催数 4回、参加企業数 延べ

16社(4地区計)） 

· 「ふくおか 6次産業化・農商工連携サポートセンター」の農商工連

携アドバイザーが農業者や商工業者を訪問し、商品の企画、開

発、改良等について指導しました。(支援件数 154件) 

· 農商工連携アドバイザーの指導のもと、県内中小企業者等が商談

会、展示会へ開発商品を出展しました。（出展企業数 64社） 

· 経営革新計画の承認を受けたものづくり中小企業に対して、新技

術・新製品開発に要する経費の一部を補助金として交付しまし

た。（支援件数 4件） 

海外展開の促進 · 新たに海外展開に取り組む企業の掘り起こし、海外展開に必要な

現地情報の提供、海外人脈づくりのためのセミナー開催、相談業

務等を実施しました。（福岡アジアビジネスセンター支援による成

約件数 30件） 

· 県内中小企業とアジア（ベトナム、タイ）の現地企業とオンライン商

談会を実施しました。（県内中小企業参加社数 17社） 

 

 

④ 小規模企業の支援 

商工会議所、商工会による

伴走型支援 

· 商工会議所・商工会の経営指導員による小規模企業への巡回を

行い、経営上の様々な課題解決に向けた指導・助言を行いまし

た。（巡回指導件数 76,011件） 

人が集まる商店街づくり · 商店街等が行う、安全・安心で快適な買い物環境づくりのための

施設整備や賑わい創出のためのイベント、魅力ある店舗の誘致、

繁盛店創出の取組等、商店街の活性化に向けた取組を支援しま

した。（施設整備事業数 9件、商店街活性化事業数 8件） 
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[主な取組の実施状況] 

 

① 基幹産業のさらなる振興 

北部九州自動車産業アジア

先進拠点の構築 

· 地元企業の取引拡大に向けて、九州 7県と合同で、「新技術・新

工法展示商談会」（参加企業数 27社）、「自動車部品現調化促進

商談会」（参加企業数 発注側 15社、受注側 47社）を開催しまし

た。 

· 「モノづくりフェア 2020 Online ダイジェスト」（Web展示商談会）へ

の地元企業の出展を支援しました。（出展企業数 18社） 

· 自動車産業アドバイザー（自動車メーカー現役社員 3名）を配置

し、自動車産業の取引拡大を目指す地元企業に対して、マッチン

グ支援等を行いました。 

· EVの分解部品を使った技術講習や電動車部品への参入にあた

っての技術課題の解決策を検討する「自動車電動化技術道場」を

開催しました。（参加者数 延べ 191人） 

· 自動車の電動化に伴い必要となる部品や技術の最新情報を提供

する「自動車電動化部品研究会」を開催しました。（参加者数 152

人） 

· 部品比率が高まっている電子・電装分野の企業集積を図るため、

カーエレプロモーター（大手電子・電装系企業の OB 2名）を中京

地区と福岡地区に配置し、発注情報の収集、地元企業の発掘や

マッチング等を行いました。 

· 県外企業とのビジネスマッチングの場を提供するため、カーエレク

トロニクス分野の大規模展示会「オートモーティブ ワールド」への

出展を支援しました。（出展企業数 3社） 

· 自動運転に関する地元企業の技術や製品の開発を促進するた

め、「自動運転ビジネス研究セミナー」を開催しました。（参加者数 

81人） 

· 産学官が一体となって設立した「ふくおか FCV クラブ」を核に、

FCVの普及と水素ステーションの整備を一体的に推進しました。 

· FCVの魅力を広く周知するため、県公用車や新型ミライを活用し

て、県内や九州各地で展示や試乗会を行う「九州・山口 FCVキャ

ラバン」を実施しました。 

· 水素ステーションの本格整備を加速させるために設立された「日

本水素ステーションネットワーク合同会社」と連携し、当該ビジネス

への参入企業の掘り起こしを行いました。 

· 工業技術センター化学繊維研究所に自動車用ゴム・プラスチック

（1）「魅力ある雇用の場」をつくる 

2 【成長産業】 
〇 アジアをリードする自動車の一大生産拠点として、より一層の成長を図ります。 

〇 製品開発や実用化を積極的に推進します。 

〇 今後大きな成長が期待される次世代産業分野において、参画企業数の増加を図ります。 
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製品、自動車用シート、内装品の分析･評価装置を導入して、地

元企業の自動車産業への参入を支援しました。（年間利用件数 

106件） 

 

 

② 県経済を担う成長産業の振興 

IoT・AI・ロボット及び関連産

業の振興 

· 「福岡県ロボット・システム産業振興会議」（会員数 889社）を中核

に、これまでに培ってきたロボットや半導体関連の技術ポテンシャ

ルを活用し、製品開発支援や実証実験支援、市場開拓支援、人

材育成等の持続的成長促進支援をはじめ、一貫した支援を行い

ました。（製品開発・実証助成数 11件、可能性調査助成数 1件、

展示会出展などのビジネス展開支援数 55件） 

· 「福岡県 IoT推進ラボ※」において、ニーズの掘り起こしから、ビジ

ネスマッチング、製品・サービスの開発実証、市場開拓支援、人材

育成まで一貫した支援を行いました。 
※福岡県 IoT推進ラボ：本県には、ロボット、半導体、プログラミング

言語「mruby（軽量 Ruby）」をはじめとする、IoT関連の高度な技術

力を持つ企業が集積している強みを活かし、IoT関連の新製品・

サービスの創出を目指す取組が評価され、平成 28年 7月に経済

産業省から「地方版 IoT推進ラボ」のひとつとして選定されたもの 

· 介護者の負担軽減・業務効率化のため、介護ロボットを導入する

介護事業所に対して、導入経費を助成しました。（助成台数 728

台） 

Ruby・コンテンツビジネスの

振興 

· 先導的開発支援事業、「フクオカ Ruby大賞」、「福岡ビジネス・デ

ジタル・コンテンツ賞」、大手見本市への出展支援、福岡県ビジネ

スプロデューサーによる経営指導等を実施し、コンテンツ企業の製

品開発や事業拡大の支援、市場展開の機会提供を行いました。

（福岡県 Ruby・コンテンツビジネス振興会議会員数 815人・団体） 

· 「軽量 Ruby普及・実用化促進フォーラム」、軽量 Ruby導入促進マ

ッチング等を実施し、市場展開促進の機会を提供しました。 

· 組込み分野に関するソフトウェア企業とハードウェア企業の交流の

場である「軽量 Ruby普及・実用化促進ネットワーク」において、

mruby（軽量 Ruby）に係る技術的情報や適用事例をホームページ

で発信するとともに、mrubyを活用した実践的 IoT研修を実施しま

した。（軽量 Ruby普及・実用化促進ネットワーク会員数 210人） 

バイオ・メディカル産業の振

興 

· 産学官による「バイオ産業拠点推進会議」を推進組織とし、バイオ

関連企業の一大集積拠点の形成による久留米地域を中心とした

産業振興を目指し、製品・技術開発に対して助成しました。（研究

開発助成数 育成型 6件、実用型 3件） 

· 企業、病院・福祉施設、大学、行政、産業支援機関等による「ふく

おか医療福祉関連機器開発・実証ネットワーク」のもと、医療福祉

の現場と企業のマッチング、法規制への対応や医工連携による機

器開発の支援等を実施しました。（ネットワーク会員数 411社） 

· 工業技術センター生物食品研究所に設置した「ふくおか食品開発

支援センター」において、食品製造中小企業の新商品開発の支

援を行いました。（新商品開発支援数 71件、うち新製品の製品化
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件数 25件） 

 

 

③ 新市場を創出する次世代産業の振興 

福岡水素戦略の推進 · 県内企業の水素エネルギー製品開発や実用化に対する助成、展

示会への出展支援、水素・燃料電池関連製品に求められる技術・

部品等の情報提供を行う部品研究会を実施しました。（製品開発

助成件数 5件、実用化助成件数 1件、展示会出展支援企業数 

7社、部品研究会参加者数 367人） 

· 技術アドバイザーを県内企業に派遣し、改良のアドバイスやメーカ

ーへの技術提案等を個別に支援しました。（支援企業数 7社） 

· 水素エネルギー事業に携わる人材を育成するため、講習会を開

催しました。（人材育成講座参加者数 84人） 

· 九州大学において、水素材料やカーボンニュートラル、固体酸化

物形燃料電池等の大型研究開発や社会実証を実施しました。（大

型研究等の実施件数 4件） 

航空機産業の振興 · 産学官で構成する「福岡県航空機産業振興会議」の総会を開催し

ました。 

· エンジンフォーラム神戸 2020（航空機産業商談会）において、参

加企業に対する支援を行いました。（参加企業数 5社） 

· 専門アドバイザーによる地元企業への技術支援を行いました。（支

援企業数 11社） 

· 航空機産業参入に必要な認証資格取得に対する支援を行いまし

た。（支援企業数 1社） 

· 航空機産業への参入を目指す企業グループ「FAIN」に対して、定

期研究会の開催及び試作品製作支援を行いました。（支援企業

数 11社） 

· 大手サプライヤーに対する技術プレゼンテーションを実施しまし

た。（訪問企業 5社） 

· 航空機関連部品に関する技術開発への支援に向けて、工業技術

センター機械電子研究所において、航空機材料の加工や評価技

術のデータベース構築を行いました。 

· 県内企業の航空機産業への参入促進を図るため、航空機産業支

援専門員を中部地区と福岡地区に配置し、川下企業の調達情報

収集、県内企業の発掘を行いました。（発掘企業数 34社） 

有機光エレクトロニクス研究

開発拠点化の推進 

· 「有機光エレクトロニクス実用化開発センター」において、九州大

学が開発した新規有機 EL材料（TADF）の実用化研究や、有機

ELデバイスの開発を行う企業との共同開発を実施しました。（受

託、共同研究数 95件） 

· 県内企業の参入を促す産業化研究会を開催しました。（産業化研

究会会員数 128機関、183人、研究会開催数 1回、研究会参加

者数 97人） 
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[主な取組の実施状況] 

 

① 受入環境の充実 

誰もが快適に観光できる基

盤づくり 

· 自然公園施設の整備作業を進めました。（自然公園施設整備 9

か所（耶馬日田英彦山国定公園 5か所、玄海国定公園 3か所、

北九州国定公園 1か所）） 

· 「ふくおかよかとこコールセンター」と警察が連携し、日本語を解さ

ない外国人観光客等からの110番通報を受理した際、コールセン

ターに接続し、三者通話による迅速・的確な事案対応を行いまし

た。 

· 外国人の来訪が多く見込まれる県内の交番等 8か所において、

翻訳機能付タブレット端末を運用し、外国人観光客が安心、快適

に旅行できる環境整備に努めました。 

観光振興と地域の調和の推

進 

· 観光スポットにおける駐車場整備など、市町村が創意工夫を凝ら

して実施する観光振興施策への財政的支援を実施しました。 

· 旅館業法の許可を受けずに宿泊料を受けて反復継続して宿泊サ

ービスを提供する施設に対して、保健福祉（環境）事務所が営業

取りやめ等の指導を行いました。 

· 県、保健所設置市（北九州市、福岡市、久留米市）、国土交通省

九州地方整備局、九州運輸局及び警察本部で「民泊に関する連

絡会議」を開催し、民泊の状況や違法事例の取締状況について

情報共有を行うとともに、連携について協議を行いました。 

外国人旅行者の安全・安心

な受入環境づくり 

· 外国人観光客と県内宿泊施設や観光関連施設等との円滑なコミ

ュニケーションを支援するため、17言語・24時間 365日対応可能

な電話通訳サービス「ふくおかよかとこコールセンター」や、九州・

山口各県と共同で外国人観光客向けの多言語電話通訳サービ

ス「九州・山口多言語コールセンター」を運営しました。（通訳件数 

146件） 

· 宿泊施設における宿泊客の利便性や快適性の向上を図るため、

宿泊事業者が新たに実施するバリアフリー化や多言語案内表示

（1）「魅力ある雇用の場」をつくる 

3 【観光】 
〇 多言語案内、通信環境の充実等の基盤づくり、オーバーツーリズム対策や違法民泊対策 

等の取組を推進するとともに、インバウンドの増加に向けた国際航空路線の誘致に取り 

組みます。 

〇 食や歴史、文化等の福岡県ならではの魅力ある観光資源の発掘、磨き上げ、活用に取り 

組むとともに、体験、交流、滞在型の観光振興に取り組みます。 

〇 それぞれの国や地域で影響力のあるデジタル媒体を活用したプロモーションを推進すると 

ともに、旅行者の興味を引く情報発信を行います。 

〇 マーケティングに関する体制を確立するとともに、観光まちづくりに取り組む団体や観光関 

連事業者の人材育成、日本版ＤＭＯ登録を目指す観光協会等の機能強化のための支援、 

宿泊税を活用した市町村の観光振興施策推進への財政的支援、九州全体での観光の推 

進体制の整備を行います。 
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等の受入対応強化の取組を支援しました。（支援件数 宿泊施設

78件、民泊 22件） 

· 災害時に外国人旅行者の安全を確保するための宿泊施設向け

の対応マニュアルを作成しました。 

· 各市町村が運行するコミュニティバスを利用し、観光客が個人で

も県内各地へ周遊できるようにするため、市町村を対象に経路検

索等で活用するためのバス情報のデータ化に関する勉強会を開

催しました。（参加市町村 8市町） 

· 観光客の快適性や満足度の向上を図るため、観光地の飲食店を

対象とした受入環境整備に関する研修や個別相談を実施しまし

た。（参加店舗数 56店舗） 

· 「防災メール・まもるくん」を利用して、県内の在住外国人に多言

語（英語、中国語、韓国語、やさしい日本語）で災害情報等（地

震、大雨、暴風等）を発信し、海外の家族等に安否情報を提供し

ました。（登録者数 556人） 

· 外国人患者の受入れに伴う医療機関からのさまざまな相談に、ワ

ンストップで対応できるよう、「ワンストップ相談窓口」を設置しまし

た。 

· 各種テロの未然防止を目的として、関係機関と緊密な連携を図る

とともに、テロ対処能力向上を目的とした訓練の実施、その他イベ

ント開催時においては、爆発物捜索犬を運用して不審物捜索や

警戒活動を実施しました（重要インフラ事業者や施設管理者等に

対する管理者対策実施件数 689回、関係機関と合同によるテロ

対策訓練 11回）。 

国際航空路線の誘致 · 新型コロナウイルスの感染症の収束後の速やかな需要回復を図

るため、関係機関からの情報収集を行うとともに、関係自治体との

協議を行いました。 

 

 

② 観光資源の魅力向上 

魅力ある観光資源の発掘、

磨き上げ及び活用 

· 本県の伝統的工芸品の魅力を国内外に発信するため、「第 44回

福岡県伝統的工芸品展」を開催しました。（来場者数 473人） 

· 県内伝統的工芸品の販路拡大及び新規需要の開拓を図るため、

質の高いライフスタイルを紹介する雑誌で活躍するクリエーターと

博多織・小石原焼の職人とのコラボレーションによる新商品開発

を支援しました。 

· 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により売り上げが減少して

いる県内物産事業者を支援するため、本県の加工食品や工芸

品、農林水産物等を最大 3割引で販売する「福岡県ウェブ物産

展」を実施しました。（総売上 約 29億円） 

· 柳川藩初代藩主「立花宗茂」が再入城して 400年となる節目の日

に、宗茂公柳川復帰 400年記念イベントとして、マスコミ向けに

「宗茂公御国入り」再現イベントを実施したほか、歴史家による記

念講演、宗茂公ファンによるトークセッション等を一般向けにオン

ラインライブ配信しました。（オンライン配信視聴者数 延べ 1,876

SDGs
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人) 

· 地域資源を活用した農業体験プログラムの充実や HPによる集客

確保などを図るため、都市農村交流団体等に対してアドバイザー

を派遣しました。（５団体） 

· 芦屋町が作成した芦屋港活性化基本計画を踏まえ、芦屋港の港

湾計画を変更しました。 

· 個性ある景観を整備し、県民の景観に対する意識の醸成を図りま

した。また、景観に優れた公共施設の更新を行う市町に対し、事

業費の一部を補助しました。 

· 子どもたちが歴史文化をより深く体感しながら学習することができ

るようにするため、「体験型博物館」として九州歴史資料館の整備

を行いました。 

体験、交流、滞在型観光の

推進 

· 専用Webサイトや SNSにより、国内外へサイクル・トレイルツーリズ

ムに関する情報発信を行いました。 

· 広域サイクルモデルルート周辺の観光スポットや景色等のフォトコ

ンテストを開催しました。（応募数 238投稿） 

· 観光地域づくりを進めるための検討会を 4地域に設置し、「宗像

市大島で大自然を感じる乗馬体験」や「久留米絣工房でのマスク

の藍染体験」等の観光資源磨き上げ、旅行商品造成を支援しまし

た。（造成した観光コンテンツ数 28件、うち 14件を旅行商品化） 

· スポーツを旅の目的とした誘客を推進するため、本県のスポーツ

資源の調査発掘を行うとともに、「モンベル五ケ山ベースキャン

プ」などを活用したモニターツアーを実施しました。（57組 169人

が応募） 

· 本県のスポーツ資源の魅力を東アジア及び欧米豪に対して届け

るため、YouTubeを活用した情報発信を行いました。（視聴回数 

約 522万回） 

· 平尾台自然観察センターにおいて、平尾台の野草等を紹介する

展示作品展（4回）、自然観察会等のイベント（5回）を開催しまし

た。（施設の年間利用者数 14,247人） 

· ふくおか地産地消応援ファミリーを対象に、農林漁業体験ツアー

を実施しました。（ツアー実施数 17回、参加者数 433人） 

· まち（都市）とむら（農山漁村）の交流事業を行う団体に対して、活

動経費を助成しました。（｢まちむら交流事業｣ 11団体、｢むら応

援団育成事業｣ 7団体） 

· 県内の交流型、滞在型グリーンツーリズムの実践者等に対して、

コロナ渦における新しい生活様式のグリーンツーリズムの取組に

関する研修会を開催しました。 

· 福岡県の農泊を県内外へ広くＰＲするため、県のＨＰの開設や福

岡県観光連盟のＨＰでの特集記事の掲載、SNSでの広告掲載を

行いました。 

 

 

 



- 14 - 

 

③ 効果的な情報発信 

デジタルプロモーションの推

進 

· 経済波及効果の高い中国市場からの誘客促進を図るため、中国

会員制交流サイト SNS「WeChat」で観光情報を発信し、富裕層向

けにターゲット広告を行いました。 

· 観光情報サイト「クロスロードふくおか」（英語サイト）を、外国人目

線でのコンテンツの選定、デザイン、記事執筆により、全面改訂し

た「VISIT FUKUOKA」（英語）として欧米豪市場をターゲットとし

た観光情報の発信を行いました。 

ターゲットに合わせた情報発

信 

· 欧米豪や ASEANの英語圏をターゲットに、インバウンド向け県公

式フェイスブック「VISIT FUKUOKA JAPAN」に県内観光地の記

事を投稿して福岡県の魅力を発信するとともに、メッセンジャー機

能を使用して、年中無休でどこからでも旅マエ・旅ナカにおけるき

め細かな問い合わせができる「ウェブ観光案内所」を開設しまし

た。 

· 東京のアンテナレストラン「福扇華」において、「福岡の食」と物産・

工芸品、観光情報等をＰＲするイベントやフェアを開催しました。

（5件） 

· 多言語ウェブサイト「アジアンビート」により、8言語で、文化、観

光、食、県産品といった本県の魅力を若者目線で発信しました。 

各県・市町村等と連携した広

域周遊に係る情報発信 

· 日韓両地域の観光交流を促進するため、北部九州 3県・山口県

が共同で、多くの韓国人が情報収集に使用する「NAVER」のブロ

グサイトに 4県の観光情報を掲載し、観光情報の発信を行いまし

た。 

· 九州各県・九州観光推進機構と連携したオンライン旅行博を開催

し、九州観光の魅力を発信しました。 

· 九州山口各県と連携した香港での農林水産物の販促フェアや海

外向け PR動画で九州ロゴマークを活用し、SNS広告で情報発信

を行い、ロゴマークの認知度向上に取り組みました。 

 

 

④ 観光振興の体制強化 

客観的データに基づくマー

ケティング体制の確立 

· 携帯電話の位置情報等を利用して作成されるモバイル空間統計

を活用し、訪日外国人や国内居住者に係る市町村単位の県内滞

在・周遊状況調査を実施しました。 

各地域の観光を支える人づ

くり 

· 県内各地域の観光関連事業者を対象とした課題解決型のワーク

ショップ「ふくおか観光地域リーダー共創塾」を開催しました。（参

加者数 13名、開催回数 7回） 

· 観光ボランティアガイドおよび観光案内所スタッフの育成のため

の研修会・セミナーを実施しました。（研修会・セミナー開催数 9

回、参加者数 計 129人） 

県内観光関連団体の機能

強化 

· 観光地域づくり法人（DMO）登録を目指している団体に対し、観

光マーケティングや商品開発等の専門家を派遣し、地域の課題

解決に向けた助言・指導を行いました。（支援団体数 2団体） 
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広域観光の振興に係る九州

観光推進機構との連携 

· 「第 2期九州観光戦略」及び、「第 3次アクションプラン」に基づ

き、国内外からの九州への来訪促進や外国人観光客の滞在・消

費拡大等の観光振興に取り組みました。 

宿泊税を活用した市町村へ

の支援 

· 観光協会の体制強化のための人員拡充など、市町村が創意工夫

を凝らして実施する観光振興施策への財政的支援を実施しまし

た。 
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[主な取組の実施状況] 

 

① 国内・海外からの企業誘致・投資促進 

特区構想の推進 · 環境を軸とした産業の集積拠点化を図るため、グリーンアジア国

際戦略総合特区制度を活用して新たな設備投資を行う企業を指

定法人として指定しました。（特区活用企業数 累計 73社、設備投

資額 累計約 3,680億円） 

· 企業立地促進交付金の特区特例制度、不動産取得税の課税免

除等により、特区事業を行う企業の設備投資を支援しました。 

· 特区の効果を広く波及させるため、県内中小企業が行う特区事業

に関連した設備投資に対する助成を行いました。（助成企業数 6

社） 

· 本制度を広く周知し、更なる活用を促すため、制度活用説明会・

個別相談会を開催しました。（参加企業数 15社） 

本社機能の移転・拡充 · 本社機能の移転・拡充を促進するため、国の地方拠点強化税制

を活用する企業の認定を行いました。（認定企業数 累計 41社） 

· 各種優遇制度への理解及び企業立地の促進を図るため令和元

年度「福岡県企業立地セミナー」参加企業及び誘致ターゲット企

業へ工業団地情報や優遇制度をまとめたパンフレットをはじめとす

る福岡県 PR資料の送付、新聞及びウェブ広告を活用した広報を

行いました。また、今後の企業誘致の参考とするため、県 PR資料

の送付先に対し、アンケート調査を実施しました。（資料送付先 

196社 293人） 

地域経済を牽引する企業の

取組支援 

· 地域の成長発展の基盤強化を図るため、事業者が策定する、地

域の特性を生かして高い付加価値を創出し、地域に相当の経済

的効果を及ぼす地域経済牽引事業計画を承認しました。（承認件

数 累計 58件） 

· 不動産取得税の課税免除等により、地域経済牽引事業を行う事

業者の設備投資を支援しました。 

· 本制度を広く周知し、更なる活用を促すため、制度活用説明会・

個別相談会を開催しました。（参加企業数 15社） 

九州大学学術研究都市づく

りの推進 

· 世界的な学術研究拠点形成を目指す九州大学学術研究都市へ

の、企業や研究所等の集積を図るため、セミナー等の広報活動や

誘致活動を行いました。（訪問数 延べ 81社・機関 ） 

企業誘致のための環境整備 · 市町村による工業団地整備の検討を促進するため、市町村（政令

市を除く）が行う工業団地整備のための開発候補地調査等に対す

る助成を行いました。（補助件数 3件） 

（1）「魅力ある雇用の場」をつくる 

4 【企業誘致等】 
〇 グリーンアジア国際戦略総合特区など国の支援制度に加え、県独自の税制優遇や交付金 

   制度を活用しながら、アジアとともに発展する産業拠点を目指し、企業誘致に取り組みま 

す。 
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· 基幹的な道路である国道や主要な県道の整備を行いました。（国

道 322号、国道 442号、高田山川線、筑紫野古賀線、久留米筑紫

野線、直方鞍手線、鳥栖朝倉線、飯塚穂波線ほか 31か所） 

国際金融機能形成の推進 · 国際金融機能の誘致に取り組む産官学の推進組織「TEAM 

FUKUOKA」に参画しました。 

· 国内外の金融機関等関係者を招待し、国際金融機能誘致に係る

勉強会を開催しました。 

· 海外の金融事業者や高度金融人材の集積を図るため、税制優遇

措置や規制緩和、行政手続きの英語化などを進めることを国に要

望しました。 
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[主な取組の実施状況] 

 

① 農林水産物の販売・消費の拡大及び輸出促進 

「福岡の食」の一体的な販

売・消費の促進 

· 県産農林水産物と日本酒等の加工品を「福岡の食」として外食・

中食事業者へ一体的に売り込み、「福岡フェア」の開催等を通じ

て農林水産物の販売・消費拡大に取り組みました。 

· 新型コロナウイルス感染症拡大で需要が減少した酒の消費喚起

を目的に、県産酒と「福岡の食」をともに味わえる飲食店を「福岡

の地酒・焼酎の応援の店」として登録するとともに、酒造組合と連

携したウェブ販売に取り組みました。 

· 東京のアンテナレストラン「福扇華」において、四季折々の県産食

材を使用したこだわりのメニューを提供し、「福岡の食」の魅力発

信に取り組みました。 

県産農林水産物のブランド

力強化 

· 県の独自品種の開発や安定生産のための技術指導、機械・施設

の整備促進、農林水産関係団体と一体となった PR等の販売促進

活動を通じ、県産農林水産物のブランド化の推進に取り組みまし

た。 

· 「福岡有明のり」の消費拡大のため、漁業協同組合連合会等が実

施する学校給食への提供に対する取組を支援しました。 

県産農林水産物の輸出拡

大 

· 海外 7か国・地域の量販店等における販売促進フェアの開催や、

商談会への出展、バイヤーの招へいに取り組むとともに、産地支

援、市場調査を実施しました。 

· 米国、ＥＵ、香港等向けの越境ＥＣサイトで「八女茶」、また米国西

海岸向けのＥＣサイトで「あまおう」の販売促進フェアを開催しまし

た。 

· 輸出が解禁された米国向けに柿及びみかんを輸出する産地に対

し、生産園地の登録手続きへの助言や登録園地における病害虫

発生状況検査への支援を実施しました。 

· 中国上海で開催された酒類商談会や台湾で開催された木製品商

談会への出展を支援しました。 

· 九州・山口各県が連携し、香港の量販店において、各県産農林水

産物の販売促進フェアを実施しました。 

· 県内ＪＡや林業関係者、輸出事業者、行政関係者などを対象に農

林水産物の輸出に関する最新情報の提供や意識啓発を目的とし

（1）「魅力ある雇用の場」をつくる 

5 【農林水産業】 
○ 県産農林水産物と加工品の認知度向上や販路拡大、九州各県と連携した輸出拡大等に

取り組みます。 

○ 担い手の減少、後継者不足による生産力の低下に対応するため、作業の効率化や省力化

を図るとともに、品質の高い農林水産物の安定生産に取り組みます。 

○ 新規就業者を確保するとともに、担い手の経営力強化や女性農林漁業者の活躍を促進し 

   ます。 
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た研修会を開催しました。 

６次産業化の推進 · 6次産業化プランナーの指導に基づき、消費者ニーズを捉えた商

品開発・改良を支援しました。(事業者数 6事業者) 

· 商工団体及び JAグループと連携し、ふくおか「農と商工の自慢の

逸品」展示商談会を開催しました。（出展事業者数 59社） 

· 6次化商品の魅力を高め、販売拡大を促進するため「福岡県 6次

化商品コンクール」を実施し、新規性・話題性に優れた商品を表

彰するとともに、「DOCOREふくおか商工会ショップ」において受

賞商品の PR・販売会を開催しました。（コンクール出品数 79点） 

県産木材の利用の推進 · 戸畑高校弓道場や県庁地下食堂の木質化のほか、モデル的な木

造建築物に対する表彰等に取り組みました。（公共施設等におけ

る木材利用量 9,657㎥） 

· 建築物の木造・木質化を検討する民間事業者等に対して、建築

士等の専門家をアドバイザーとして派遣し、県産木材利用に関す

る提案や技術的な支援を実施しました。 

· 県産木材を活用した家具等の商談会出展を支援しました。（出展

事業者数 21社） 

· 建築を計画中の施主や建築士等を対象に、大規模木造施設での

構造・完成見学会を開催しました。（参加者数 105人） 

· 林地残材の収集運搬システムを普及する研修会を県内 1か所で

実施しました。（参加者数 24人） 

· 木質バイオマスボイラー導入や木質バイオマス発電を検討する事

業者に対して、燃料調達に関する助言等を行いました。 

 

 

② 需要に応じた生産力の強化 

AI、IoT、ICT等未来技術の

活用 

· 収益性が高く、活力ある園芸産地を育成するため、省力機械の導

入や ICT技術を活用したハウス、重油高騰に対応した省エネ施設

の整備等を進めました。 

· スマート農業にかかる先進事例の調査や勉強会の開催等、農業

者グループの活動を支援しました。（農業者グループ 22団体） 

· スマート農業機械を活用した、麦・大豆の一貫作業体系の実証に

取り組むとともに、生産組織等に対して機械導入を支援しました。

（139件） 

· 効率的な操業や養殖の安定生産を推進するため、筑前海では水

温分布や潮流を予測する海況予測システムの実用化に取り組み、

有明海では水温や潮位等の漁場環境を10分間隔で取得し、多様

な情報と合わせて、漁業者がスマートフォン等で一括して閲覧でき

るシステムの開発、豊前海ではモデル漁場に水温等のデータが収

集できる自動観測装置の設置を行いました。 

経営資源の集約化による担

い手の規模拡大 

· 農地の出し手や地域に対して協力金を交付することにより、農地

中間管理機構を活用した担い手への農地集積を推進しました。 

· 担い手の経営の高度化のために、税理士等のアドバイザーを派
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遣しました。（10経営体 計 18回） 

· 高齢化等により経営意欲が減退した所有者の森林について、森

林組合等が林業経営を代行する経営受託の取組を促進しました。

（経営受託面積 38,950ha） 

品質向上や安定生産による

供給拡大 

· 「ラー麦」の需要拡大や認知度向上に向けて、「ラー麦」を使用し

た惣菜向けの商品開発を支援しました。 

· 外食・中食用の需要拡大に対応するため、県で開発した水稲新品

種「実りつくし」の作付拡大を推進しました。（作付面積 370ｈａ） 

· 県産酒米「夢一献」や「山田錦」を原料とした日本酒の認知度向上

と県産酒米の安定生産・利用拡大を図りました。 

· 規模拡大に必要な施設、省力化や自給飼料増産に必要な機械

及び優良な家畜を導入する畜産農家に対して支援を行いました。

(施設機械の支援件数 49件) 

· 県産木材の供給拡大に向け、需要者が求める品質・量の木材を、

効率的に流通させる体制（サプライチェーンマネジメント）を構築す

る取組を支援しました。 

· 主伐を行う林業経営体に対して、搬出経費の一部助成を行うととも

に、主伐後の再造林対策を支援しました。（原木生産量 276千㎥、

再造林面積 343ha） 

· 製材機等の木材加工流通施設の整備に対して支援しました。（木

材加工流通施設の整備数 2施設） 

· 製材工場に対して、品質管理指導や強度試験等の技術的な支援

を行いました。 

· 水産物の安定供給を図るために冷凍フィレ７の加工技術開発に取

り組みました。 

低コスト化の推進 · 耐用年数を超過したハウス等の長寿命化、効率的な広域集出荷

体制の整備及び、輸送コストの削減モデルの実証により園芸農業

の低コスト化の推進を図りました。 

· 土地利用型農業の生産コストの低減を図るため、麦・大豆の生産

組織等に対して高性能農業機械の導入を支援しました。（98件） 

· 集材・運搬機械等の高性能林業機械の導入を支援しました。（導

入台数 4台） 

· 林業の生産性向上に向けた技術者の育成研修を実施し、路網・

高性能林業機械・人員を適切に組み合わせた効率的な作業シス

テムの普及、定着に取り組みました。（受講事業体数 30社） 

· ノリの生産コストを低減するため、共同利用施設の整備を支援しま

した。 

県独自品種・新技術の開発 · 八女伝統本玉露の生産技術の伝承を支援するため、IoTを利用

し、熟練者の栽培技術の見える化に取り組みました。 

· 機能性表示食品に認められた「はかた地どり」について、認知症軽

減に効果が期待される機能性成分を生かした加工技術及び加工

品の開発に取り組みました。 

· 県育成のナシ新品種「玉水」の早期普及に向けて、育苗期間の短

縮技術や早期成園化技術（定植から成園化までの期間を 10年か
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ら４年に短縮）の開発に取り組みました。 

水産資源の持続的な利用の

推進 

· 水産資源の管理に必要な情報を収集するとともに、資源管理計画

に基づく漁業者の取組を支援しました。 

· 有明海のアサリの資源増大と安定した漁獲維持のため、覆砂で環

境が改善した海域に発生したアサリ稚貝を移植し、保護する等の

管理に取り組みました。 

· トラフグ及びクルマエビについて、近隣県と連携した適地への集中

放流等の取組を支援しました。 

· 資源の維持・増殖を図るため、アユ・ウナギ等について、地元漁協

と連携し、県内河川への種苗放流を行いました。 

· ·海や河川の特性に応じた漁場づくりを推進するため、魚礁、投石

等増殖場の整備、海底耕うん、覆砂による底質環境の改善を行い

ました。 

 

 

③ 意欲ある担い手の育成・確保 

新規就業者の確保・定着の

促進 

· 東京・大阪で開催された就農フェアに参加しました。（参加回数 3

回） 

· 市町村に新規就農アドバイザーを派遣しました。（派遣市町村 計

34市町） 

· インターネット上で、農林漁業の求人・求職情報を検索できる「ふく

おかで農林漁業！就職応援サイト」の運用を開始しました。（新規

就業者数 500人） 

· 農外からの参入希望者の定着を図るため、市町村における相談

窓口の開設支援や、就農前後の所得を確保する資金の交付等を

行いました。（資金受給者数 570人） 

· 就業希望者に対する円滑な就業を支援するため、林業の基礎知

識やチェーンソー等の操作方法を習得する講習会を実施しまし

た。（受講者数 10人） 

· 林業経営体に新規採用された方を対象に、林業に必要な基本的

な技術を習得する集合研修と実地研修を組み合わせた研修を実

施しました。（研修修了者数 15人） 

· 建設業等異業種からの新規参入事業体を対象とした技術研修の

実施や高性能林業機械の導入を促進するとともに、生産現場での

指導を実施しました。（参入事業体数 4社） 

担い手の経営力強化と安定 

雇用の確保 

· 農業経営の法人化を進めるため、経営戦略を学ぶ「ふくおか農業

経営アカデミー」を実施するとともに、農業経営体へ税理士、社会

保険労務士等の専門家を派遣しました。（法人化した経営体数 

25経営体） 

· 規模拡大を志向する農家に対して個別面談を実施し、年間を通し

た雇用を実現する品目の組み合わせや施設整備などに関する経

営計画の作成を支援しました。（園芸農業雇用型経営体数 1,656

経営体） 

· 森林経営計画の策定や森林作業の集約化等を行う森林施業プラ
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ンナーを育成するため、プランナーとして必要な知識や技術を向

上させるための研修会を開催しました。(参加者数 19人) 

· まき網の共同操業やアサリの共販等の収益性向上の取組を支援

しました。 

農業大学校等を通じた担い

手の育成 

· U ターン者や新規参入者を対象に、「研修科」において、座学や

実践的技術研修を実施しました。（修了者 16人中 15人が就農） 

女性農林漁業者の能力発揮

と社会参画の促進 

· 就農間もない女性農業者等を対象に、キャリアプラン作成講座を

実施しました。（参加者数 102人） 

· 女性農業者の起業を促すため、起業家育成塾の開催とともに、起

業活動に必要な機器整備等の支援を行いました。（女性農林漁業

者の新規起業数 29件） 
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[主な取組の実施状況] 

 

① 求職者の状況に応じた就職支援 

新規学卒者等の県内就職に

向けた支援 

· 若者就職支援センターにおいて、個別就職相談や求人開拓専門

員の配置による新規学卒者等向けの県内企業の求人開拓を行う

とともに、ウェブを活用した合同会社説明会や対面型のミニ面接会

を実施し、県内企業と新規学卒者等の出会いの場を提供しまし

た。（ウェブを活用した合同会社説明会 5回実施 参加者延べ

886人） 

若者に対する就職支援 · 若者就職支援センターにおいて、概ね 39歳までの若者を対象

に、個別就職相談をはじめ、セミナーや合同会社説明会等を実施

し、将来に向けた進路選択や、その後の就職、定着に至るまでを

きめ細かに支援することにより、円滑な就職を支援しました。（就職

者数 3,598人） 

· 若者サポートステーションにおいて、若年無業者等を対象に、個

別相談をはじめコミュニケーション能力向上のための研修、働く自

信をつけるための就労体験、集団行動への適応力を養うボランテ

ィア活動を通して職業的自立を支援しました。（進路決定者数 

344人） 

就職氷河期世代に対する就

職支援 

· 若者就職支援センター及び中高年就職支援センターにおいて、

個別就職相談、各種セミナー、職場実習（社会人インターンシッ

プ）、企業との面談会等による就職支援を実施しました。 

· 若者サポートステーションにおいて、支援対象年齢をこれまでの

39 歳までから 49 歳までに拡大しました。（新規登録者（就職氷河

期世代(35歳から 49歳）137人） 

· 若者就職支援センターや若者サポートステーション等の支援機関

を記載した「福岡県就労サポートマップ」や支援機関の取組をまと

めたリーフレットを作成し、ハローワークや自立相談支援窓口等に

おいて配布しました。 

キャリアアップ・キャリアチェン

ジを希望する方への支援 

· 中高年就職支援センターにおいて、人材不足分野への就職を促

進するため、当該分野の情報や魅力を伝えるセミナーを実施しま

した。（10回実施、参加者 42人） 

· 正規雇用促進企業支援センターにおいて、センターが支援してい

（1）「魅力ある雇用の場」をつくる 

6 【就職支援、職場環境の充実】 
○ ニーズに応じたきめ細かな支援を行うことにより、円滑な就職を支援します。 

○ 子育て中の女性への就職支援を行うとともに、男女がともに仕事と家庭を両立できる職場

づくりを推進します。 

○ 県内企業の障がい者雇用率が法定雇用率を上回り、障がいのある人の収入向上につな

がる取組を進めます。 

○ 優秀な外国人材を県内各地域で受け入れるとともに、外国人が活躍できる環境づくりに取

り組みます。  

○ 求職者に対し高等技術専門校や民間教育訓練機関を活用して職業訓練を実施するととも 

に、高等技術専門校で在職者訓練を実施します。 
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る企業と求職者のマッチングを図ることを目的として、会社説明会

を開催しました。（参加企業 60社、参加求職者 239人） 

高齢者に対する就職支援 · 70 歳現役応援センターの専門相談員が高齢者の相談に応じ、多

様な選択肢を提案するとともに、コーディネーターが再就職の仲

介を実施しました。（相談者数 19,057 人、登録者数 1,631 人、進

路決定者数 1,710人） 

 

 

② 女性の就職支援、仕事と家庭を両立できる職場づくり 

子育て女性に対する就職相

談・就職あっせん 

· 県内 4か所の子育て女性就職支援センターにおいて、個別相談、

求人情報・保育情報の提供、就職支援セミナー、求人開拓、就職

あっせん等を実施しました。（就職者数 482人） 

· 時間的制約の多い子育て中の女性の就職をより身近な地域で支

援するため、合同会社説明会を開催するとともに、出張相談窓口

を県内 19か所に設置しました。 

· 就職活動の一歩を踏み出せないセンター登録者に対し、職場体

験プログラムを実施しました。 

· コーディネーターを各センター1名ずつ増員し、求人開拓等を強

化しました。 

女性の職業能力開発促進 · 高等技術専門校において、施設内訓練（託児サービス付き）を実

施しました。（訓練科数 20科、入校者数422人（うち女性 183人）） 

· 民間教育訓練機関等を活用した委託訓練（短時間訓練、託児付

訓練、e－ラーニング）を実施しました。（訓練コース 83 コース、入

校者数 1,909人（うち女性 1,464人）） 

仕事と子育てが両立できる職

場づくりの推進 

· 従業員の仕事と子育てが両立できる職場づくりを推進するため、

企業の経営者が両立支援の取組を宣言する「子育て応援宣言企

業」の登録を拡大しました。(登録企業数 7,555社) 

企業における働き方改革の

推進 

· 意欲と能力を発揮できる魅力ある職場づくりに向けて、県内 4地域

でワークショップ形式の実践的な研修を開催するとともに、アドバイ

ザーによる個別伴走支援により、働き方改革の実践まで支援しま

した。（参加企業数 56社） 

 

 

③ 障がいのある人の雇用促進及び収入向上 

障がいのある人の就職支援 · 企業の人事担当者と就労支援機関を対象に、障がい者雇用サポ

ート交流会を、県内 2地区で開催しました。（参加企業数 73社、

支援機関 63機関） 

· 法定雇用率未達成企業を対象とした雇用促進セミナーを、福岡労

働局と共催で、県内 4地区で開催しました。（参加企業数 243社） 

· 特別支援学校の生徒等を対象に、就職準備講座として、オンライ

ンで企業からの講話を配信しました。 

· 特別支援学校の生徒と企業の人事担当者を対象に交流会を実施

しました。（参加学校数 19校、参加団体数 67団体） 
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· 県内 13か所の障害者就業・生活支援センターにおいて、障がい

のある人の就業及びそれに伴う生活に必要な一体的かつ総合的

な支援を実施しました。（就職者数 607人） 

· 障がいのある求職者と求人企業とのマッチングを柱とした職業紹

介事業により、求職者・企業双方に対する支援を実施しました。

（就職者数 297人） 

テレワークを活用した障がい

者雇用の促進 

· 障がい者雇用が進んでいない企業に対して、県委託業者が適し

た業務の切り出しを行うとともに、低額で勤務場所として利用でき、

障がい特性に合わせて支援できる人材を配置した福岡県障がい

者テレワークオフィス「こといろ」を開設しました。（利用申込14ブー

ス、利用実績 8ブース） 

· テレワーク相談窓口を設置し、労務管理や助成金の活用に関する

助言、テレワーク導入に必要なシステムの紹介等を実施しました。

（相談件数 529件） 

· 一般就労を希望する障がいのある求職者が、テレワークによる教

育訓練や実務訓練を実施し、テレワーカーを育成しました。（訓練

実績 30人） 

· ＩＴ技術等はあるが、就職経験等の乏しい障がいのある求職者が

福岡県障がい者テレワークオフィス「こといろ」で実務経験を積み、

その後の就労につなげられるよう支援するとともに企業に対して、

定着のためのノウハウを提供しました。（実習実績 5人） 

· 県内企業、就労希望者、支援機関等を対象としたテレワークによ

る障がい者雇用促進セミナーをWeb形式で開催し、先進事例の

紹介や個別相談会等を実施しました。（開催回数 1回、参加者数 

105人） 

· テレワークを活用した障がい者雇用導入に伴うノウハウや企業9社

の具体的な導入事例等をまとめた報告書を作成し、法定雇用率

未達成企業等へ配布しました。（配布部数 5,000部） 

障がいのある人の企業等で

の就労に対する支援 

· 障がいのある人の雇用促進に貢献している事業主及び障がいを

克服し他の模範となる勤労障がい者を表彰しました。（企業数 4

社、勤労障がい者数 4人） 

· 県内 13か所の障害者就業・生活支援センターにおいて、障がい

のある人の就業及びそれに伴う生活に必要な一体的かつ総合的

な支援を実施しました。（就職者数 607人） 

· 障がいのある求職者と求人企業とのマッチングを柱とした職業紹

介事業により、求職者・企業双方に対する支援を実施しました。

（就職者数 297人） 

障がいの特性に応じた職業

訓練の実施 

· 国立県営福岡障害者職業能力開発校において、施設内訓練を実

施しました。（令和元年度入校者数 97人、就職率 70.7%） 

· 障がいのある人を対象に民間教育訓練機関等を活用した多様な

委託訓練を実施しました。（令和元年度入校者数 61人、就職率 

56.6%） 

「まごころ製品」の商品力向

上・販路拡大 
· 障がい者施設の受注拡大方策を検討するため、障がい者施設団

体、JA福岡中央会、福岡県商工会議所連合会、福岡県商工会連

合会等が参画する福岡県共同受注推進協議会を設立しました。 
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· 障がい者施設の経営力を向上させるため、障がい者施設に経営

管理や商品・サービス価値向上の専門家を派遣しました。（派遣

先 10施設） 

· オンラインでの販売を促進するため、クレジットカード決済等各種

決済機能を付加し、ウェブサイト「まごころ製品ショップ」をリニュー

アルしました。（出品施設数 32施設） 

· 新型コロナウイルス感染症の影響により、生産活動収入が相当程

度減収した障がい者施設に対し、生産活動の再起に必要な費用

を補助しました。（補助額 66件、35,554千円） 

· 大口の注文や早期の納期にも対応出来るよう、企業・官公庁・個

人からの様々なサービスの需要にワンストップで対応するため、県

庁に開設したまごころ製品デスクの取組を支援しました。（受注金

額 40,171千円） 

· 「令和 2年度障がい者就労施設等からの「まごころ製品」の調達の

推進を図る方針」に基づき、全庁一丸となって調達を推進しまし

た。（調達実績額 104,154千円） 

· 「まごころ製品」の調達促進を図るため、まごころ製品を 1年間に

10万円以上購入した企業を「障がい者応援まごころ企業」に認定

しました。（認定企業数 97社） 

農福連携の推進 · 障がい者施設に農業技術等の専門家を派遣するとともに、農業に

取り組む障がい者施設の農産物等を販売する農福連携マルシェ

を開催しました。（マルシェ参加施設数 延べ 26施設） 

· 農業分野での障がい者雇用を促進するため、農業大学校での農

業体験を行い、交通費を助成しました。（助成額 29,290円） 

· 建築士などの専門家を農作業現場に派遣し、障がいのある人が

働きやすい環境整備への取り組みを支援しました。（派遣回数 11

回、整備件数 2件） 

· 農業者等を対象に、障がいの特性や労務管理、先進地事例の発

表に関する研修会を実施しました。（参加者数 135人） 

 

 

④ 外国人の活躍推進 

外国人材の受入体制の整備 · 外国人材受入環境の整備に向け、「福岡県外国人材受入対策協

議会」、「外国人相談窓口部会」、「労働環境部会」、「外国人材日

本語教育部会」を設置し、個別事項ごとに協議、情報共有を実施

しました。 

外国人材を受け入れる企業

に対する支援 

· 外国人が在留資格の範囲内でその能力を十分に発揮し適正に就

労できるよう、企業向け相談窓口を設置するとともに、企業向けの

講習会を実施しました。（開催回数 16回、参加者数 141人） 

留学生と県内企業のマッチン

グ支援 

· 留学生の採用を希望する企業、日本企業への就職を希望する留

学生の双方を登録し、マッチングを行うことにより、留学生の就職

活動を支援しました。 

· 企業と留学生との人材マッチングサイト「Work in Kyushu」を九州 7

県及び九州経済産業局、九州経済連合会と連携して運営しました。 
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⑤ 地域ニーズに応じた人材育成 

地域の人手不足分野におけ

る職業訓練の実施 

· 人材不足が懸念される介護分野等を含む職業訓練について、高

等技術専門校（施設内訓練）及び民間教育訓練機関等（委託訓

練）で実施しました。（令和元年度就職率 施設内訓練 89.5%、委

託訓練 80.9 %） 

技能人材の育成 · 事業主等が、その雇用する労働者に職業に必要な知識や技能を

習得させるために行う認定職業訓練への支援を行いました。（助

成団体数 13団体、訓練生数 2,225人） 

· 技能検定を実施しました。（受検者数 2,303人、合格者数 1,294

人） 

· 広く県民に技能の素晴らしさを伝え、技能尊重の気運・ものづくり

への関心を高めることを目的に、優秀技能者等の表彰を実施しま

した。 

高等技術専門校における在

職者訓練の拡充 

· 事業主からのニーズにより、在職者の職業能力の開発・向上を図

り多能工化を目指すため、技専校の訓練を活用して、在職者の方

が一般の訓練生と一緒に受講する受託生訓練を実施しました。 
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[主な取組の実施状況]  

 

① 幼児期の教育・保育の量の拡大と質の向上 

保育所等整備・運営の支援 · 市町村が実施する民間保育所等の施設整備への補助に要する

費用の一部を助成しました。（施設整備による増加定員数 2,259 

人） 

· 市町村が実施する民間保育所等が行う子ども・子育て支援新制度

に基づく施設型給付等に要する費用の一部を負担しました。（実

施施設数 1,282施設） 

幼児教育・保育従事者の確

保及び質の向上 

· 県保育協会に保育士就職支援センターを設置し、出産や子育て

等を機に保育現場を離れている保育士有資格者の就職を支援し

ました。（就職相談数 304件、就職者数 66人） 

· 保育士の離職防止を図るため、施設長等を対象とした職場環境改

善セミナーやコンサルティング、コンサルティング実施施設から職

場改善の体験談等を紹介する実践セミナーを実施しました。（職

場環境改善セミナー72人、コンサルティング 10か所、実践セミナ

ー53人） 

· 保育教諭及び保育士確保の一環として、保育士資格や幼稚園教

諭免許状の取得等を支援するため、養成施設の受講料等を補助

しました。（補助対象者数 43人） 

· 保育所職員等の確保及びスキルの向上を図るための取組や研修

を実施しました。（一般保育研修参加者数 延べ 772人、認定こど

も園職員研修参加者数 延べ44人、届出保育施設等従事者研修 

104人） 

· 私立幼稚園における教育内容の向上のため、幼稚園教職員を対

象とした研修を実施しました。(対象施設数 382施設） 

幼児教育・保育施設等利用

者への相談支援 

· 市町村が実施する保育所等の利用者に対する情報提供や相談

等を行う利用者支援事業への補助を行いました。（実施市町村数 

28市町） 

 

 

（2）結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

1 【子育て】 
○ 保育の受け皿整備と、総合的な保育人材確保対策を実施します。 

○ 子育て等の相談ができる拠点の整備、保育施設等による多様な保育サービスの提供、地 

域の高齢者によるサポート、店舗での各種サービスの実施等を行います。 

○ 新婚・子育て世帯へ県営住宅の入居における優先的な取扱いを行うとともに、三世代同 

居・近居を促進します。 

○ 働きながら安心して子育て・介護等、仕事と家庭の両立ができる職場づくりを推進するとと 

もに、働き方改革を進めることによって、個々の事情にあった多様なワーク・ライフ・バラン 

スの実現を目指します。 

○ 児童虐待防止対策の充実、里親家庭での養育の推進等を図るとともに、子どもの貧困対 

策に関する施策を総合的に推進します。 
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② 地域における子育て支援 

放課後児童クラブ整備・運

営の支援 

· 市町村が実施する放課後児童クラブの整備・運営に要する費用の

一部を助成しました。（施設整備数 84施設、運営費助成 59市町

村） 

地域子育て支援拠点の推進 · 市町村が実施する地域子育て支援拠点（子育て支援センター等）

の運営及び改修・備品の整備に係る経費を助成しました。（運営

費助成施設数 160施設） 

· 市町村が実施する児童虐待の発生予防、早期発見、早期対応に

資する事を目的とした以下の取組に係る経費を助成しました。（実

施市町村数 36市町） 

・子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の

調整機関の職員や、関係機関等の専門性の向上 

・地域ネットワーク構成員の連携強化 

・地域ネットワークと訪問事業の連携強化 

· 妊娠期から子育て期にわたる様々なニーズに対して総合的相談

支援を行う「子育て世代包括支援センター」の設置を推進するた

め、市町村に対し対象経費を助成するとともに、市町村職員等を

対象に研修を実施することにより、全市町村に設置しました。（セン

ター設置市町村数 60市町村） 

· 市町村が実施する乳児家庭全戸訪問事業に係る経費を助成しま

した。（事業実施市町村数 60市町村、助成市町村数 59市町村） 

· 市町村が実施する養育支援訪問事業に係る経費を助成しました。

（事業実施市町村数 60市町村、助成市町村数 47市町村） 

多様な保育サービスの推進 · 市町村が実施する民間保育所等が開所時間を超えて実施する延

長保育への補助に要する費用の一部を助成しました。（実施施設

数 951 施設） 

· 市町村が実施する民間保育所等が一時的に乳幼児の保護を行う

一時預かりへの補助に要する費用の一部を助成しました。（実施

施設数 延べ 511 施設） 

· 市町村が実施する病院等で一時的に病児の保育等を行う病児保

育への補助に要する費用の一部を助成しました。（実施施設数 

79施設） 

· 市町村が実施するファミリー・サポート・センター事業への補助を

行いました。（実施市町村数 34市町） 

· 市町村が実施する子育て短期支援事業への補助を行いました。

（実施市町村数 ショートステイ事業25市町、トワイライトステイ事業

6市町） 

· ひとり親家庭の親等が就職活動や疾病等のために一時的に生活

援助や保育のサービスが必要な場合等に、市町村が行う家庭生

活支援員を派遣する制度に助成しました。 

· 私立幼稚園が開園日、休園日等に行う預かり保育（通常の教育課

程終了後に引き続き園児を預かるもの等）に要する費用の一部を

助成しました。（実施施設 251施設） 

地域で連携した子育て支援

の推進 

· 高齢者の豊かな知識や経験を生かして子育て支援分野で活躍で

きる人材を養成しました。（ふくおか子育てマイスター認定者数 累
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計 1,744 人） 

· 18歳未満の子どもがいる子育て家庭に、ミルクのお湯やキッズス

ペース等の様々なサービスを提供する店舗を「子育て応援の店」と

して登録しました。（登録店舗数 23,657店舗） 

 

 

③ 子育て世帯等への住宅支援 

県営住宅における新婚・子

育て世帯の優先入居 

· 抽選方式において、新婚・子育て世帯に対して優先入居枠を設定

し、募集を行いました。（実績 168戸） 

三世代対応などの住宅の建

設・購入に対する支援 

· 三世代が同居することを想定した長期優良住宅の供給促進のた

め、県内の金融機関と連携し、各金融機関による住宅ローンの優

遇制度を実施しました。（実施金融機関数 28機関） 

県民ニーズを踏まえた三世

代同居・近居の促進 

· 若年世帯や子育て世帯が、中古住宅の購入後等に行うリノベーシ

ョン工事費の一部を補助しました。（実施件数 67件） 

 

 

④ 働き方改革の推進 

仕事と子育てが両立できる

職場づくりの推進〔再掲〕 

· 従業員の仕事と子育てが両立できる職場づくりを推進するため、

企業の経営者が両立支援の取組を宣言する「子育て応援宣言企

業」の登録を拡大しました。 (登録企業数 7,555社) 

仕事と介護が両立できる職

場づくりの推進 

· 従業員の仕事と介護が両立できる職場づくりを推進するため、企

業の経営者が両立支援の取組を宣言する「介護応援宣言企業」

の登録を拡大しました。(登録企業数 1,541社) 

職場における女性の能力の

発揮支援 

· 育児休業中の女性の不安を解消し、円滑な職場復帰を支援する

ため、育児休業中の女性従業員を対象としたオンラインセミナーを

開催しました。（参加者数 21人） 

· 管理職として必要な知識やスキルを学びながら、自社の課題をと

らえその解決策を経営層に提案することにより、仕事や組織を見

渡し自主的に行動できる「経営的視点」を持った女性リーダーを育

成する講座「あすばるキャリアアップ・カレッジ」（全 5回）を開催しま

した。（修了生 10人） 

· 県内の企業・団体等を対象に、女性の登用推進や働きやすい環

境整備を進めるために実施する社内研修会等に講師を派遣しま

した。（派遣回数 延べ 4回） 

· 企業に対して個別に社会保険労務士等の専門家を派遣し、女性

活躍の取組を支援しました。（派遣回数 延べ 128回） 

· 企業向けに、女性の活躍を推進する上で必要な情報を一括集約

した手引書を作成し、県内企業に配布しました。 

· 経済団体等が行う取組で、県内の中小企業における女性の活躍

推進に資するものを助成し、支援しました。（支援団体数 4団体） 

· 若手女性従業員向けに、キャリアアップに対する不安感を払拭し、

意識を高めるセミナーを開催しました。（参加者数 42人） 

· 性別役割分担意識をはじめとしたアンコンシャス・バイアスへの認

SDGs

1
SDGs

11

保健 

SDGs

8
SDGs

5
SDGs

10

福祉 



- 31 - 

 

知と理解を深めるため、報道従事者との勉強会を開催するとともに

企業等において活用できる意識啓発素材を作成しました。（参加

者数 延べ 47人） 

· 福岡女子大学において、企業・団体等の管理者等の女性を対象

に、トップリーダーとして必要な素養を身につけ、ネットワークを構

築するための研修を実施しました。（参加者数 17人） 

男性の家事・育児への参画

促進 

· 市町村が行う男性などを対象とした子育て支援セミナーなどの取

組に対して助成を行いました。（助成市町村 2市 1町） 

男性の育児休業の取得促進 · 「子育て応援宣言企業」優良企業知事表彰の受賞企業 6社のうち

2社を「男性の育児参加促進企業」として表彰しました。 

企業における働き方改革の

推進〔再掲〕 

· 県内 4地域でワークショップ形式の実践的な研修を開催するととも

に、アドバイザーによる個別伴走支援により、働き方改革の実践ま

で支援しました。（参加企業数 56社） 

 

 

⑤ きめ細かな対応が必要な子どもへの支援 

児童虐待の防止 〔児童相談所の相談支援体制の強化〕                    

· 専門性を身に付け、深刻化する児童虐待問題に迅速、適確に対

応するため、児童の支援方法や心理等の基礎知識を修得する初

任職員研修、児童虐待に関する知識をはじめ、援助方針、進行管

理等の実務を修得する専門研修等に職員を派遣しました。 

〔市町村が行う児童虐待防止対策に対する支援〕 

· 関係機関における連携を深め、虐待防止に取り組むため、専門的

な対応を必要とする事例等への助言、市町村職員や関係機関へ

の研修を実施しました。 

〔親子のきずなの再生〕 
· 虐待を理由に離れて生活する子どもとその家族を対象に、親子の

きずなの再生を図るため、ペアレントトレーニングやカウンセリング

等の援助プログラムを提供しました。（事業実施ケース 119件、う

ち支援終了 57件（うち家族復帰及び家族関係が改善 47件）） 

〔児童虐待防止医療ネットワーク〕 
· 児童虐待対応体制の強化を目的として、児童虐待事案を早期に

発見し、適切に対応するため、拠点病院を指定し、地域の医療機

関に対する研修や助言等を行いました。（拠点病院における相談

件数 302件） 

社会的養護の充実 · 登録里親の拡大を図るための里親説明会の開催、里親委託後の

里親宅家庭訪問支援を行いました。（新規登録里親数 40世帯） 

· NPO法人を活用して、児童養護施設に入所している児童や退所

した児童等の生活や就職等に関する相談に応じるとともに、退所

者が相互に意見交換や情報交換等を行える居場所づくりや自助

グループ活動を支援しました。（相談支援件数 2,528件、フリース

ペース利用人数 101人） 
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ひとり親家庭の自立支援 〔母子父子寡婦福祉資金の貸付〕 

· 修学資金、就学支度資金、生活資金、技能習得資金等の必要な

資金の貸付により、ひとり親家庭の親等に経済的支援を行いまし

た。（母子貸付 173件、父子貸付 13件、寡婦貸付 5件） 

〔ひとり親家庭の親等の就業支援・養育費相談等〕 

· ひとり親家庭の親等に対し、就業相談から自立支援プログラムの

策定、就業支援講習会の開催、ハローワークと連携した求人情報

の提供まで一貫した就業支援と、養育費相談を行いました。（相談

実績 2,589件）また、養育費確保支援のため、「養育費・ひとり親

110番」の実施（相談件数77件）や無料相談クーポンの発行（発行

枚数 44枚）を行いました。 

〔ひとり親家庭の親の資格取得の推進〕 

· ひとり親家庭の親の自立促進を促すため、就職につながる能力開

発のための教育訓練講座の受講費用や、就職に有利な資格取得

のための、養成機関に修業する期間の生活費の一部を助成しまし

た。（自立支援教育訓練給付金 3件、高等職業訓練促進給付金

58件） 

〔市町村が実施する日常生活支援事業への財政的支援〕 

· ひとり親家庭の親等が就職活動や疾病等のために一時的に生活

援助や保育のサービスが必要な場合等に、市町村が行う家庭生

活支援員を派遣する制度に助成しました。 

貧困の状況にある子どもへ

の支援 

· 18歳に達する日以降の年度末までの児童を監護・養育しているひ

とり親家庭の親等に対し、児童扶養手当を支給しました。 

· ひとり親家庭の児童を対象に大学生等のボランティアを派遣し、学

習支援や進学相談等を行いました。（支援児童数 442人） 

· 市町村が実施する生活保護世帯及び市町村民税非課税世帯に

対する放課後児童クラブ利用料減免に要する経費の一部を助成

しました。（実施市町村 57市町村） 
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[主な取組の実施状況] 

 

① 妊娠・出産への支援及び小児医療・乳幼児保健対策の充実 

不妊に悩む人への支援 · 保健福祉（環境）事務所において、不妊や不育症に関する電話や

面接相談に応じ、このうち 3か所の保健福祉(環境)事務所では、

専門の助産師・看護師が面接相談や専用電話による対応を行い

ました。（相談件数 3,403件） 

· 医療保険が適用されないため医療費が高額となる不妊治療につ

いて、経済的負担を感じている夫婦や男性不妊治療への助成を

行うとともに、県独自助成として、凍結胚移植治療を受けた方に対

する助成回数の上乗せを行いました。また、令和 3年 1月以降に

治療を終了した方に対し、所得制限の撤廃や助成額の増額等の

制度拡充を行いました。（不妊治療費の助成件数 1,997件、男性

不妊治療助成件数 15件、県独自助成件数 30件） 

将来子どもを持つことを望む

小児・AYA世代のがん患者

への支援 

· 将来子どもを持つことを望む患者に対して、妊よう性温存治療費

の一部を助成しました。（助成件数 42件） 

周産期医療体制の充実 · 周産期母子医療センターの NICU（新生児集中治療管理室）等の

運営・設備整備等に対して助成しました。（総合周産期母子医療

センター 7か所、地域周産期母子医療センター3か所） 

· 医師確保が困難な産科医及び新生児医療担当医の処遇を改善

するため、医療機関が支給する分娩手当等に対して助成しまし

た。（73か所） 

ハイリスク妊産婦への支援 · 福岡地域の周産期母子医療センター及び協力病院における受入

可否情報の共有化を行うとともに、「母体搬送コーディネーター」に

よる母体搬送の調整を行い、円滑な搬送体制の確保を図りまし

た。（調整件数 68件） 

· 産後うつ病を予防・早期発見し良好な親子関係の形成を支援する

ため、保健福祉（環境）事務所において、産後うつ病や未熟児等

のハイリスク児の養育支援に関する研修会を、市町村等を対象に

実施しました。（研修会 19回、出席者数 延べ 251人） 

· 保健福祉（環境）事務所が市町村に同行してハイリスク妊産婦が

入院している医療機関や家庭を訪問し、市町村、産科医療機関

等の関係機関とケース会議を開催しました。（訪問回数 延べ 9

回、ケース会議開催回数 延べ 27回） 

産後ケアの充実 · 退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、

産後も安心して子育てができる支援体制を確保するために、保健

福祉（環境）事務所職員や市町村等を対象とした研修会を活用し

（2）結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

2 【子どもと母性の健康】 
〇 不妊に悩む人や将来子どもを持つことを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者等への個々の事 

情に応じたきめ細かな支援を行うとともに、妊娠・出産・育児に関する医療提供体制、保健 

対策の充実及び経済的負担の軽減を図り、妊娠期から子育て期までを一貫して支援しま 

す。 
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て、県内の取組状況等の情報提供を行いました。 

新生児聴覚検査体制の充

実 

· 新生児聴覚検査の結果、要精密検査となるなど支援が必要な児

を円滑に療育に繋げるため、療育開始までのフォローアップや児

の聞こえに不安を持つ保護者等に対する相談対応等を行う「福岡

県乳幼児聴覚支援センター」を設置し支援を強化しました。 

小児医療の充実 · 重篤な小児救急患者の医療を担う小児救命救急センターの運営

に対して助成しました。 

· 地域の開業小児科医が二次救急病院へ出務し、連携して小児救

急患者の夜間・休日診療を行う体制を構築している市等に対して

助成しました。（5市 1組合） 

· 全県域を対象とした小児高度専門医療を担い、かつ経営に困難

が生じている医療機関に対し、設備整備費及び運営費を助成しま

した。 

子どもの医療費に対する助

成 

· 市町村が行う子どもに対する医療費の公費負担に対して助成しま

した。 

· 厚生労働省が定める 762疾病に罹患し、疾病の状態が一定以上

である患児に対して、医療受給者証を交付し、その疾病に対する

医療費の一部を助成しました。（助成対象者数 1,928人） 
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[主な取組の実施状況] 

 

① 若者の安定雇用 

若者の安定雇用に向けた支

援 

· 若者就職支援センターにおいて、概ね 39歳までの若者を対象

に、個別就職相談をはじめ、セミナーや合同会社説明会、就職後

のフォローアップ等を実施し、将来に向けた進路選択や、その後

の就職、定着に至るまでをきめ細かに支援しました。（就職者数 

3,598人） 

正規雇用促進企業支援セン

ターによる正規雇用の促進

及び企業の人材確保の支援 

· 企業における人材確保、正規雇用の促進を図るため、労務管理

経験者及び社会保険労務士である雇用促進アドバイザーを企業

等の求めに応じて派遣するとともに、人材確保・定着を図りたい企

業等に対する正規雇用化への支援策案内や個別相談、セミナー

を実施しました。（正規雇用（正規雇用への転換含） 939人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

3 【安定雇用】 
〇 若者の将来に向けた進路選択やその後の就職活動、正社員就職に向けた支援等、ニーズ 

   に応じたきめ細かな支援を行います。 
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[主な取組の実施状況] 

 

① 次代の親の育成及び出会い・結婚応援の推進 

地域社会全体で結婚・子育

てを応援する気運醸成 

· 地域全体で子育て家庭を応援する社会づくりの趣旨に賛同した企

業や店舗、団体が家族で楽しめるイベントの開催や割引サービス

等を展開する「ふくおか・みんなで家族月間」キャンペーンを実施

しました。（協賛事業数 266件） 

· 「出会い応援団体」に登録している企業・団体のトップに結婚応援

に関する宣言をしてもらい、その宣言をホームページ等により広く

紹介しました。 

若者が結婚や子育てについ

て理解を深める活動の促進 

· 大学等と連携し、学生を対象に、「働くこと」、「結婚すること」、「生

み育てること」といった自らのライフプランを考えてもらう出前授業

を開催しました。（受講者数 132人） 

· 市町村が行うコミュニケーションについて学ぶセミナー等、結婚に

対する取組への助成を行いました。（助成市町村数 2市） 

· 高校におけるライフプラン教育の充実を図ることを目的に作成した

副読本を、家庭、保健体育、総合的な学習の時間等の授業にお

いて活用しました。 

「出会い応援団体」の登録拡

大 

· 更新期を迎える子育て応援宣言企業や包括連携協定企業への

登録の働きかけや、経済団体、事業者団体の各種会合等におい

て登録の働きかけを行いました。（登録数 2,080団体） 

「企業・団体間マッチング支

援センター」による多様な出

会いの場の提供 

· 県内各地域において、個別企業や業界団体等への働きかけを行

い、異業種団体間での出会いイベントを開催しました。（開催数 

50回） 

広域地域振興圏ごとの推進

会議等と連携した地域の特

性・資源を活かした出会いの

機会の拡大 

· 嘉飯地区や離島地域における特性を活かした出会いイベントを企

画・開催しました。 

出会いから結婚へつなげる

ための支援 

· 市町村等と連携し、独身者を対象に、コミュニケーションスキルアッ

プやマナーアップ等、出会いイベント等に役立つスキルの向上を

サポートするセミナーを開催しました。（受講者数 253 人） 

メールマガジン「あかい糸め

ーる」の登録拡大 

· 出会い応援団体による周知や、「企業・団体間マッチング支援セン

ター」を活用した出会いイベント参加者に対する登録の呼びかけ

等を行いました。（登録数 9,553人） 

九州・山口出会い結婚応援

プロジェクトの推進 

· 県域を超えた出会いの機会の拡大を図るため、本県で運用してい

るメールマガジン 「あかい糸めーる」を九州・山口各県で共同利

用しました。 

· 共同事業として、オンラインによる企業間婚活イベント及び九州・

山口各県出身の首都圏・関西圏に在住する大学生等を対象とし

（2）結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

4 【結婚応援】 
○ 学校等において結婚や子育てについての理解を深める活動を促進するとともに、独身者の

ニーズを踏まえた多様な出会いの場を提供し、地域社会全体での結婚応援を推進します。 
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たライフデザインセミナーを開催しました。（参加者数 105人） 

結婚・子育てに関する総合

ポータルサイトによる情報発

信 

· 結婚、妊娠・出産、育児に関する施策や情報を体系的かつ効果

的に発信するポータルサイトにより、学生から子育て世代までそれ

ぞれのライフステージに応じた情報提供を行いました。（PV 数

76,421） 
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[主な取組の実施状況]  

 

① 「学力、体力、豊かな心」の育成 

学力の向上 〔学力向上総合推進事業の実施〕 

· 福岡県学力調査を実施し、調査結果報告書を市町村教育委員

会、学校に配布し、児童生徒への教育指導の充実や学習状況の

改善等に役立てました。 

· 県内 23市町村及び 1学校組合を学力向上推進強化市町村に指

定し、 少人数・習熟度別指導等のために非常勤講師を派遣しま

した。（派遣人数 128人） 

· 各教育事務所に学力向上推進委員会を設置し、各種指導資料の

活用状況、思考力を問う定期考査問題の作成状況の把握及び各

種学力調査結果に基づく課題の分析等を行いました。 

· 基礎基本を含む活用力育成教材集、活用力診断テストを作成し、

小中学校で活用しました。 

· 学力向上推進拠点校を指定し、授業・組織運営・人材育成の一体

的改善に取り組みました。（中学校 6校） 

· 「主体的・対話的で深い学び」授業実践講座（国語、社会、算数・

数学、理科、英語）を県内各地区で実施しました。（参加教員数 

小学校 1,051人、中学校 949人） 

〔地域学校協働活動の推進〕 

· 地域と学校が連携･協力した地域学校協働活動を推進し、学校支

援、放課後の学習支援等を行いました。（実施市町村数 42市町

村（335教室）） 

（3）地方創生を担う人材を育て、地域で活かすとともに、福岡県への人の流れをつくる 

1 【人材育成】 

○ 地域で活躍する若者の育成を目指し、学力・体力の向上、教育環境づくり等に取り組みます。 

○ 子どもたちが持つ多様で特色ある能力や個性の伸長を図ります。 

○ ふるさとに誇りや愛着を持ち、将来の地域を支える人材を育成するとともに、異文化を理解
し、異なる習慣や文化を持った人々と共に生きていくための資質や能力を身に付けた子ど

もを育成します。 

○ 国際的な広い視野を備え、地域社会に貢献できるような人材を育成するとともに、子どもが
生涯にわたって社会的・職業的自立ができるよう、地元の企業・経済団体と連携したキャリ

ア教育の充実を図ります。 

○ 大学の個性・強みを生かした教育研究を行い、地域社会の発展に貢献する取組を推進しま
す。 

○ 求職者に対し高等技術専門校や民間教育訓練機関を活用して職業訓練を実施するととも
に、高等技術専門校で在職者訓練を実施します。 

○ 学習したいときに学習に取り組める環境を整備するとともに、学んだ成果を発揮できる機会
の充実を図り、県民の多様な「学び」を支援します。 
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体力の向上 〔小学生チャレンジスポーツプロジェクトの推進〕 

· 県内の全小学生の運動・スポーツへの動機付け、運動の習慣化を

図り、体力の向上のための取組を推進するため「わたしたちの『ス

ポコン広場』アイディア募集」を企画し、コロナ禍においても実施可

能なスポコン広場での新種目を設定しました。 

〔学校体育における地域人材の活用〕 

· 公立中学校保健体育科の武道・ダンス授業に、専門的な知識や

技能を有し、地域等で青少年の指導実績のある指導者を外部指

導者として派遣しました。（派遣校数 武道 7校、ダンス 5校） 

〔部活動指導員の配置〕 

· より専門的な技術指導を行うための体制整備と教職員の負担軽減

を図るため、県立学校に部活動指導員を配置するとともに、政令

市を除く市町村（学校組合）立学校への配置に係る補助事業を実

施しました。（配置数 県立学校 246人、市町村立学校 122人） 

· 部活動指導員を対象に、学校教育の一環としての部活動の指導

体制の在り方や生徒理解に基づく指導法等に関する研修会を開

催しました。（参加者数 延べ 82人） 

〔性と心の健康相談の実施〕 

· 生徒の性や心の健康問題の解決を図るため、全県立高等学校を

対象に専門医（産婦人科医、精神科医）による講演会や相談を実

施しました。（性 104回（講演 20回、相談 84回）、心 103回（講演

7回、相談 96回）） 

食育の推進 〔子どもが作る「ふくおか弁当の日」の推進〕 

· 児童生徒の食に対する意識を高めることや、食への感謝の気持ち

を育むために、県内の小中学校における、「子どもが作る『ふくお

か弁当の日』」を推進しました。 

〔食に関する指導についての研修の充実〕 

· 学校給食等に関する教育諸課題について実践的に研究し、その

成果を県内の公立学校に広く啓発するために、研究指定校の委

嘱を行いました。（委嘱校数 11校） 

豊かな心の醸成 〔道徳教育全体計画の作成〕 

· 全ての県立高等学校において、道徳教育の充実のための「全体

計画」及び「年間指導計画」を作成し、実施しました。 

〔規範的な行動を促す道徳、特別活動、総合的な学習の時間等の教

育活動の充実〕 

· 福岡県道徳教育地域指導者研修において道徳教育地域指導者

を育成しました。（道徳教育地域指導者数 小学校 12人、中学校

12人） 

〔地域活動指導員の設置〕 

· 地域での様々な体験や学習活動の機会の充実を図るため、市町

村に対して、子どもの体験活動等を推進する地域活動指導員を配

置する経費を助成しました。（配置人数 180人） 

〔児童生徒の規範意識の育成〕 

· 児童生徒の発達段階や校種に応じて、インターネットの適正利用

や非行防止等の学習テーマについて、規範意識育成学習会を開

催しました。 
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〔地域の実態を踏まえた幼稚園・保育所・小学校の連携強化〕 

· カリキュラムマネジメントと関連付けながら実施する学校評価につ

いて協議するため、園長等管理運営協議会を開催しました。 

· 教員の資質・能力の向上に向けた園内研修の在り方、小学校教

育との接続に向けた教育課程や指導方法の工夫について協議す

るため、幼稚園教育課程研究協議会を開催しました。 

〔子育てに関する学習機会や情報提供の推進〕 

· 家庭教育支援に関する資質の向上や、参加者同士の交流の深ま

りとネットワークの構築を図るため、「みんなで育もう！ふくおかの

子ども育成支援フォーラム」を開催しました。（参加者数 100人） 

いじめや不登校等への対応 〔いじめ・不登校総合対策事業の実施〕 

· スクールカウンセラーを、政令市を除く全ての中学校、県立高等学

校、県立中等教育学校に配置しました。 

· スクールカウンセラーのコーディネートや各種相談員への指導助

言を行うスーパーバイザーを各教育事務所に配置しました。 

· 児童相談所等の関係機関との連絡調整を支援するために、スクー

ルソーシャルワーカーを配置しました。（配置数 9市町、県立高等

学校 5校） 

· 市町村が任用するスクールソーシャルワーカーの経費について

1/3以内の額を予算の範囲内で補助しました。（補助市町村数 47

市町村） 

· 不登校生徒を対象に学校復帰と社会的自立に向けた相談活動を

行うため、訪問相談員を配置しました。（配置数 13校、訪問数 

893回） 

· 土曜・日曜を含む 24時間対応の教育相談「子どもホットライン 24」

を実施しました。（相談件数 5,242件） 

· いじめの未然防止及び早期発見・早期対応のための保護者用リ

ーフレットを作成し、全児童生徒に配布しました。 

〔不登校・中途退学防止対策事業の実施〕 

· 高等学校の不登校・中途退学防止対策として、学業不振や学校

不適応に悩む生徒等の学業継続を支援するため、私学団体が行

う学習支援事業に対して補助を行いました。 

· 不登校児童生徒の受け皿となっている非営利法人が設置するフリ

ースクールの活動を支援するため、学習活動に対する補助を行い

ました。（14施設） 

〔不登校・ひきこもりサポートセンター事業の実施〕 

· 福岡県立大学の不登校・ひきこもりサポートセンターにおいて、不

登校・ひきこもりの児童生徒、その保護者や学校関係者等への専

門的な相談・情報発信等の支援を行いました。（相談（電話・来所・

巡回・訪問・メール）件数 延べ 3,610件（実数 1,340件）） 

読書活動の充実 〔学校全体での日常的・継続的な読書活動の推進及び読書指導の充

実〕 

· 全校一斉の読書活動を推進しました。（実施率 小学校91.5％、中

学校 92.0％、県立高等学校・中等教育学校 68.4％（政令市除

く）） 
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· 「子ども読書の日」の取組を推進しました。（実施校数 小中学校

516校、県立高等学校・中等教育学校 95校全校（政令市除く）） 

〔子ども読書活動の推進〕 

· 小学校低学年の子どもを持つ保護者に対して、読書活動応援隊

が読書の重要性の啓発や読み聞かせを行うとともに、家庭での読

書「うちどく」の手法等を伝授しました。（実施市町村数 25市町

村） 

· 読書の交流活動として、読書活動応援隊を活用した小・中学生の

読書活動支援を行いました。（実施市町村数 21市町村） 

· 子どもの読書活動交流・研修会を行いました。（参加者数 431人） 

〔乳幼児期の読書活動推進事業の実施〕 

· 各家庭における乳幼児期の絵本の読み聞かせを推進するため、

乳幼児期における読書活動の専門的な知識と技能を身に付けた

読書ボランティア「絵本コンシェルジュ」を養成しました。（修了者数 

34人） 

少年の非行防止と健全育成 〔非行少年等のための支援拠点事業の実施 〕 

· 非行少年等の居場所づくりを行う市（北九州市、福岡市、久留米

市）に対して助成しました。 

〔非行少年等の就労支援〕 

· 非行等の問題を抱える無職少年に対し、進路相談、就労体験、就

職支援、就労後の定着支援まで一貫した寄り添い型の就労支援

を実施しました。（支援を行った少年数 73人） 

〔若者自立相談事業の実施〕 

· 進路が定まっていない高校中退者等、困難を有する若者を適切

な支援機関につなぐ窓口を設置し、若者の就学や職業的な自立

を促しました。（相談件数 1,390件） 

インターネット適正利用の推

進 

〔青少年のインターネット適正利用の推進〕 

· 生徒自らインターネットのルールやマナーについて議論し発表す

るフォーラムを実施しました。（参加者数 101人） 

· 各中学校に専門講師を派遣し、インターネットの適正な利用につ

いて生徒自らが考え、気づきを促す参加型の啓発手法を学ぶ研

修会を開催しました。（派遣中学校数 40校） 

· 保護者等を対象に、フィルタリングや年齢に応じたインターネットの

利用制限等に関するオンライン講座を開催しました。（視聴回数 

793回） 

学校、家庭、地域の連携協

働 

〔コミュニティ・スクール導入の促進〕 

· コミュニティ・スクールの導入に向けた支援を行う「ＣＳディレクタ

ー」の配置を希望する市町村に対し、配置に係る経費の補助を行

いました。 

〔地域学校協働活動の推進〕 

· 地域と学校が連携･協力した地域学校協働活動を推進し、学校支

援、放課後の学習支援等を行いました。（実施市町村数 42市町

村（335教室）） 

〔ふくおか社会教育応援隊の派遣〕 

· 県社会教育主事からなる「ふくおか社会教育応援隊」を市町村に

派遣し、家庭教育や子どもの読書活動に関する講義等の実施を

人づくり 
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通して、市町村が実施する事業への運営支援や団体、サークル

等の育成支援を行いました。（県内 57市町村 584回派遣） 

〔家庭教育に関する相談体制の整備〕 

· 電話相談「親・おや電話」や電子メールにより、子育てに不安を抱

える保護者からの相談に対応しました。（相談件数 電話 433件、

電子メール 83件） 

〔家庭のしつけ推進事業の実施〕 

· 「規則正しい生活習慣づくり」や「親子チャレンジ」をテーマとした

「アンビシャスカレンダー」を作成し、県内の幼児（年長）を対象に

配布しました。 

小中高におけるプログラミン

グ教育の実施 

〔情報活用能力向上事業の実施〕 

· 小・中・高等学校を通した系統的な情報活用能力の育成に向けた

プログラミング教育のモデルカリキュラムを作成しました。 

· プログラミング教育実施に向けた教員の指導力向上及び体制整

備についての研修を実施しました。 

県立学校のＩＣＴ環境の整備 〔電子黒板活用実証研究の実施〕 

· 指導方法の改善・効率化と教員の指導力の向上を図るために、全

ての県立学校に 3台ずつ配備した電子黒板を活用し、授業内容、

職員研修、運用方法について実証研究を行いました。 

〔ＩＣＴ環境整備事業の実施〕 

· 児童生徒が家庭でも学ぶことができる環境を整備するため、Web

カメラ・マイク及び遠隔通信ソフトウェア（ZOOM）を各学校に整備

しました。 

· 各学校に整備している校内ネットワーク環境を、児童生徒 1人 1台

端末を前提とした高速大容量通信に耐えうる規格のものに更新

し、普通教室、特別教室及び職員室に無線 LAN環境を整備しま

した。 

· 特別支援学校において、障がいのある児童生徒の特性に対応し

た入出力支援装置（点字ディスプレイ、音声認識・合成ソフト、視

線入力装置等）を整備しました。 

教育環境づくり 〔県立高等学校等における学校の特色化・活性化の推進〕 

· 専門学科及び特色ある学科・コースの充実のため、特に特色化・

活性化が必要な学校において、学科・コース名の変更、募集形態

の変更といった学校活性化に向けた取組を実施しました。 

· 多様な興味関心や進路希望を持つ生徒の学習ニーズに応えるた

め、新設定時制単位制高等学校の整備を行いました。（大牟田北

高等学校及び西田川高等学校） 

〔帰国・外国人児童生徒等への日本語指導体制整備事業の実施〕 

· 日本語指導担当教員等指導力向上研修を実施しました。 

· 関係市町における支援体制の充実に係る経費の補助を行いまし

た。 

〔安全教育の推進（防犯、交通安全、防災）〕 

· 安全教育の充実を図るため、モデル地域、実践校を指定し、地域

や学校の実態に応じた安全教育の指導方法や教育手法の実践

的な研究を行い、その結果を県内の学校へ周知しました。（モデ

ル地域数 4地域、実践校数 県立高等学校1校、特別支援学校1
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校） 

· 安全教育アドバイザーをモデル地域及び実践校へ派遣し、危機

管理マニュアルや避難訓練の実施について、指導・助言を行いま

した。（派遣回数 9回） 

〔校務の情報化の推進〕 

· 県立学校の情報環境の仕組みや、セキュリティ確保の基礎知識及

び校務の情報化の必要性に関する研修会を実施しました。 

〔県立学校の施設整備〕 

· 老朽校舎等の改築や長寿命化改修、グラウンド造成等を行いまし

た。（整備校数 県立高等学校 65校、県立特別支援学校 20校） 

〔産業教育、理科教育、定時制教育、特別支援教育等の設備整備〕 

· 県立学校において、産業教育、理科教育、定時制教育、特別支

援教育等のための設備整備を行いました。（整備校数 県立中学

校 4校、県立中等教育学校１校、県立高等学校 93校、県立特別

支援学校 17校） 

〔教員採用試験の改善・充実及び大学等との連携〕 

· 教員採用試験において、民間企業人等の多様な面接員による人

物評価及び模擬授業等を実施しました。 

· 第一次試験において、小学校教員及び養護教員の試験区分で特

定の資格・免許等を有する者に点数加算の措置及びスポーツ成

績優秀者を対象に特別選考を実施しました。 

· 実践的指導力を有する教員を確保するため、小中学校及び特別

支援学校の現職教員を対象とした特別選考試験を関東において

実施しました。 

· 大学等と連携して、小学校の教員を目指す学生等に、本県学校

教育の魅力を紹介する「教員養成セミナー」を実施しました。 

〔教職員の働き方改革の推進〕 

· 教育職員の健康及び福祉の確保を図るため、福岡県立学校管理

規則に時間外在校等時間の上限を規定しました。 

· 教職員の長時間勤務改善のための具体の取組等を示した「教職

員の働き方改革取組指針」を改定し、上記規則の上限時間を数値

目標として設定しました。 

· 全県立学校に導入した ICカードによる勤務時間管理システムで

各学校の勤務状況を把握し、実情に応じた業務改善に取り組みま

した。 

· 生徒の出欠や成績処理等の情報を一元管理するシステムを導入

しました。 

· 教職員の負担を軽減するため、県立学校に部活動指導員を配置

するとともに、政令市を除く市町村（学校組合）立学校への配置に

係る補助事業を実施しました。（配置数 県立学校 246人、市町村

立学校 122人） 

〔教職員のメンタルヘルス対策の充実〕 

· 管理職及び採用後 10年を経過した中堅教員を対象に、ストレスマ

ネジメント研修を実施しました。（参加者数 管理職研修 123人、中

堅教員研修 57人） 
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· 心療内科医、精神科医、臨床心理士、教職経験者が対応する、

複数のメンタルヘルス相談窓口を設置しました。（相談件数 1,104

件） 

〔教員の資質の向上〕 

· 「福岡県教職員育成指標」に基づき、教員のキャリアステージに応

じた基本研修を実施しました。 

· 教育センター等において、特定の教育課題に関する課題研修や

個々の専門性を高める専門研修を実施しました。 

〔ひとり親家庭の児童への学習支援〕 

· ひとり親家庭の児童を対象に大学生等のボランティアを派遣し、学

習支援や進学相談等を行いました。（支援児童数 442人） 

経済的負担の軽減 〔就学や学資の援助〕 

· 家庭の教育費負担を軽減するため、高校生等を対象に高等学校

等就学支援金を支給しました。（支給対象数 公立 66,639人、私

立 46,265人） 

· 高校生等が安心して教育を受けられるよう、高校生等奨学給付金

を支給しました。（支給対象数 公立 11,265人、私立 9,390人） 

· 経済的理由により修学が困難になることがないよう、高校生等を対

象に、奨学金等及び入学支度金を貸与しました。（貸与生徒数 

延べ 11,851人） 

· 全ての対象者が利用できるよう、就学や学資の援助に係る制度の

周知徹底を図るため、中学 3年生、高等学校在学生及び保護者

等にチラシを配布し、中学校進路相談事業やホームページによる

周知を行いました。 

〔私立高等学校の学校納付金減免に対する助成〕 

· 修学に係る経済的負担を軽減するため、私立高等学校が減免し

た学校納付金に対し助成しました。（減免生徒数 7,398人） 

〔離島の高校生を対象とした通学費、居住費に対する助成〕 

· 高等学校が設置されていない離島の高校生を対象に、公立又は

私立高等学校に進学する経費負担を軽減するため、通学や居住

等に要する経費について支援を行いました。（支援人数 公立 20

人、私立 7人） 

〔三公立大学法人における授業料減免等の支援〕 

· 三公立大学法人において、学ぶ意欲のある学生が経済的な理由

で修学を断念することがないよう、授業料減免等の支援を行いまし

た。（三大学の授業料減免者数合計 前・後期延べ 643人、入学

金減免者数合計 84人） 

 

  

② 「社会にはばたく力」の育成 

個性や能力を伸ばす教育の

充実 

〔少人数指導や習熟度別指導の推進〕 

· 児童生徒の学力の実態に応じたきめ細かな指導を行うため、少人

数指導の実施を推進しました。（実施校の割合（政令市除く） 小学

校 99.6％、中学校等 100％、県立高等学校等 60.0％） 

· 児童生徒のつまづきや定着度に応じたきめ細かな指導を行うた

め、習熟度別指導の実施を推進しました。（実施校の割合（政令市
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除く） 小学校 98.7％、中学校等 93.5％、県立高等学校等 94.7％） 

〔次世代の科学技術を担う人材の育成〕 

· 高校生等に対し科学技術への興味・関心を持つ人材の裾野を広

げるために、高校生科学技術コンテストファーストステージ（筆記競

技）を実施しました。（参加者数 685人） 

〔「鍛えよう！ほめよう！」プロジェクトの実施〕 

· 児童生徒の基礎学力の定着を図る取組において、「鍛ほめ福岡メ

ソッド」を取り入れた学ぶ意欲や自尊感情等の向上を図る教育活

動について研究指定校で実践しました。（研究協力校数 小中学

校 18校） 

特別支援教育の推進 〔特別支援学校における医療的ケア実施のための体制整備〕 

· 日常的に医療的ケアを必要とする児童生徒等が安全に教育を受

けられる環境整備のため、看護職員を配置しました。（配置校数 

12校、配置人数 46人） 

〔発達障がい児を含む障がいのある児童生徒等に対する一貫した継

続性のある指導・支援の実施〕 

· 保育所・幼稚園、小・中学校、高等学校等からの要請に応じ、医

療、心理、教育、福祉等の各分野の専門家による巡回相談を実施

しました。（巡回相談数 保育所 15件、幼稚園 35件、小学校 

245件、中学校 76件、高等学校等 16件） 

· 相談窓口等の情報をまとめた「保護者向けハンドブック」を配布し

ました。 

· 5歳児家庭へふくおか就学サポートノート紹介リーフレットを配布し

ました。 

· 円滑な学校間接続のため、「ふくおか就学サポートノート（引継ぎ

シート）」を配布しました。（引継ぎシート等による引継の実施割合  

72.7％） 

〔高等学校における特別な支援を必要とする生徒への支援の実施〕 

· 特別な支援を必要とする生徒に対して学習支援や介助等を実施

するため、県立高等学校に特別支援教育支援員を配置しました。

（配置校数 10校） 

〔高等学校における通級による指導の実施〕 

· 障がいの状態に応じた特別の指導を行う通級指導教員を配置しま

した。（配置人数 12人） 

〔特別支援学校への専門スタッフ配置による専門性と組織力の強化〕 

· 心理に関する専門スタッフ（スクールカウンセラー）を配置しまし

た。（5校 週 7時間(年間 35週)、15校 週 4時間(年間 35週)） 

· 医療・保健等に関する専門スタッフ（理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士等）を活用した取組を実施しました。（7校 1日 5時間(年

間 10回)、11校 1日 4時間(年間 10回)、2校 1日 4時間（年間 5

回）） 

キャリア教育の充実 〔私立学校ものづくり実践教育事業の実施〕 

· ものづくりを支える専門的職業人や地域産業界のニーズに応じた

人材を確保するため、福岡県私学協会と連携し、私立高校の工業

系生徒を対象として、自動車メーカーでの工場見学や企業等と連

携した出前授業等を実施しました。(参加学校数 9校) 
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〔私立専修学校の「職業実践専門課程」認定校への助成〕 

· 企業ニーズに合う実践的な職業人材の育成及び専門学校生の就

職率向上等に寄与するため、「職業実践専門課程」として国に認

定された学科を設置する専門学校に対し、職業実践教育に必要

な経費を助成しました。（助成学校数 54校） 

〔インターンシップの推進〕 

· 勤労観・職業観の育成を図るため、インターンシップを推進しまし

た。（実施校数 県立高等学校 24校、高等部を設置する県立特別

支援学校 14校） 

〔県立工業高等学校における産業人材の育成〕 

· 生徒を企業に派遣する教育･訓練を実施しました。（参加生徒数  

9人） 

· 企業の高度熟練者による実践的な実習指導を実施しました。（指

導時間 300時間） 

· 教員等を対象として、企業における技術研修を実施しました。（参

加者数 5人） 

· 学級単位の企業訪問を実施しました。（参加生徒数 599人） 

〔社会人講師招へい及び技術認定資格試験の実施〕 

· 実践的、熟練的な技術の習得を図るため、社会人講師を招へいし

ました。（実施高等学校数 6校（県立）、実施時間 57時間） 

· 知識・技術の向上を図るため、測量、土木技術認定試験を実施し

ました。（合格者数 測量 194人、建築製図 128人） 

〔就学困難者への進路支援〕 

· 県立高等学校 10校に進路支援コーディネーターを配置し、生活

困窮者世帯等の進路支援が必要な生徒に対して、面接指導等を

実施したほか、早期離職防止及び就職先の開拓のため、企業訪

問を実施しました。 

〔就職希望者への支援強化〕 

· 県立高等学校 42校、県立特別支援学校 14校に就職指導員を配

置し、就職を希望する生徒に対して、新規の求人開拓や面接指導

等、就職決定までの支援を強化しました。 

· 私立高等学校 12校に就職指導員を配置する経費を助成しまし

た。 

〔地域、企業等と連携した職場体験活動の推進〕 

· 接客や販売、介護等の職場体験活動を推進しました。（実施状況

（政令市除く） 小学校 3.1％、中学校 4.0％） 

〔特別支援学校生徒の就業支援〕 

· 特別支援学校の生徒等を対象に、就職準備講座として、オンライ

ンで企業からの講話を配信しました。 

· 特別支援学校の生徒と企業の人事担当者を対象に交流会を実施

しました。（参加学校数 19校、参加企業等 67団体） 

〔特別支援学校におけるキャリア教育の充実〕 

· 外部講師を招へいし、就職学習会を実施しました。（県立特別支

援学校 13校、学習会 30回・相談会 2回） 
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〔特別支援学校技能検定事業の実施〕 

· 特別支援学校高等部生徒の就職意欲を高めるとともに、企業等に

雇用を促すため、企業団体と連携して開発した認定資格を授与す

る技能検定（プレ検定）を実施しました。（受検者数 506人） 

 

 

③ 「郷土と日本、そして世界を知る力」の育成 

郷土の魅力を学ぶ · 郷土に誇りや愛着を持ち、将来の地域を支える人材を育成するた

め、糸島地域の小・中学校において使用している学習テキスト「い

としま学」について、「糸島の偉人」や「民話」、「方言」、「市が目指

す未来像」などを追加し、大幅に改訂しました（発行部数 小学生

版、中学生版ともに 5,000部） 

· 筑後地域の地域資源を教材として活用した、体験型の学習プログ

ラム「ちくご子どもキャンパス」を 12市町で実施しました。（参加者

数 247人、プログラム数 24） 

· 未来の京築地域を支える人づくりを目的とし、地域資源を読み札

に盛り込んだご当地かるた「京築かるた」を活用した取組を行いま

した。（「ふるさと講座」参加者数 年 9回 274人） 

世界の多様性を理解する 〔青少年国際理解促進支援事業の実施〕 

· 県内の小中学校及び特別支援学校等へ講師を派遣し、国際理解

教室を実施しました。（参加者数 5,482人） 

· 国際理解教育実施の動機付け及びノウハウ提供のため、講師向

けにスキルアップ講座をオンラインで開催しました。（参加者数 21

人） 

〔アンビシャス外国留学支援事業の実施〕 

· 国際的に活躍する人材を育成するため、外国の大学（正規課程）

に留学する県内の高校生等に奨学金を交付しました。（奨学生数 

11人） 

〔日本の次世代リーダー養成塾の開催〕 

· 日本や世界で活躍する講師陣の講義やアジア諸国から招致した

高校生と日本の高校生がディスカッションを実施する「日本の次世

代リーダー養成塾」をオンラインで開催しました。（参加者数 日本

の高校生 174人） 

〔高校生のグローバル化へ対応できる思考力の育成〕 

· コミュニケーション能力の育成を図るため、県立高等学校 8校に英

語活動指導員（EAS）4人を配置して、英語以外の教科を英語で行

う英語イマージョン教育に取り組みました。 

〔公立大学法人における異文化交流〕 

· 福岡女子大学において、学術交流協定を締結している海外の大

学との交換留学を実施しました。（交換留学受入数 2人）              

学生派遣については、一部の留学先の授業や体験学習プログラ

ムについてオンラインにより受講しました。 

· 福岡女子大学において、国際的な学習環境を提供するため、学

術交流協定を締結している海外有力大学との間で、日本の現代

若者文化と伝統文化に焦点を当てた、短期留学生受入プログラム

を実施しました。（参加者数 15人） 

福祉 

教育 
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· 福岡女子大学において、勉学に励む優秀な外国人留学生に対し

て入学金、授業料免除等、修学を支援しました。（入学金免除 24 

人、授業料全額免除 延べ 78人、授業料半額免除 延べ 85人） 

· 福岡女子大学において、高校生を対象に、学内の留学生等と交

流する英語合宿を実施しました。（参加者数 20人）   

· 福岡県立大学において、学術交流協定を締結している海外の大

学との交換留学を実施しました。（交換留学受入数 3人、交換留

学派遣数 1人）             

外国語能力を身に付ける 〔ALT等を活用した英語コミュニケーション能力の育成〕 

· 英語教育等の充実のため、外国語指導助手（ALT）を県立高等学

校や教育事務所等に配置しました。（配置人数274人、うち小中学

校対象 県任用 11人、市町村任用 207人、高等学校対象 56人） 

〔児童生徒の英語力向上の推進〕 

· 中学校 3年生（政令市、県立中学校、中等教育学校を除く）を対

象に英検 IBAテストを実施しました。（受験者数 20,340人） 

· 県内の中学生を対象に中学生英語スピーチコンテストを実施しま

した。（県内 8地区の予選から 46名出場） 

 
 

④ 高等学校における地方創生を担う人材育成 

グローカル人材の育成 〔高校生のグローバル化へ対応できる思考力の育成〕 

· コミュニケーション能力の育成を図るため、県立高等学校 8校に英

語活動指導員（EAS）4人を配置して、英語以外の教科を英語で行

う英語イマージョン教育に取り組みました。 

キャリア教育の充実〔再掲〕 〔インターンシップの推進〕 

· 勤労観・職業観の育成を図るため、インターンシップを推進しまし

た。（実施校数 県立高等学校 24校、高等部を設置する県立特別

支援学校 14校） 

〔県立工業高等学校における産業人材の育成〕 

· 生徒を企業に派遣する教育･訓練を実施しました。（参加生徒数  

9人） 

· 企業の高度熟練者による実践的な実習指導を実施しました。（指

導時間 300時間） 

· 教員等を対象として、企業における技術研修を実施しました。（参

加者数 5人） 

· 学級単位の企業訪問を実施しました。（参加生徒数 599人） 

〔社会人講師招へい及び技術認定資格試験の実施〕 

· 実践的、熟練的な技術の習得を図るため、社会人講師を招へいし

ました。（実施高等学校数 6校（県立）、実施時間 57時間） 

· 知識・技術の向上を図るため、測量、土木技術認定試験を実施し

ました。（合格者数 測量 194人、建築製図 128人） 

〔就学困難者への進路支援〕 

· 県立高等学校 10校に進路支援コーディネーターを配置し、生活

困窮者世帯等の進路支援が必要な生徒に対して、面接指導等を
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実施したほか、早期離職防止及び就職先の開拓のため、企業訪

問を実施しました。 

〔就職希望者への支援強化〕 

· 県立高等学校 42校、県立特別支援学校 14校に就職指導員を配

置し、就職を希望する生徒に対して、新規の求人開拓や面接指導

等、就職決定までの支援を強化しました。 

 

 

⑤ 県立 3大学の活性化による人材育成・地域貢献促進 

大学の特色を生かしたリカレ

ント教育の実施 

· 公立大学法人三大学において、地域住民の生涯学習に資するた

めの公開講座やリカレント教育を実施しました。 

大学を拠点とした女性リーダ

ーの育成 

· 福岡女子大学において、企業・団体等の管理職等の女性を対象

に、トップリーダーとして必要な素養を身につけ、ネットワークを構

築するための研修を実施しました。（参加者数 17人） 

国際的な視野を持ち地域に

貢献できるリーダーの育成 

· 福岡女子大学において、国際的な学習環境を提供するため、学

術交流協定を締結している海外有力大学との間で、日本の現代

若者文化と伝統文化に焦点を当てた、短期留学生受入プログラム

を実施しました。（参加者数 15人） 

· 福岡女子大学において、勉学に励む優秀な外国人留学生に対し

て入学金、授業料免除等、修学を支援しました。（入学金免除 24 

人、授業料全額免除 延べ 78人、授業料半額免除 延べ 85人） 

· 福岡女子大学において、高校生を対象に、学内の留学生等と交

流する英語合宿を実施しました。（参加者数 20人）  

大学の知的資源を活用した

地域貢献活動の推進 

· 九州歯科大学において、北九州地区の 3大学、商工会議所等と

連携して、各大学が有する医療・福祉・工学分野の知見を活用す

ることで、幅広い知識や技術を持った「ものづくり継承支援人材」を

育成する事業を実施しました。 

· 福岡県立大学の不登校・ひきこもりサポートセンターにおいて、不

登校・ひきこもりの児童生徒、その保護者や学校関係者等への専

門的な相談・情報発信等の支援を行いました。（相談（電話・来所・

巡回・訪問・メール）件数 延べ 3,610件（実数 1,340件）） 

· 福岡県立大学において、学生を学習ボランティアとして育成し、筑

豊地域の市町村等が行う補充学習の場に派遣しました。（派遣者

数 延べ 1,407人） 

 

 

⑥ 地域ニーズに応じた人材育成〔再掲〕 

中小企業における人材育成 · 福岡県プロフェッショナル人材センターにおいて、県内の中堅・中

小企業が新たに事業を展開する際に必要となる、技術開発、販路

開拓、海外展開等に精通したプロフェッショナル人材の確保を支

援しました。（相談件数 144件、成約件数 77件） 

· 3次元設計、CAE※等のデジタル技術活用講座や金型、めっき、プ

ラスチック等の製造基盤技術講座を開催することにより、製造現場

の中核となる人材の育成を支援しました。（講座受講者数 88人） 
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※CAE：コンピュータを利用したシミュレーション解析 

地域の人手不足分野におけ

る職業訓練の実施〔再掲〕 

· 人材不足が懸念される介護分野等を含む職業訓練について、高

等技術専門校（施設内訓練）及び民間教育訓練機関等（委託訓

練）で実施しました。（令和元年度就職率 施設内訓練 89.5%、委

託訓練 80.9 %） 

高等技術専門校における在

職者訓練の拡充〔再掲〕 

· 事業主からのニーズにより、在職者の職業能力の開発・向上を図

り多能工化を目指すため、技専校の訓練を活用して、在職者の方

が一般の訓練生と一緒に受講する受託生訓練を実施しました。 

 

 

⑦ 生涯学習を通じた人材育成、学習活動の促進 

学習情報等の一元的な提供 · 福岡県生涯学習情報提供サイト「ふくおか協働・生涯学習ひろば」

により、行政機関や大学等様々な機関・団体が実施している学習

機会の情報を収集し、一元的な情報提供を行いました。 

· 検索機能の強化等による利便性の向上や、事業者自らが講座情

報を掲載できる機能の追加により掲載情報の充実を図るなど、サ

イトのリニューアルを行いました。 

学んだ成果を生かす機会の

充実 

· ホームページ・情報誌等を活用し、講座やイベント、ボランティア活

動等の情報提供を行いました。 

年齢に関わりなく活躍できる

環境づくり 

· 社会の人材ニーズに対応し、各職業分野におけるキャリア教育、

職業訓練、熟練技能の継承など、県民の職業能力の向上につな

がる生涯学習施策を実施しました。 
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[主な取組の実施状況]  

 

① 学生の地元定着促進 

学生が地元企業を知る機会

の提供 

· 若者就職支援センターにおいて、県内大学生等が地元企業の魅

力や福岡県で働くことの魅力の理解を深め、企業規模や知名度に

とらわれない職業選択ができるよう、地元企業の見学会や企業経

営者等との座談会を実施しました。（参加学生数 135人） 

 

 

② 留学生の誘致・定着促進 

海外での誘致活動の実施 · 県内大学の留学生数の拡大を図るため、海外の学生及び日本語

教員を対象とした留学説明会を開催しました。（令和 2年 5月 1日

現在 19,260人、全国第 3位） 

留学生と県内企業のマッチ

ング支援〔再掲〕 

· 留学生の採用を希望する企業、日本企業への就職を希望する留

学生の双方を登録し、マッチングを行うことにより、留学生の就職

活動を支援しました。 

· 企業と留学生との人材マッチングサイト「Work in Kyushu」を九州 7

県及び九州経済産業局、九州経済連合会と連携して運営しまし

た。 

大学への留学生受入促進 · 福岡女子大学において、学術交流協定を締結している海外の大

学との交換留学を実施しました。（交換留学受入数 2人） 

· 福岡女子大学において、国際的な学習環境を提供するため、学

術交流協定を締結している海外有力大学との間で、日本の現代

若者文化と伝統文化に焦点を当てた、短期留学生受入プログラム

を実施しました。（参加者数 15人）                                       

· 福岡女子大学において、勉学に励む優秀な外国人留学生に対し

て入学金、授業料免除等、修学を支援しました。（入学金免除 24

人、授業料全額免除 延べ 78人、授業料半額免除 延べ 85人） 

· 福岡県立大学において、学術交流協定を締結している海外の大

学との交換留学を実施しました。（交換留学受入数 3人） 
 
 

 

 

 

 

（3）地方創生を担う人材を育て、地域で活かすとともに、福岡県への人の流れをつくる 

2 【進学・就職】 

○ 学生自身が職業適性やキャリアについて考える機会を設け、企業規模や知名度に捉われな
い職業選択を促進します。 

○ 優秀な留学生の誘致、留学中の生活や就職の支援に取り組みます。 
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[主な取組の実施状況]  

 

① 関係人口の創出・拡大 

県外在住者と本県とのつな

がりを深める取組の推進 

· 将来的な移住に向けた裾野を拡大するため、福岡県に関心を持

つ人々を対象に「ふくおかファンクラブ」を開設し、会員対象のメー

ルマガジンにより、観光や物産、地域体験イベント等の本県の

様々な情報を発信しました。（月 1回） 

都市住民の農山漁村地域

活動への参画拡大 

· 八女市他 3市町の中山間地域で、中山間応援サポーターによるソ

バの種まき・収穫、茶・果樹の管理作業、お祭りの運営補助等の活

動を支援しました。 

 

 

② 移住定住の促進 

移住相談窓口における本県

の魅力発信 

· 首都圏をはじめ県外からの移住を促進するための相談窓口「ふく

おかよかとこ移住相談センター（東京・福岡）」において、相談を受

けるとともに、しごと、住宅、起業等に関する相談会やセミナーを実

施しました。（相談件数 5,138件、セミナー・相談会参加者数 282

人） 

ＵＩＪターン支援 · 県内企業の魅力を発信するため、ウェブを活用した合同会社説明

会や県外大学生を対象としたウェブインターンシップを実施しまし

た。（合同会社説明会 5回開催、参加企業 210社、参加求職者

延べ 886人（うち県外求職者 173人）。ウェブインターンシップ 受

入企業 26社、参加学生数 108人） 

· 本県と「ＵＩＪターン就職促進協定」を締結している県外大学と連携

し、大学が実施する相談会へのアドバイザーの派遣や、本県企業

との座談会・業界研究会を実施しました。（アドバイザー等派遣 21

件、座談会・業界研究会 2校） 

首都圏プロフェッショナル人

材の誘致〔再掲〕 

· 福岡県プロフェッショナル人材センターにおいて、県内の中堅・中

小企業が新たに事業を展開する際に必要となる、技術開発、販路

開拓、海外展開等に精通したプロフェッショナル人材の確保を支

援しました。（相談件数 144件、成約件数 77件） 

 

 

 

 

 

（3）地方創生を担う人材を育て、地域で活かすとともに、福岡県への人の流れをつくる 

3 【関係人口、移住定住】 

○ 多様な形で地域と関わる「関係人口」に着目し、本県との継続的なつながりを持つ機会を増
やすとともに、都市住民との交流を促進します。 

○ 企業誘致や創業支援のほか、農林水産業など地域での基幹となる産業の振興により働く場

を確保するとともに、東京圏等からの移住定住を促進します。 
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[主な取組の実施状況]  

 

① 健康づくり 

健康づくり県民運動の推進 · 県民の健康寿命の延伸のため、保健・医療関係団体、経済団体、

企業、大学、マスコミ、地域団体、行政等の団体が一体となって立

ち上げた「ふくおか健康づくり県民会議」を中心に、「ふくおか健康

づくり県民運動」に取り組みました。 

· 「ふくおか健康づくり県民運動」では、「健（検）診受診率の向上」

「食生活の改善」「運動習慣の定着」を 3本柱として、健康づくりの

取組を推進しました。 

生活習慣病の早期発見、発

症予防と重症化予防の推進 

· 生活習慣病の早期発見、発症予防に資する特定健康診査・保健

指導の実施率向上を図るため、健診の受診勧奨など従業員等に

対する健康づくりに積極的に取り組む「健康づくり団体・事業所宣

言」の登録促進を進めました。（令和 2年度末 6,083件） 

· 糖尿病等の生活習慣病の重症化を予防し、患者のQOLの向上を

図るため、地域における保健と医療の連携体制の整備を進めまし

た。（糖尿病対策推進会議開催回数 1回、各保健所における医

療連携会議開催回数 14回、研修会開催回数 2回） 

若い世代に対するがん教

育、がんに関する知識の普

及啓発 

· 子宮頸がんをわかりやすく解説したリーフレットを成人式や入社式

等で配布し、子宮頸がん検診の普及啓発を行いました。（90か

所、17,294枚） 

· 学校におけるがん教育の充実を図るため、教職員に対する基本

研修等において「福岡県がん教育指導資料」について周知し、活

用を促しました。 

歯と口の健康づくり · 「福岡県歯科口腔保健の推進に関する条例」及び「福岡県歯科口

腔保健推進計画」に基づき、学童期におけるむし歯予防、事業所

従業員の歯周病予防、高齢者施設における口腔ケアの定着促進、

オーラルフレイルの普及啓発、障がい者（児）入所施設における口

腔ケア支援に取り組みました。 

· 九州歯科大学において、従業員を対象に実施される事業所健診

の際に、歯周病の検査キットを用いた歯周病検査を実施しました。

（受診者数 199人） 

 

 

 

（4）誰もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で活力ある地域社会をつく

る 

1 【健康とスポーツ】 

○ 県民に特定健診・がん検診の受診など健康づくりの働きかけを行うとともに、生活習慣病の
早期発見、発症予防及び重症化予防の取組を進めます。 

○ スポーツを始める機会の創出や場の確保、指導者等の育成、総合型地域スポーツクラブの
活性化、スポーツ推進委員や健康スポーツ医等地域スポーツの振興を支える人材の活用、

アスリートへの支援に取り組みます。 
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② スポーツ活動の活性化 

スポーツにかかわる人の増

加 

〔運動機会創出事業の実施〕 

· ショッピングモール等において、働き盛り・子育て世代を中心に、

軽スポーツプログラムの提供を行いました。実施回数 3 回、参加

者数 148人） 

〔障がい者のスポーツ活動の推進〕 

· 障がい者スポーツ教室及び障がい者レクリエーション教室を開催

するとともに、身体障がい者スポーツ指導員を養成しました。（養

成人数 21人） 

· 県有施設で行っているパラスポーツ用具貸出の概要と、障がいの

ある方に対する配慮事項等を掲載したリーフレットを作成し、周知

しました。 

〔スポーツ大会の開催〕 

· 県民スポーツ大会（冬季）を実施しました。 

· 県民スポーツ大会の障がい者の部を実施しました。（2種目開催） 

〔地域におけるスポーツ活動の活性化〕 

· 各地区でスポーツ推進委員研修会を行い、地域におけるスポーツ

推進委員の育成に取り組みました。(参加者数 2地区計 288人) 

· 各市町村の実態に応じてスポーツを活用した施策を考案するため

の企画検討オンラインセミナーを実施しました。（開催日数 10日、

参加市町村数 60市町村） 

〔福岡ゆかりのアスリートと県内企業のマッチングを支援〕 

· 福岡県で働きながら競技を継続する意向を持つアスリートと、アス

リートの雇用を検討している企業とが情報交換等を行うマッチング

イベントを実施し、アスリートの就職を支援しました。（参加アスリー

ト 9人、参加企業 19社） 

〔スポーツを通じた国際交流〕 

· 東京 2020オリンピック・パラリンピックに向けたキャンプ地の誘致に

取り組みました。（キャンプ受入等に取り組む市町村数 13市町） 

· キャンプ地誘致や対象国との交流事業を推進する市町村のホスト

タウン登録に取り組みました。（登録市町村数 14市町） 

· ニューサウスウェールズ州が開発したアスリートパスウェイ（FTEM）

の要素を取り入れたスポーツイベント「親子で考え体験する！豊か

なスポーツライフ」を実施しました。（参加者数 27人） 

子どものスポーツ機会の充

実 

· 子どもから大人まで様々な種目が実施できる総合型地域スポーツ

クラブを地域スポーツの中核として育成に取り組みました。 

· 総合型地域スポーツクラブ未設置市町村に対し、育成アドバイザ

ーを派遣し、クラブの設立を支援しました。（47 市町村、83 クラブ

設立） 

· ニューサウスウェールズ州が開発したアスリートパスウェイ（FTEM）

の要素を取り入れたスポーツイベント「親子で考え体験する！豊か

なスポーツライフ」を実施しました。（参加者数 27人） 

アスリートの競技力の向上 · 福岡県ゆかりのトップアスリートの育成及び大規模スポーツ大会の

誘致・開催等を図るため、「一般財団法人福岡県スポーツ推進基
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金」を設立しました。 

· 専門家で構成された女性アスリート支援チームを結成し、アスリー

トに応じたトレーニングプログラムを作成し、提供しました。 

· オリンピック等国際大会への出場可能性が高い選手を国際大会

で活躍するトップアスリートへと育成するため、19競技団体を通し

て遠征経費を助成しました。 

· 県内の優れた指導者による指導法を競技団体で共有する取組を

実施した 26競技団体に指導者の活動経費を助成しました。 

· 九州のジュニアアスリートを対象に中央競技団体 3団体と連携し、

育成プログラムを行いました。（選出された年代別日本代表選手：

ホッケー競技 2名、フェンシング競技 1名) 

スポーツを通じた健康・生き

がいづくり 

· ショッピングモール等において、働き盛り・子育て世代を中心に、

軽スポーツプログラムの提供を行いました。（実施回数 3回、参加

者数 148人） 

· 県民スポーツ大会（冬季）を実施しました。 

スポーツを通じた共生社会

の実現 

〔障がい者のスポーツ活動の推進〕 

· 障がい者スポーツ教室及び障がい者レクリエーション教室を開催

するとともに、身体障がい者スポーツ指導員を養成しました。（養

成人数 21人） 

· 県民スポーツ大会の障がい者の部を実施しました。（2種目開催） 

· 県有施設で行っているパラスポーツ用具貸出の概要と、障がいの

ある方に対する配慮事項等を掲載したリーフレットを作成し、周知

しました。 

〔地域におけるスポーツ活動の活性化〕 

· 子どもから大人まで様々な種目が実施できる総合型地域スポーツ

クラブを地域スポーツの中核として育成に取り組みました。 

· 総合型地域スポーツクラブ未設置市町村に対し、育成アドバイザ

ーを派遣し、クラブの設立を支援しました。（47市町村、83 クラブ

設立） 

· 各市町村の実態に応じてスポーツを活用した施策を考案するため

の企画検討オンラインセミナーを実施しました。（開催日数 10日、

参加市町村数 60市町村） 
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[主な取組の実施状況]  

 

① 地域の状況に応じた医療・介護サービスの提供体制の整備 

 

ロボット・ICTの活用による介

護職員の負担軽減 

· 介護ロボット導入や見守り機器を効果的に活用するために必要な

通信環境整備に対して助成するとともに、介護記録から請求業務

まで一貫してできる介護ソフトやタブレット端末等の導入に対して

助成しました。（介護ロボット助成台数 728台、通信環境整備助成

件数 41件、介護ソフト等助成件数 295件） 

看護人材の確保 · 福岡県ナースセンターにおいて、無料職業紹介や再就業移動相

談を実施するとともに、復職支援研修を開催しました。（研修参加

者数 199人、復職者数 98人） 

· 福岡県看護職員確保に係る実態調査を実施しました。（施設調査

5,000件・回収 2,884件（57.7％）、看護職員調査 15,161件・回収

10,293件（67.9％）） 

· 福岡県立大学で、「保健・医療・福祉の現場で中核となって活躍す

る資質を持った優秀な職業人の育成」を行いました。（卒業生の看

護師国家試験合格率 99％） 

外国人を含めた幅広い介護

人材の確保・養成・支援 

· 介護職員の負担軽減を図るため、介護助手等多様な人材の雇

用・育成や介護職員のキャリア、専門性に応じた機能分化による

多様な人材によるチームケアの実践等に取り組む施設に対し助成

しました。（モデル施設数 4施設） 

· 日本語能力や介護技術が未熟な外国人材が業務や介護に関す

る日本語学習に活用できるようにするため、「介護助手の手引き」

を多言語翻訳しました。（翻訳言語数 8言語） 

· 介護施設等による、外国人介護職員とのコミュニケーション支援、

外国人介護職員への学習支援、メンタルヘルスケア等の生活支

援等の取組に対して助成しました。（実施件数 24件） 

· 介護福祉士の資格取得を目指す留学生を確保するため、国外の

留学生候補者と、県内の介護福祉士養成施設や介護施設等との

マッチングを実施しました。（マッチングした留学生 5人） 

（4）誰もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で活力ある地域社会をつ 

くる 

2 【医療、介護、生活支援】 

○ 医療・介護サービス提供体制の整備を図るとともに、それらを担う人材の養成、確保、定
着、資質の向上に取り組み、サービスの安定的な提供を図ります。 

○ 地域で支え合う体制づくりの促進や買い物弱者に対する支援を行うとともに、高齢者に配
慮した住宅の整備を進めます。 

○ 認知症の人の生活をサポートする人材の育成等、地域の実情に応じた支援体制の構築を
支援します。 

○ ひきこもりにより社会的自立に困難を抱える方やその家族を支援する体制を整え、早期の
社会復帰を促します。 
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· 持ち上げ・抱え上げ・引きずりなどの職員の身体に負担のかかる

作業を見直すノーリフティングケアに取り組む施設に対し、マネジ

メント研修を実施するとともに、介護施設等の管理者を対象に研修

会を開催しました。（モデル施設数 12施設、管理者研修会参加

者数 208人） 

· 介護職員処遇改善加算を取得していない事業所等を対象に、制

度理解のための勉強会を開催しました。（参加者数 79人） 

· 社会保険労務士等によるアドバイザーを派遣し、介護職員処遇改

善加算を取得するための具体的な方法等を指導・助言しました。

（派遣先数 13事業所） 

難病患者等の支援 · 九州大学病院及び北九州市内に設置している難病相談支援セン

ターにおいて、専任の相談員が入院、在宅ケア、レスパイト入院、

療養・日常生活等に関する相談、就労支援を行いました。 

· 小児慢性特定疾病児童とその家族に対して、療養・日常生活や

就労に関する相談等を行いました。（相談件数 2,905件） 

フレイル対策 · 食生活の改善に資するメニューの普及を図るため開催している

「チャレンジ！レシピコンクール」にフレイル予防部門を設定し、フ

レイル予防に資する優秀なレシピを選定しました。（特別賞受賞 5

チーム） 

· オーラルフレイル対策について、ラジオ放送等による普及啓発を

行いました。（ラジオ放送 全 5回） 

こころの健康の保持増進 · 保健福祉(環境)事務所及び精神保健福祉センターにおいて、ここ

ろの病に関する悩み等の精神保健相談を行いました。（相談件数 

保健福祉（環境）事務所 15,465件、精神保健福祉センター 9,042

件） 

骨髄等移植ドナー支援 · 骨髄等移植ドナーへの休業補償を行う市町村に対し、休業補償

費の一部を助成しました。 

小児・AYA世代のがん患者

への在宅療養支援 

· 市町村が行う在宅介護サービス費の公費負担に対して助成しまし

た。 

依存症対策 · 家族や事業者に対するアルコール健康障がいの早期発見や対処

方法等に関する講演会等の開催や、断酒継続のための自助グル

ープの相談対応力を向上させる研修会の開催等、アルコール健

康障がい対策に取り組みました。（講演会参加者数 905人、研修

会受講者数 67人） 

· 「福岡県ギャンブル等依存症対策推進計画」を策定し、医療、司

法、自助グループをはじめとする民間団体、事業者、警察、教育、

行政の関係者の連携に取り組みました。（治療拠点機関 3か所、

専門医療機関 17か所） 

レスパイト支援 · 在宅で人工呼吸器を使用する難病患者の家族介護者が休養等を

必要とする時に、患者を一時的に預かる医療機関を確保し、在宅

療養の継続を支援しました。（受け入れ医療機関数 11か所） 

· 人工呼吸器装着等の小児慢性特定疾病児童等の家族介護者が

休養等を必要とする時に、患児を一時的に預かる医療機関を確保

し、地域で安心して療養生活を送ることができるよう支援しました。 
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地域医療構想の推進 · 令和 7（2025）年の病床機能区分ごとの必要病床数を示す「福岡

県地域医療構想」の実現に向け、不足する回復期病床の確保を

図るため、二次医療圏ごとに設置している地域医療構想調整会議

において医療機関に対し、急性期等から回復期への病床転換を

促しました。 

在宅医療の推進、在宅医

療・介護連携 

· 郡市区医師会や市町村の在宅医療・介護連携従事者等に対する

意見交換、個別相談会を実施し、在宅医療・介護連携従事者の

人材育成を行いました。（参加 27団体） 

· 郡市区医師会が行う在宅医療充実強化のためのルールづくりを

目的とした交流会や研修会を支援しました。 

災害時、緊急時における医

療提供体制の確保 

· 在宅当番医制及び休日・夜間急患センター等の運営に対する助

成、災害に備えた研修・訓練等に対する助成を実施しました。（助

成実績 １団体（福岡県医師会）） 

多様な介護予防・生活支援

サービスの提供 

· 高齢者が、地域活動の場を活用して継続した介護予防に取り組

み、心身機能等の維持・向上を図ることを促進するため、県内 4か

所に設置した「福岡県介護予防支援センター」を通じて市町村職

員向け研修会を開催しました。（研修会参加者数 85人) 

· 市町村が実施する介護予防事業を支援するため、介護予防支援

センターにコーディネーターを配置し、市町村に対するリハビリテ

ーション専門職（理学療法士等）の派遣調整の取組を実施しまし

た。（リハビリテーション専門職の登録者数 442人） 

· 高齢者が、その心身の状態に応じて、多様な主体による介護予

防・生活支援サービスを受けられるよう、生活支援コーディネータ

ーを養成しました。(地域包括支援センター職員、市町村職員等

112人） 

 

 

② 高齢者の生活支援 

地域の見守り活動の推進 · 全ての市町村で編成されている見守り活動チームの中から、見守

り活動優良団体を表彰しました。 

· 新聞販売店等、各家庭を訪問する機会の多い事業者が、日常業

務を通じてひとり暮らし高齢者等の異変を察知した時に市町村へ

通報する活動「見守りネットふくおか」を全ての市町村で取り組み

ました。 

買い物弱者に対する支援 · 「買い物弱者対策導入支援事業」を実施し、市町村が買い物弱者

対策を検討するための費用を助成しました。（助成件数 2件） 

高齢者等に配慮した住宅の

供給・改造 

· 狭小で老朽化した県営住宅の建替事業により、バリアフリー化を

進めました。（建替工事着手戸数 217戸） 

· バリアフリー化していない県営住宅のうち、高齢者の入居率が高

い団地や設備等の改善が必要な団地において、福祉型改善（エ

レベーター設置及び住戸内改善）に取り組みました。（改善工事

戸数（R2着手 23戸） 

· 高齢者が安心して居住できる住まいの充実を図るため、サービス

付き高齢者向け住宅の登録制度の普及に取り組みました。（登録
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戸数 9,264戸） 

· 住宅確保要配慮者に対して情報提供等のサービスを実施する市

町村居住支援協議会相互の調整等を行うため、県居住支援協議

会を開催しました。 

· 居住支援協議会未設置市町村に対してオブザーバーとして県居

住支援協議会への参加を促し、情報共有を行いました。 

· 要介護高齢者又は障がいのある人の家庭での自立を促進し、介

護者の身体的、精神的負担の軽減を図るため、市町村が行う高齢

者等に配慮した住宅改造経費への補助に対して助成しました。

（住宅助成戸数 84戸（30市町）） 

 
 

③ 認知症の人やその家族を支える地域づくり 

認知症ケアのための人材養

成 

· 施設系介護サービス事業所の介護従事者を対象とする、認知症

に関する研修等の開催経費を助成しました。（施設系（福岡県介

護老人保健施設協会） 研修 6回、参加者数 計 288人） 

· 認知症の人や家族の視点に立った認知症に対する正しい理解を

図るため、地域住民・家族介護者向け認知症公開講座の開催経

費を助成しました。（福岡県医師会 2回開催、参加者数 計 291

人） 

· 訪問介護員、介護支援専門員を対象として、認知症対応力の向

上を図るための研修を実施しました。（受講者数 228人） 

認知症高齢者等の支援 · 行政、医療・福祉・介護関係の団体、交通・金融・流通等の事業者

及び事業者団体で構成する「福岡県行方不明認知症高齢者等

SOSネットワーク推進会議」を設置し、市町村におけるネットワーク

構築への協力を求め、県内の取組状況の説明を行いました。（ネ

ットワーク構築市町村数 52市町） 

· 九州・山口各県による県境を越えた捜索協力の取決めに従い、各

県と連携して捜索活動を行いました。 

· 「防災メール・まもるくん」に徘徊・行方不明者情報の発信機能を

備え、家族等の依頼を受けた市町村がメールを配信するシステム

を運用しました。 

認知症医療センターの運営 · 福岡県認知症医療センターとして指定した県内 11か所の医療機

関において、専門医療相談、鑑別診断とそれに基づく初期対応、

合併症や周辺症状への急性期対応を行うとともに、かかりつけ医

等を対象とした研修会、認知症医療連携協議会等を開催しまし

た。 

若年性認知症対策の推進 · 若年性認知症の人やその家族に対して、医療・福祉・就労の総合

的な支援を実施するため、コーディネーターを配置し、相談対応、

意見交換会やサロン、講演会を行いました。（相談件数 147件） 

成年後見制度の利用促進 · 県内 4地域で「成年後見制度利用促進に係る意見交換会」を開催

し、中核機関の整備パターンや補助制度の紹介、具体的な中核

機関の整備事例の発表、各市町村の取組状況の共有や課題の

意見交換などを行いました。（参加市町村数 33市町村） 
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安心して自立した地域生活

の支援 

· 認知症高齢者、知的障がいのある人、精神障がいのある人が自立

した地域生活を送れるよう、福祉サービスの利用援助や生活支援

員の派遣による日常的な金銭管理を行う「日常生活自立支援セン

ター（福岡県社会福祉協議会）」及び基幹型社会福祉協議会の活

動を支援しました。（利用者数 1,327人、相談件数 46,478件） 

 

  

④ ひきこもり対策の推進 

ひきこもり状態にある方への

支援 

· 県精神保健福祉センター内に設置したひきこもり地域支援センタ

ーに加え、新たに筑後と筑豊の 2か所にサテライトオフィスを設置

し、電話及び来所による相談をはじめ、訪問及び同行支援を実施

しました。（相談実件数 766件、相談延べ件数 2,721件） 

· 訪問支援を専門に行う就労準備支援員を福岡県自立相談支援事

務所に配置し、自立相談で把握したひきこもりにある者に対して、

自宅訪問や関係機関への同行支援により信頼関係の構築や就労

支援までの集中的支援を行いました。（支援者数 26人） 
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[主な取組の実施状況]  

 

① 女性の活躍推進 

女性リーダー育成や社会の

意識改革の促進 

· 行政、経済団体、関係団体で構成する「福岡県女性の活躍応援

協議会」を開催し、協議会の目指すべき指針として採択した「福岡

の女性活躍行動宣言」に基づき、各構成団体が自ら目標を定め、

女性が活躍できる環境整備等の取組を進めました。 

· 福岡県で活躍する女性経営者等が、経営発展のための知識等を

共有し、業種・地域・世代の垣根を越えた連携・協力を促進する

「女性活躍実践会議」を設置・開催し、福岡県の女性活躍を一層

進めるためのディスカッションを行いました。（開催回数 2回） 

· 若手女性従業員向けに、キャリアアップに対する不安感を払拭し、

意識を高めるセミナーを開催しました。（参加者数 42人） 

· 管理職として必要な知識やスキルを学びながら、自社の課題をと

らえその解決策を経営層に提案することにより、仕事や組織を見

渡し自主的に行動できる「経営的視点」を持った女性リーダーを育

成する講座「あすばるキャリアアップ・カレッジ」（全 5回）を開催しま

した。（修了生 10人） 

· 性別役割分担意識をはじめとしたアンコンシャス・バイアスへの認

知と理解を深めるため、報道従事者との勉強会を開催するととも

に、企業等において活用できる意識啓発素材を作成しました。 

（参加者数 延べ 47人） 

· 福岡女子大学において、企業・団体等の管理職等の女性を対象

に、トップリーダーとして必要な素養を身につけ、ネットワークを構

築するための研修を実施しました。（参加者数 17人） 

· 建設業への女性の就業を促すため、建設業の職場環境改善等に

向けた活動への支援を行いました。 

· 女性の就業が少ないとされる運輸業における女性活躍の推進に

向け、業界の現状・課題・ニーズ等を把握する業界リサーチを実

施しました。 

（4）誰もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で活力ある地域社会をつ 

くる 

3 【多様な主体の活躍】 

○ 男女共同参画社会の実現に向けた社会の意識改革を図ります。 

○ 高齢者の活躍の場の拡大を図ります。 
○ 病気の治療中及び治療後において、希望する人に対し、治療と仕事の両立を支援します。 

○ 県内企業の障がい者雇用率が法定雇用率を上回り、障がいのある人の収入向上につなが

る取組を進めます。 

○ 外国人が安心して暮らし、活躍することができる環境づくりに取り組みます。 
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非正規で働く未婚女性の支

援 

· 非正規で働くことの不安解消や仕事に役立つ知識を得ることを目

的に「女性の仕事と暮らしの応援講座」を実施しました。（参加者

数 延べ 69人） 

仕事と子育てが両立できる

職場づくりの推進 

〔再掲〕 

· 従業員の仕事と子育てが両立できる職場づくりを推進するため、

企業の経営者が両立支援の取組を宣言する「子育て応援宣言企

業」の登録を拡大しました。 (登録企業数 7,555社) 

子育て女性に対する就職相

談・就職あっせん〔再掲〕 

· 県内 4か所の子育て女性就職支援センターにおいて、個別相談、

求人情報・保育情報の提供、就職支援セミナー、求人開拓、就職

あっせん等を実施しました。（就職者数 482人） 

· 時間的制約の多い子育て中の女性の就職をより身近な地域で支

援するため、合同会社説明会を開催するとともに、出張相談窓口

を県内 19か所に設置しました。 

· 就職活動の一歩を踏み出せないセンター登録者に対し、職場体

験プログラムを実施しました。 

· コーディネーターを各センター1名ずつ増員し、求人開拓等を強

化しました。 

女性農林漁業者の能力発

揮と社会参画の促進〔再掲〕 

· 就農間もない女性農業者等を対象に、キャリアプラン作成講座を

実施しました。（参加者数 102人） 

· 女性農業者の起業を促すため、起業家育成塾を開催するとととも

に、起業活動に必要な機器整備等の支援を行いました。（女性農

林漁業者の新規起業数 29件） 

 

 

② 70歳現役社会の推進 

高齢者向け求人開拓による

新規雇用の拡大 

· 70歳現役応援センターのコーディネーターが企業を訪問し、求人

開拓を実施しました。（求人開拓件数 1,686件（569社）） 

相談・支援体制の強化 · 70歳現役応援センターの専門相談員が高齢者の相談に応じ、多

様な選択肢を提案するとともに、コーディネーターが再就職の仲

介を実施しました。（相談者数 19,057人、登録者数 1,631人、進

路決定者数 1,710人） 

 

 

③ 治療と仕事の両立支援 

病気の治療をしながらでも働

き続けることができる社会づ

くり 

· がん相談支援センターに、社会保険労務士を「就労支援アドバイ

ザー」として派遣し、がん患者及びその家族への就労継続に関す

る相談・支援を行いました。（相談件数 延べ 186件） 

· がんの治療と仕事が両立できる職場づくりを推進するため、事業

主、人事労務担当者が集まる場所での意識啓発を行うとともに、

両立支援に取組む事業所に社会保険労務士を派遣し、具体的な

アドバイスを行いました。（派遣 132か所） 

· 病気休暇や短時間勤務制度を導入する事業所に対し、就業規則

の見直しに必要な経費を助成しました。（助成 46か所） 
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④ 障がいのある人の自立と社会参加 

障がいのある人への地域生

活支援 

· 障がいのある人が自立した日常生活及び社会参加できるよう、福

岡県障害者社会参加推進センターにおいて、手話通訳者養成研

修など 25の事業を実施しました。 

· 発達障がい児（者）に対する支援を総合的に行う地域の拠点とし

て、発達障がい児（者）及びその家族からの相談に応じ、助言や

指導等を行いました。（相談支援・発達支援 3,096件、相談支援・

就労支援 1,198件） 

· 障がい福祉サービス事業者等に対し、実地指導を実施しました。 

（実地指導件数 380事業所） 

障がいのある人の就職支援

〔再掲〕 

· 企業の人事担当者と就労支援機関を対象に、障がい者雇用サポ

ート交流会を、県内 2地区で開催しました。（参加企業数 73社、

支援機関 63機関） 

· 法定雇用率未達成企業を対象とした雇用促進セミナーを、福岡労

働局と共催で、県内 4地区で開催しました。（参加企業数 243社） 

· 特別支援学校の生徒等を対象に、就職準備講座として、オンライ

ンで企業からの講話を配信しました。 

· 特別支援学校の生徒と企業の人事担当者を対象に交流会を実施

しました。（参加学校数 19校、参加団体数 67団体） 

· 県内 13か所の障害者就業・生活支援センターにおいて、障がい

のある人の就業及びそれに伴う生活に必要な一体的かつ総合的

な支援を実施しました。（就職者数 607人） 

· 障がいのある求職者と求人企業とのマッチングを柱とした職業紹

介事業により、求職者・企業双方に対する支援を実施しました。

（就職者数 297人） 

障がいの特性に応じた職業

訓練の実施〔再掲〕 

· 国立県営福岡障害者職業能力開発校において、施設内訓練を実

施しました。（令和元年度入校者数 97人、就職率 70.7%） 

· 障がいのある人を対象に民間教育訓練機関等を活用した多様な

委託訓練を実施しました。（令和元年度入校者数 61人、就職率 

56.6%） 

「まごころ製品」の商品力向

上・販路拡大〔再掲〕 

· 障がい者施設の受注拡大方策を検討するため、障がい者施設団

体、JA福岡中央会、福岡県商工会議所連合会、福岡県商工会連

合会等が参画する福岡県共同受注推進協議会を設立しました。 

· 障がい者施設の経営力を向上させるため、障がい者施設に経営

管理や商品・サービス価値向上の専門家を派遣しました。（派遣

先 10施設） 

· オンラインでの販売を促進するため、クレジットカード決済等各種

決済機能を付加し、ウェブサイト「まごころ製品ショップ」をリニュー

アルしました。（出品施設数 32施設） 

· 新型コロナウイルス感染症の影響により、生産活動収入が相当程

度減収した障がい者施設に対し、生産活動の再起に必要な費用

を補助しました。（補助額 66件、35,554千円） 

· 大口の注文や早期の納期にも対応出来るよう、企業・官公庁・個

人からの様々なサービスの需要にワンストップで対応するため、県
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庁に開設したまごころ製品デスクの取組を支援しました。（受注金

額 40,171千円） 

· 「令和 2年度障がい者就労施設等からの「まごころ製品」の調達の

推進を図る方針」に基づき、全庁一丸となって調達を推進しまし

た。（調達実績額 104,154千円） 

· 「まごころ製品」の調達促進を図るため、まごころ製品を 1年間に

10万円以上購入した企業を「障がい者応援まごころ企業」に認定

しました。（認定企業数 97社） 

農福連携の推進〔再掲〕 · 障がい者施設に農業技術等の専門家を派遣するとともに、農業に

取り組む障がい者施設の農産物等を販売する農福連携マルシェ

を開催しました。（マルシェ参加施設数 延べ 26施設） 

· 農業分野での障がい者雇用を促進するため、農業大学校での農

業体験を行い、交通費を助成しました。（助成額 29,290円） 

· 建築士などの専門家を農作業現場に派遣し、障がいのある人が

働きやすい環境整備への取り組みを支援しました。（派遣回数 11

回、整備件数 2件） 

· 農業者等を対象に、障がいの特性や労務管理、先進地事例の発

表に関する研修会を実施しました。（参加者数 135人） 

 

 

⑤ 外国人が活躍しやすい環境づくり 

外国人材の受入体制の整備

〔再掲〕 

· 外国人材受入環境の整備に向け、「福岡県外国人材受入対策協

議会」、「外国人相談窓口部会」、「労働環境部会」、「外国人材日

本語教育部会」を設置し、個別事項ごとに協議、情報共有を実施

しました。 

外国人材を受け入れる企業

に対する支援〔再掲〕 

· 外国人が在留資格の範囲内でその能力を十分に発揮し適正に就

労できるよう、企業向け相談窓口を設置するとともに、企業向けの

講習会を実施しました。（開催回数 16回、参加者数 141人） 

外国人が暮らしやすい環境

づくり 

· 県内各地の在住外国人が言語の心配なく相談できる体制を整え

るため、19言語対応の「福岡県外国人相談センター」を運営しまし

た。（相談件数実績 1,139件） 

· 外国人観光客等が県内で安心して医療が受けられるよう、医療通

訳ボランティアの派遣（62件）、電話通訳（407件）、電話による医

療に関する案内（456件）を実施しました。 

· 外国人患者の受入れに伴う医療機関からのさまざまな相談に、ワ

ンストップで対応できるよう、「ワンストップ相談窓口」を設置しまし

た。 
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[主な取組の実施状況]  

 

① 多様な主体の協働による地域の課題解決や活性化 

企業・団体等からの寄附金

を活用した NPO等の活動支

援 

· 県民や企業からの寄附を活用して、NPO等が市町村や地域コミュ

ニティ・企業等地域の多様な主体と協働して地域課題の解決に取

り組む協働事業の実施に要する経費を助成しました。（協働事業

の助成実績数 16件） 

· 県に寄せられた寄附金を福岡県社会福祉協議会に貸付け、基金

とし、その運用益により、多年にわたって社会福祉の推進に貢献さ

れた方々への表彰記念品贈呈等を行いました。 

企業等との包括協定に基づ

く取組支援 

· 包括提携協定を締結している企業との取組促進に向け、庁内及

び企業と協議・調整を行いました。（包括提携協定企業数 累計 23

社） 

NPOの持続的・自立的な事

業モデルの創出支援 

· NPO・ボランティアセンターのホームページ運営、情報誌の発行、

表彰の実施による情報発信・優良事例の紹介を行いました。 

· NPO等から企業への協働の企画案を募集し、両者の面談の場を

設定した上で、マッチングを実施しました。（実施企業数 4社） 

· 市町村におけるNPOとの協働促進のため研修、アドバイザー派遣

を実施しました。（市町村協働事業数 1,207件） 

· 自己評価の必要性や手法を伝える「ふりかえり評価セミナー」を実

施し、希望団体（6団体）に対し、自己評価の個別支援を行いまし

た。 

 

 

② 官民一体となった地域の安全・安心の確保 

暴力団排除活動の促進 

 

 

· 暴力団排除の意識を高めるため、知事、議長、県警本部長、県暴

追センター理事長による暴力団追放リレーメッセージ動画を作成

し、インターネットによる配信や県内各地で放映する等の啓発活動

を行いました。 

· 市町村や警察署等が主体となった暴追大会の開催を促すため、

行政対象暴力に詳しい弁護士等の講師選定や講師謝金費用等

を支援しました。（派遣回数 2回） 

· 元暴力団組員を雇用した企業に対する離脱者雇用給付金制度の

活用等による社会復帰対策や、青少年を加入させないための暴

（4）誰もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で活力ある地域社会をつ 

くる 

4 【共助社会】 

○ ＮＰＯ・ボランティアや企業、行政等が知恵や力を出し合い共に支え合う「共助社会づくり」を
進めます。 

○ 犯罪や事故の未然防止を図ります。 
○ 消防団員の確保や自主防災組織の拡充を図ります。 
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力団排除教育、公共工事からの暴力団排除を推進したほか、工

藤會本部事務所をはじめとする暴力団事務所撤去を推進する等、

官民一体となった暴力団排除活動を展開しました。（令和 2年中

の警察支援による離脱者数 83人、就労者 10人）） 

防犯活動（ニセ電話詐欺対

策等)の促進及び防犯環境

の整備 

· ニセ電話気づかせ隊をはじめ関係機関・団体等による高齢者等

への声掛けや、被害防止のための広報啓発活動を推進する等、

県民運動としてニセ電話詐欺被害防止対策を展開しました。（令

和2年中の阻止件数 343件、阻止額 約7,000万円、令和2年末現

在の参加団体 11,961団体、参加人数 367,715人） 

· 犯罪の起きにくい社会づくりに向け、市町村、自治協議会等への

働きかけのほか、企業の防犯CSRと連動した取組により、街頭防犯

カメラの設置を促進しました。（設置台数 327台※県警把握分） 

· 県と県警察本部との協働により、最近のニセ電話詐欺やフィッシン

グ詐欺の犯行手口等を分かりやすく紹介する啓発動画を作成し、

SNSや路線バス内のビジョン、銀行の店舗内テレビで放映しまし

た。 

· 防犯に関心を持つ様々な人々を対象とした防犯講座を開催しまし

た。（全 6回開催、参加者数 延べ 342人） 

· 若い世代を防犯活動に取り込んでいくことを目的に、「福岡県学生

防犯ボランティア連絡会議」を開催し、「デジタル防犯マップ」を活

用した「ながら防犯」実証実験を実施しました。（開催回数 4回、

参加者数 76人） 

· 防犯活動の拡大・充実のため、地域防犯団体の活動の開始等に

必要となる資機材経費に対して助成しました。（助成件数 31団

体） 

· 地域からの要請に基づき、アドバイザーを派遣することによって、

新たな活動手法や団体立上げ等のノウハウを提供する等防犯団

体等の育成や活動の活性化を図りました。（アドバイザー派遣回

数 延べ 12回） 

· パトロール活動の活性化を図るため、青色防犯パトロール活動を

行う団体に対して、合同パトロールの実施や、犯罪情報の提供、

石油販売店の社会貢献活動によるガソリン代割引等の支援を行

いました。（令和 2年末現在の青色防犯パトロール車両数 1,860

台） 

性暴力根絶対策の推進 · 地域・事業所と連携して性犯罪防止に取り組むため、女性と子ども

の安全みまもり企業を登録し、優良企業の表彰を行いました。（登

録数 6,855事業所、表彰数 5事業所） 

· 年齢層に応じた性犯罪防止啓発リーフレット等を配布しました。

（小学校高学年向け 100,000部、中学 1年生向け 55,000部、高校

1年生向け 50,000部、大学生等向け 56,000部） 

· 性暴力の被害者が安心して相談でき、医療面のケアを含め必要

な支援を迅速に受けられるように、「性暴力被害者支援センター・

ふくおか」において、被害者に対する相談対応（24時間 365日）や

付添い等の支援を行いました。（相談件数 5,353件） 

· 「性暴力被害者支援センター・ふくおか」にプレイセラピールーム

を設置し、子どもの被害相談に対応する体制を整備しました。 
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· 性暴力根絶条例に基づき、関係機関及び有識者による「福岡県

性暴力対策会議」を設置し、性暴力に関する県民の理解を促進す

るため、「性暴力根絶に向けた指針」を策定しました。 

· 児童・生徒に対し、性暴力の根絶及び性暴力の被害者の支援に

関する総合的な教育を行う専門家（アドバイザー）を、小学校、中

学校、高等学校及び特別支援学校に派遣しました。（派遣校数 

32校） 

· 性暴力加害者相談窓口を設置し、電話相談やカウンセリング等に

より加害者の再犯防止対策を実施しました。 （相談件数 78件） 

· 性犯罪の被害を防止するため、防犯アプリ「みまもっち」を始めと

する情報発信ツールを活用し、事件情報、防犯対策等を県民に

提供するとともに、SNS広告を活用し、性犯罪被害の多い若年女

性の防犯意識を高める広報啓発を実施しました。 

· SDE（自己防犯教室）推進校を始め、各種学校等において性犯罪

被害防止教室を開催しました。（令和2年中の性犯罪被害防止教

室開催回数 671回） 

· 鉄道事業者等と連携し、県内主要駅における防犯ブザー無償貸

出し事業を実施しました。 

· 特定非営利活動法人福岡県防犯設備士協会と協働して、防犯性                       

の高い住宅を認定する取組を支援しました。（令和 2年末現在の

セキュリティ・アパート認定数 累計 218件、セキュリティ・ホーム認

定数 累計 113戸） 

配偶者や交際相手からの暴

力等の根絶 

· 配偶者暴力相談支援センターにおいて、相談支援事業、婦人相

談員研修会を開催しました。（相談件数 2,204件、一時保護件数 

83件） 

· 男性や LGBTの DV被害者のための専用相談窓口において、DV

に関する相談に対応しました。（相談件数 男性 65件/LGBT 9

件） 

· 関係機関のネットワークづくりのため、配偶者からの暴力防止対策

連絡会議（1回）及び地域連絡会議（9回）を開催しました。 

· 中学校、高等学校にデート DVや性暴力に関する専門知識を持

つ講師を派遣しました。（派遣数 33件、参加者数 生徒4,622人、

教職員 386人） 

· 若年女性を対象に、夜間見回りによる声掛け等のアウトリーチ活動

や、メール等による相談対応、安心・安全な居場所の提供、公的

機関への同行支援等を実施しました。（夜間見回り 11回、相談件

数 2,232件） 

交通安全活動（飲酒運転撲

滅対策等)の促進 

· 県、県警、県議会を中心に、国、市町村の各機関や交通安全関

連団体により構成される運動本部を組織し、四季の交通安全県民

運動、飲酒運転撲滅県民大会in粕屋のウェブ開催、交通安全功

労者表彰をはじめとする各種啓発活動を展開しました。 

· 交通事故を未然に防止するため、高齢者宅への交通安全訪問活

動や参加・体験・実践型の交通安全教育を推進したほか、交通安

全教育指導者を育成する等、官民一体となった交通安全教育活

動を展開しました。（交通安全教育受講者数 191,702人） 
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· 高齢者の運転免許自主返納等支援事業を行う市町村に対し、経

費の一部を助成しました。（助成件数 41市町村） 

· 福岡県自転車条例の改正を踏まえ、自転車の安全利用や自転車

保険の加入を促進するチラシやリーフレットを作成し、市町村や事

業者等に配布するとともに、インターネットに広告動画を掲載しま

した。また、外国人向けの多言語チラシを作成し、日本語学校等

に配布するとともに、自転車貸付事業者が利用者に保険加入を明

示するための掲示用ステッカーを作成・配布しました。 

· 学校や地域における自転車安全教育指導者の養成を図るため、

学校教諭や市町村担当者等を対象に、自転車のルールやマナ

ー、安全な乗り方等を学ぶ講習会を開催しました。 

· 福岡県飲酒運転撲滅条例の改正を踏まえ、飲酒運転を見掛けた

場合の 110番通報の義務化等に関するチラシを作成し、市町村や

警察署等に配布するとともに、インターネットに広告動画を掲載し

周知を行いました。 

· 飲酒運転撲滅の周知を図るため、事業所・飲食店等に対する直接

訪問活動や飲酒運転撲滅キャンペーンを実施しました。（飲酒運

転撲滅宣言企業数 66,525社、飲酒運転撲滅宣言の店の数 

11,495店） 

· 高齢歩行者事故発生原因、その予防策等について理解を深めて

もらうためのチラシ等を配布し、高齢者への働きかけを行いまし

た。 

· 指導の徹底を図るため、飲酒運転違反者に対し、適正飲酒指導

等を受け報告するよう通知を行い、警察本部と連携し意見の聴取

の手続き等様々な機会をとらえ、指導を実施しました。（報告者数

2,872人） 

再犯防止の推進 · 福岡県立ち直りサポートセンターにおいて、起訴猶予者や執行猶

予者等のうち、高齢、障がいなどにより、福祉的支援が必要であ

り、かつ支援を行うことが適当と認められる人について、住居や就

労の確保等、地域生活を送るための支援を行いました（いわゆる

「入口支援」）。 

· 福岡県地域生活定着支援センターにおいて、矯正施設出所後に

自立した生活を営むことが困難と認められる高齢者や障がいのあ

る人に対して、更生保護施設への一時入所や社会福祉施設への

入所、居宅となるアパート等への入居の調整など帰住先の確保に

向けた支援を行いました（いわゆる「出口支援」）。 

薬物乱用防止対策の推進 · 17物質を特定危険薬物に指定し、その販売、使用等を禁止しまし

た。 

· 危険ドラッグの販売実態調査を行い、県内で店舗による販売が行

われていないことを確認するとともに、インターネット上でハーブ等

を標榜して販売されている製品の買上検査を行いました。（買上製

品数 26製品） 

· 大学等に大麻等乱用防止啓発ポスターを配布したほか、新入生

説明会等において啓発リーフレットを配布しました。（ポスター配布

学校数 758校） 

· 学生に対する薬物乱用防止講演会を開催するとともに、学生向け
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Webサイトによる啓発を行いました。 

· 薬物事犯の初犯者（執行猶予判決を受けた者）を対象として、回

復プログラム等の実施機関や医療機関等につなげる相談支援を

行いました。 

 

 

 

③ 地域防災体制の充実強化 

消防団、自主防災組織の充

実強化 

· 消防団の若い担い手を確保するため、大学生等を対象とした消防

防災活動を行うサークルの立上支援や従業員の相当数が消防団

に入団している事業所に対して県の競争入札参加資格における

優遇措置を設けるほか、消防団への協力が顕著な事業所に対し

て、県知事表彰等を実施しました。（県内の消防団員数 24,509

人） 

· 自主防災組織の役員等を対象として、防災意識の醸成、防災訓

練や災害時の避難誘導等を適切に指導し、率先して行動するリー

ダーの育成を目的とした研修会を実施しました。（受講者数 125

人） 

· 自主防災組織のリーダーを対象として、防災に関する知識・技能

を備える防災士として養成する研修を実施しました。（養成者数

313人） 

災害関連情報の伝達手段の

拡充 

· 県民へ災害に関する注意喚起を図るため、ヤフー株式会社と災

害に係る情報発信等に関する協定を締結し、「福岡県からの緊急

情報」を配信しました。（配信件数 10件） 
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[主な取組の実施状況] 

 

① 県と市町村等の連携による地域活性化 

広域地域振興圏における地

域振興プロジェクトの推進 

· 県と市町村による推進組織のもと、各圏域において具体的な広域

連携プロジェクトを策定・推進することにより、市町村域を超えた広

域的な観点からの地域振興を図りました。 

〔筑後ネットワーク田園都市圏構想〕 

· マラソンやウォーキング、駅伝の大会を活用した筑後地域への誘

客及び周遊促進、Webサイト「ちくご観光案内所」多言語ページの

充実による国外向けの情報発信、筑後地域の豊かな自然等地域

の資源を活用した子どもの体験学習プログラム等を実施しました。 

〔京築連帯アメニティ都市圏構想〕 

· 京築 7市町をめぐる「京築めぐりスタンプラリー」を実施しました。

（参加者数 1,894人） 

· 国重要無形民俗文化財の指定を踏まえた京築神楽公演を実施し

ました。（観客数 186人） 

〔宗像・糟屋北部地域のプロジェクト〕 

· 若い世代が地域に関心を持ち、地域活動に関わるきっかけづくり

や参加者同士のネットワーク形成を目的として、「地域活性化」を

テーマとしたオンラインセミナーを開催しました。（参加者数 11

人） 

〔糟屋中南部地域のプロジェクト〕 

· 地域の様々な文化財、イベント、風景等の魅力的な地域資源を活

用し、交流人口の増加や地域住民の郷土愛を高めることを目的

に、SNS等により、地域の情報を発信しました。 

（4）誰もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で活力ある地域社会 

をつくる 

5 【地域振興】 

○ 市町村や地域づくり団体等の多様な主体との連携による産業振興、文化、教育などの広
域連携プロジェクトの企画・推進、地域の活性化に取り組みます。 

○ 地域の基幹となる産業の振興に取り組み、地域に暮らす人材が活躍できる環境づくりを

進めます。 

○ 地域公共交通の充実・強化を図るとともに産業振興の基盤となる幹線道路網等の整備に

取り組みます。 

○ 中山間・過疎地域において、買い物、福祉等の機能・サービスを基幹集落に集め、確保

する「小さな拠点」の形成を支援するとともに、街なかや公共交通沿線に計画的に居住機

能や都市機能の誘導を図ります。 

○ 農林漁業の応援団づくりや安全・安心な農林水産物の供給に取り組みます。 

○ 大規模スポーツ大会誘致のための推進体制を整備するとともに、スポーツを通じた魅力

発信及び国際交流等を推進します。 

○ 文化芸術を活用した地域づくりや魅力の発信等に取り組みます。 

○ エネルギーの地産地消を検討する市町村や中小企業への支援に取り組みます。 
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〔糸島地域のプロジェクト〕 

· 糸島地域の地域資源を題材にした体験プログラムを実施しまし

た。（企画ツアー型 7プログラム、参加者数 59人、工房内随時募

集型 23回、参加者数 51人） 

· 農業振興を図るため、大学との連携により、甘夏を活用した商品

開発の実施、また直売所の応援企画等を通じて糸島の農業、農

産物の PRを実施しました。 

〔朝倉地域のプロジェクト〕 

· Facebook及びWebサイト「住民ディレクター発！朝倉かわら版」を

通じて、住民ディレクター等による地域情報の発信を行いました。

（制作コンテンツ数 765本（FB 757本、Webサイト 8本）、閲覧回

数 108,301回（FB 106,398回、Webサイト 1,903回）） 

· 民泊受入家庭の募集説明会や担い手のスキルアップを図る研修

会を実施しました。 

〔直方・鞍手地域のプロジェクト〕 

· 体験交流型プログラムを活用したシンボルイベント「ちょっくらふれ

旅」を実施し、直方・鞍手地域の魅力を PR しました。（42プログラ

ム、参加者数 458人） 

〔田川地域のプロジェクト〕 

· 豊富な地域資源の魅力を対外的に発信し、交流人口の拡大を図

るため体験型ツアー「あったがわの旅」を実施しました。（参加者数  

183人）  

〔嘉飯地域のプロジェクト〕 

· 地域地名度の向上と交流人口の拡大を図るため、体験交流型プ

ログラム「嘉飯物語」の実施により、地域の魅力を発信しました。

（29プログラム、参加者数 405人） 

地域おこし協力隊の活用 · 起業準備セミナーを開催しました。（開催回数 11回、参加者数 

58人） 

· 初任者研修を開催しました。（開催回数 2回、参加者数 45人） 

· 地域おこし協力隊 OB・OG交流会を開催しました。（開催回数 1

回、参加者数 25人） 

自転車の活用の推進 · 福岡サイクルステーション（自転車に乗る人が気軽に立ち寄れ、休

憩やメンテナンスを行うことができる施設）の整備促進等によるサイ

クリストの受入環境整備を行うとともに、SNSを活用したデジタルプ

ロモーションを実施し、サイクルツーリズムの推進に取り組みまし

た。 

· 自転車通勤を推進するため、啓発動画を制作しました。 

· 自転車や地域の魅力を発信するためイベントを実施しました。（参

加者数 392人） 

地域の特色を活かした農山

漁村の活性化 

· 中山間地域と企業等からなる協働組織が、荒廃農地を再生・活用

して中山間地域の農地を維持する取組や、中山間地域の活性化

を図る取組に対して支援を行いました。 

· 中山間地域の抱える喫緊の課題を解決するため、主要な産業で

ある農業とその基盤としての農村の振興を図る取組を支援しまし

た。 
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· 農作物被害軽減のため、侵入防止柵の整備や捕獲器材の導入、

有害鳥獣の捕獲活動等へ支援を行いました。 

· 捕獲した鳥獣の利用促進のため、飲食店で「ふくおかジビエフェ

ア」を開催するとともに、獣肉処理施設の連携による流通体制の整

備等に支援を行いました。 

· 県産緑化木の利用を促進するため、県有施設において緑化工事

を実施しました。（緑化工事実施施設数 3施設） 

· 県民の緑化に関する意識の啓発を図るため、緑化講習会を開催

しました。（受講者数 1,118人） 

· 間伐材等の森林資源の活用を促進するため、自伐林家※を育成

する研修を実施しました。(受講者数 10人) 
※自伐林家：主に自分の持ち山で、伐採から搬出、出荷までを自

ら行う者 

 

 

② 産業の振興による地域活性化 

本社機能の移転・拡充〔再

掲〕 

· 本社機能の移転・拡充を促進するため、国の地方拠点強化税制

を活用する企業の認定を行いました。（認定企業数 累計 41社） 

· 各種優遇制度への理解及び企業立地の促進を図るため令和元

年度「福岡県企業立地セミナー」参加企業及び誘致ターゲット企

業へ工業団地情報や優遇制度をまとめたパンフレットをはじめとす

る福岡県 PR資料の送付、新聞及びウェブ広告を活用した広報を

行いました。また、今後の企業誘致の参考とするため、県 PR資料

の送付先に対し、アンケート調査を実施しました。（資料送付先 

196社 293人） 

市町村の創業支援事業計

画の実行支援〔再掲〕 

· 創業支援のスキルを高めるため、地域の支援機関（市町村や商工

会議所等）に対し、創業支援研修を実施しました。（参加者数 230

人） 

· 地域の強みを活かした、または地域課題を解決する新しいビジネ

スの創出を支援する「ビジネスプランコンテスト」を開催しました。

（創業支援プログラム作成 60市町村、応募件数 71件） 

地域の基幹となる産業の振

興 

· 工業技術センター化学繊維研究所に自動車用ゴム・プラスチック

製品、自動車用シート、内装品の分析・評価装置を導入して、地

元企業の自動車産業への参入を支援しました。（年間利用件数

106件） 

· 自動車メーカーの開発センターの協力のもと、地元理工系大学等

を対象に、開発現場の見学や技術者との意見交換を行う現場交

流会を開催しました。（参加者数 57人） 
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③ 地域公共交通の確保、新たな交通網の形成 

地域公共交通の強化・広域

化 

· 市町村と連携してコミュニティバスや路線バスの運行を確保・維持

していくため、市町村に対し、コミュニティバスの運行費や車両等

購入費、路線バス運行支援額の一部を助成しました。（コミュニテ

ィバス運行費 21市町、車両等購入費 6市町、路線バス運行費 7

市町） 

· 複数市町村にまたがる広域的・幹線的な路線バスを確保・維持し

ていくため、国と協力・連携の上、路線バス事業者に対し、運行費

や車両購入費の一部を助成しました。（助成事業者 9事業者） 

· 県内の主要ターミナル駅の耐震工事に対して助成しました。（助成

件数 １件） 

新たな輸送サービスの導入

促進 

· ＡＩ等を活用したオンデマンド交通システムを導入する市町村に対

して助成しました。（2市） 

広域的な経済活動・文化活

動を促進する基幹的な道路

整備 

· 基幹的な道路である国道や主要な県道の整備を行いました。（国

道 322号、国道 442号、高田山川線、筑紫野古賀線、久留米筑紫

野線、直方鞍手線、鳥栖朝倉線、飯塚穂波線ほか 31か所） 

中山間地域の振興などを支

援する道路整備 

· 中山間地域において、見通しが悪いため危険な道路や大型車

（農産物の輸送車・路線バス等）の通行に支障がある道路を整備

しました。（国道 500号、八女香春線、岩野黒木線、前原富士線ほ

か 29か所） 

 

 

④ 小さな拠点、集約型の都市づくりの推進 

市町村の小さな拠点づくり支

援 

· 小さな拠点の形成にかかる市町村担当職員向け勉強会を開催

し、地域活性化計画の作成を支援しました。（参加市町村数 13市

町村） 

· 「小さな拠点形成促進事業補助金」を交付し、地域住民が主体と

なった小さな拠点づくりを支援しました。（助成件数 3件） 

小さな拠点と集落を結ぶ交

通手段の確保 

· ＡＩ等を活用したオンデマンド交通システムを導入する市町村に対

して助成しました。（2市） 

持続可能な都市づくりに取り

組む市町村への支援 

· 市街地内の老朽木造建築物が密集している地区等において、細

分化された敷地の統合、不燃化された共同建築物の建築、公園、

広場、街路等の公共施設の整備等を行うことにより、土地の合理

的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、小倉駅南

口東地区と JR久留米駅前第二街区地区において市街地再開発

事業を実施しました。 

· 持続可能なまちづくりを促進するため、県内市町村を対象とした研

修会の開催や、立地適正化計画の策定を行う市町からの相談に

対する助言を行いました。 

· 道路、公園等の都市基盤施設の整備・改善と宅地利用の増進を

一体的に進めることにより、健全な市街地の形成を図るため、筑紫

野市が実施する土地区画整理事業に対して補助しました。 
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⑤ 県民とともにつくる農林水産業の推進 

農林漁業の応援団づくり · 本県の農林水産業への理解を深め、県産品を積極的に利用する

「ふくおか農林漁業応援団」づくりの取組を拡げるため、地産地消

応援ファミリーの募集キャンペーンや、法人登録推進のための包

括連携協定企業への個別訪問、フェイスブックによる情報発信、

飲食店への働きかけを行いました。（募集キャンペーン 1回、応援

ファミリー 47,035世帯（うち法人登録 83団体、14,561人）、応援の

店 1,659店）。 

· 応援ファミリーを対象に、農林漁業体験ツアーを実施しました。（ツ

アー実施数 17回、参加者数 433人） 

· 県産食材の利用拡大のため、応援の店の料理長等を対象に、産

地を訪問し生産者の話を聞く、県産食材産地ツアーを開催しまし

た。（ツアー実施数 3回） 

· 県産農林水産物の消費拡大につながる活動や、農山漁村地域で

の社会貢献活動を実施する企業、大学、NPO法人を「応援団体」

として登録し、ホームページで紹介するほか、優良な団体を表彰し

ました。（応援団体登録数 575団体） 

食育・木育・花育の推進 · 小学校等への調理実習の教材として県産の柿を無償提供し、柿

の皮むき体験学習を実施するとともに、食育・地産地消の大切さを

啓発する出前講座を実施しました。（体験学習実施校数 121校、

出前講座実施校数 23校） 

· 県民に木の良さや、木を使うことの大切さを普及するため、木工教

室を開催しました。（参加者数 58人） 

地産地消の推進 · 県民が自主的に食育・地産地消を実践する機運作りのため、11月

の「食育・地産地消月間」に合わせて、「食育・地産地消フェア」や

食育・地産地消月間メインイベント及び県民大会を開催しました。

（食育・地産地消フェア参加店舗数 548店舗、ホールイベント参

加者数 150人） 

· 旬の福岡県産食材を活用した「ふくおかの食で健康メニュー」等を

活用し、食品事業者 2社と連携して弁当やミールキットを開発しま

した。 

· リニューアルオープンした県庁地下食堂「けんちょう Food Marche」

において、地産地消を推進するため、県産農林水産物を紹介する

動画や卓上 POP、パネルを作成しました。（卓上 POP、パネル作

成品目数 28品目） 

· 大学生と連携し、県産食材を使った地産地消鍋レシピを開発し、

県内の商業施設で特設コーナーを設置して PR したほか、福岡市

内の飲食店で期間限定メニューとして提供しました。（商業施設 18

店舗、飲食店 1店舗） 

· 学校給食において、県産のキウイフルーツや県産ブランド鶏の導

入支援を行いました。（導入校数 キウイフルーツ 62校、県産ブラ

ンド鶏 延べ 182校） 

· 学校給食における県産農林水産物の利用拡大を図るため、2市

町に対してコーディネーターを派遣しました。 

· 学校給食に「夢つくし」、「元気つくし」を導入した小中学校等に奨
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励金を交付しました。（1,074校） 

農林水産物の安全・安心の

確保 

· 農薬や化学肥料の使用量を県基準の半分以下にした農産物の生

産を認証する「ふくおかエコ農産物認証制度」の認知度向上のた

め、直売所などでの PR販売会や購入者を対象にしたプレゼントキ

ャンペーン、販売店のチラシ作成等を実施しました。（ふくおかエ

コ農産物の取組面積 2,139ｈａ） 

· GAPの生産現場での指導の充実を図るため、GAP指導員の育成

研修を開催しました。（研修受講者数 36名） 

· 国際水準 GAPの取得に向けた生産者向け研修会を開催しまし

た。（研修受講者数 26名） 

· 適正な食品表示を徹底するため食品表示指導員が事業所を直接

訪問し、制度の周知を行いました。（3,844か所） 

· 食品表示法（品質事項）受付窓口において、不適正な食品表示に

関する情報や食品表示制度に関する相談への対応を行いまし

た。（受付件数 654件） 

· 家畜伝染病の発生を予防するため、畜産農家に対して農場の消

毒や病気の侵入防止対策等を定めた家畜衛生管理基準の遵守

を指導しました。(畜産農家全戸、年 2回) 

· 家畜伝染病のまん延防止のため、防疫資材の備蓄を行うととも

に、関係機関と連携して防疫演習を開催しました。(開催数 県域 6

回、家畜保健衛生所 28回) 

· ｢はかた地どり｣の生産から処理加工に至る一貫したHACCP※の取

組を支援しました。 
※HACCP：原料受入れから最終製品までの各工程ごとに、微生物

の汚染等の危害を分析したうえで、危害防止につながる特に重要

な加熱や殺菌等の工程を継続的に監視・記録する工程管理の手

法 

 

 

⑥ スポーツを活用した地域活性化 

大規模スポーツ大会の誘

致・開催の推進 

· 福岡県ゆかりのトップアスリートの育成及び大規模スポーツ大会の

誘致・開催等を図るため、「一般財団法人福岡県スポーツ推進基

金」を設立しました。 

· スポーツツーリズムやスポーツ大会等・合宿の誘致等に官民が連

携して取り組み、地域の活性化を目指すため、「福岡県スポーツコ

ミッション」を設立しました。 

· スポーツの力で地域を活性化するため、2021世界体操・新体操選

手権北九州大会（第 50回世界体操競技選手権大会・第 38回世

界新体操選手権大会）などのスポーツ大会の誘致を行いました。 

スポーツを通じた地域と経済

の活性化 

· 各市町村の実態に応じてスポーツを活用した施策を考案するため

の企画検討オンラインセミナーを実施しました。（開催日数 10日、

参加市町村数 60市町村） 

· 東京 2020オリンピック・パラリンピックに向けたキャンプ地の誘致に

取り組みました。（キャンプ受入市町村数 13市町） 
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· キャンプ地誘致や対象国との交流事業を推進する市町村のホスト

タウン登録に取り組みました。（登録市町村数 14市町） 

· スポーツを旅の目的とした誘客を推進するため、本県のスポーツ

資源の調査発掘を行うとともに、「モンベル五ケ山ベースキャンプ」

などを活用したモニターツアーを実施しました。（57組 169人が応

募） 

· 本県のスポーツ資源の魅力を東アジア及び欧米豪に対して届ける

ため、YouTubeを活用した情報発信を行いました。（視聴回数 約

522万回） 

 

 

⑦ 文化芸術に親しむことができる環境整備と文化芸術を活用した地域活性化 

 

文化芸術に触れ、親しむ機

会の充実 

· 大濠公園能楽堂において、初心者を対象とした「能楽入門講座」

を開催しました。（参加者数 394人） 

· 県民に文化芸術の鑑賞、参加の機会を提供し、県民文化の創造

と発展を図る県民文化祭を 17市町で 32事業開催しました。（参加

者数 延べ 36,000人） 

· 福岡県国際文化情報センター（アクロス福岡）において、「アクロ

ス・クラシックふぇすた」の開催等の文化振興事業を行いました。

（来場者数 37,730人） 

· 筑後広域公園芸術文化交流施設(九州芸文館)において、「スペイ

ンの巨匠 ミロ展」等の美術展覧会や体験事業、交流事業等多彩

な事業を実施しました。（年間入館者数 33,391人） 

· 県内各地の美術館・博物館等文化施設の利用促進のため、ミュー

ジアム周遊パスを作成しました。 

· 九州国立博物館において、特別展「奈良 中宮寺の国宝」や特集

展示、手話通訳付きオンラインバックヤードツアーなどのイベントを

開催しました。（年間入館者数 149,919人、うち特別展 50,432

人） 

文化芸術の担い手の育成 · 福岡県国際文化情報センター（アクロス福岡）において、「アクロ

ス・クラシックふぇすた」の開催等の文化振興事業を行いました。

（来場者数 37,730人） 

· 福岡県国際文化情報センター（アクロス福岡）において、「ジュニア

オーケストラ」や「ヴァイオリンセミナー」を実施しました。 

· 県民文化祭において、子どもたちに日頃の文化活動の発表の場

や良質な舞台芸術を鑑賞する機会を提供する「子ども文化事業」

を行いました。（参加者数 3,182人） 

文化芸術の国内外への発信

と国際交流の促進 

· アクロス福岡「匠ギャラリー」のリニューアル計画を策定しました。 

· 福岡県国際文化情報センター（アクロス福岡）において、文化活動

者に作品発表の場や県・市町村などが行う観光やイベント等のＰＲ

スペースを提供しました。 

· 九州国立博物館が、上海博物館（中国）と学術文化交流協定を締
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結しました。 

· 北九州市と連携し「東アジア文化都市北九州」の事業で「小倉城 

薪能」を開催したほか、KitaQ Music Daysで八女茶の紹介ブース

を出店し、本県の伝統芸能等の PRを行いました。（参加者数

4,706人） 

· 文化の振興に功績のあった個人・団体を表彰する福岡県文化賞

において、小泉和裕氏他 2者を表彰しました。 

文化芸術活動の場の充実

（新県立美術館の整備等） 

· 九州国立博物館において、多言語での解説パネルや古代大宰府

の時代の遣唐使船等の再現文化財を制作して展示解説の充実を

図ったほか、散策路に手すりや階段を設置する等、多様な来館者

が楽しく安心・安全に観覧できる環境の整備を進めました。 

· 新県立美術館の機能や役割、施設整備の方針を定める基本計画

を策定するにあたり、各分野の専門家等の意見を反映させるた

め、新福岡県立美術館基本計画策定委員会を開催しました。（開

催数 3回） 

· 福岡県国際文化情報センター（アクロス福岡）において、文化活動

者に作品発表の場や県・市町村などが行う観光やイベント等のＰＲ

スペースを提供しました。 

障がいのある人の文化芸術

活動の推進 

· 障がいのある人による美術作品を募集し、入賞作品の表彰や応募

作品の展示を実施しました。（応募作品数 760点、美術展観覧者

数 約 5,300人） 

· 障がいのあるアーティストのパフォーマンスや講演により多角的に

障がいのある人のアート等を理解してもらう「多様な人々によるア

ート普及イベント」を開催しました。（参加者数 104人） 

世界文化遺産の保存・活用 

（明治日本の産業革命遺産 

製鉄・製鋼、造船、石炭産

業） 

· 県管理港湾である三池港において、臨時駐車場及び仮設トイレを

供用する等来訪者の利便性向上を図りました。 

· 「三池炭鉱・三池港」のうち、大牟田市が実施する史跡整備事業に

対して助成しました。 

· 県と県内 3市で構成する連絡会議において、世界遺産としての価

値を紹介する解説付きパネル展、世界遺産登録 5周年記念事業

として、東田第一高炉のライトアップや三池エリアオンラインツア

ー、「明治日本の産業革命遺産」について地元学校の校歌との関

係から歴史を紐解くオンライン講座を実施しました。 

世界文化遺産の保存・活用 

（「神宿る島」宗像・沖ノ島と

関連遺産群） 

· 遺産群を適切に保存管理するために、宗像大社と新原・奴山古墳

群の史跡整備、公有化事業に対して助成しました。 

· 遺産群の魅力や価値を広く発信するため、リモートで楽しみながら

学べる特設Webサイトの開設や県内 5か所の博物館・資料館によ

る遺産群をテーマとした初となる連携企画展の開催、世界遺産ガ

イダンス施設「海の道むなかた館」への国宝レプリカ及び古墳群ジ

オラマによる体感体験型展示の設置を行いました。 

· インバウンド対応として、遺産群及び関連施設において多言語解

説を整備しました。また、インバウンドに人気の高い葛飾北斎の

「北斎漫画」と本遺産群のコラボレーション動画を制作しました。 

 

 



- 78 - 

 

⑧ 地産地消型エネルギーの拡大による地域の活性化 

多様なエネルギーの導入促

進 

· ごみ固形化燃料（RDF)の焼却及び発電施設の運転・管理に取り

組むとともに、発電施設の安定運用に努めました。(RDF焼却量  

73,009 t、総発電量 112,494 MWh） 

· 「再生可能エネルギー導入支援システム」を運用し、再生可能エ

ネルギーの導入検討に必要な基本情報を県民に提供しました。

（システム利用者数 10,361人） 

· 「エネルギー対策特別融資制度」を運用し、県内中小企業におけ

る省エネルギー設備、再生可能エネルギー設備等の導入促進に

取り組みました。（融資件数 1件、融資総額 16,000千円） 

· 再生可能エネルギー設備の導入等を検討する事業者に対して、

専門の知見を有する「再生可能エネルギー導入支援アドバイザ

ー」を派遣する事業を実施しました。 

· 福岡県響灘沖について、洋上風力発電の促進区域の指定に向け

て国に情報提供しました。 

· 促進区域の対象区域案を作成したほか、関係者と意見交換会を

開催しました。（開催数 2回） 

· 促進区域の早期指定に向けた地域の取組への支援について、経

済産業省へ要望しました。 

· 県立学校 1校に太陽光発電設備を設置しました。（小倉工業高等

学校） 

エネルギーの効率的利用 · 省エネ効果が期待される県有施設を対象に、高効率照明への更

新を行いました。（設置数 23施設） 

· コージェネレーションの特長や、最新技術・導入事例、国や県の導

入支援制度等を紹介する「コージェネレーション導入セミナー」を

開催しました。（開催数 １回） 

· エネルギーの地産地消を検討する市町村に対して可能性調査へ

の助成を行いました。（助成件数 2件） 

· 本県のエネルギー政策に対し助言を受けるため、分散型電源の

普及やエネルギーの効率的利用の促進等の地方の役割や取組

を幅広く研究する「福岡県地域エネルギー政策研究会」を開催し

ました。（開催数 １回） 

エネルギー関連産業の育

成・集積 

· 県内企業の水素エネルギー製品開発や実用化に対する助成、展

示会への出展支援、水素・燃料電池関連製品に求められる技術・

部品等の情報提供を行う参入研究会を実施しました。（製品開発

助成件数 5件、実用化助成件数 1件、展示会出展支援企業数 

13社、参入研究会参加者数 121人） 

· エネルギー分野への民間企業の関心を高め、エネルギー産業の

支援・育成を図るため、「エネルギー先端技術展」を開催しました。 

· 風車メンテナンス技術者育成に向けて関係機関と協議を行い、公

共職業訓練の実施カリキュラムを作成しました。 

· 県内企業における風力発電産業への参入促進を図るため、風力

発電産業の最新動向に関するセミナーを開催しました。 
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[主な取組の実施状況] 

 

① 循環型社会の構築、自然との共生 

 

廃棄物の適正処理の推進 · 廃棄物の不法投棄事案の早期発見・早期対応を図るため、休日・

夜間の監視パトロールやヘリコプターによるスカイパトロール、監

視指導へのドローン・ウェアラブルカメラ等の活用、関係部署との

合同立入調査、職員に対する研修等の取組を実施しました。 

· 不法投棄の未然防止や早期対応を図るため、「福岡県不法投棄

マッピングシステム」を活用し効果的な監視ルートを設定しました。 

· 産業廃棄物の再資源化事業者が行うリサイクル施設の整備に要

する経費の一部を助成する事業を実施しました。（補助率 1/3以

内、補助額 上限 3,000万円） 

· 県が管理する漁港や海岸等における漂流・漂着物の回収、処理

を行いました。 

資源の有効利用の推進 · 品質、安全性等について一定の基準を満たす建設資材を「福岡

県認定リサイクル製品」として認定し、認定後も品質管理のために

製品の基準適合性を定期的に確認するとともに、ホームページ等

で普及啓発、県公共工事での優先利用を行いました。（認定製品

数 424製品） 

· 一定の基準を満たす県産の生活関連用品を「県産リサイクル製

品」として認定し、ホームページ等で利用促進を行うとともに、製品

の積極的な販売、使用に取り組む事業所を「県産リサイクル応援

事業所」として募集・登録しました。（認定件数 120件、登録事業

所数 106事業所） 

· フードバンク活動を普及・促進するため、一般社団法人福岡県フ

ードバンク協議会の活動支援を行うとともに、フードバンクに食品

提供等協力できる企業を開拓しました。（開拓企業数 25社、累計

116社） 

· 食品ロス削減に取り組む県内の飲食店及び食料品販売店を「食

べもの余らせん隊」として募集・登録し、優良事例登録店の紹介、 

飲食店での食べ残しの安全な持ち帰りに向けた啓発を行いまし

た。（新規登録店舗数 96店舗、合計 1,192店舗） 

· リサイクル総合研究事業化センターにおいて、産学官民と連携し

て、リサイクル技術の開発及び社会システムの構築に関する共同

研究に取り組みました。（実用化した研究テーマ 3件） 

· 使い捨てプラスチックの使用削減やリサイクル推進等に向けて、業

（4）誰もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で活力ある地域社会をつく      

る 

6 【環境との調和】 
○ 廃棄物の適正処理の推進、３Ｒの推進に取り組むとともに、自然と共生し、快適な環境をつくるた

め、農地や森林の保全活動等に取り組みます。 

環境 
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界団体・行政・学識経験者など幅広い関係者で構成し、それぞれ

の取組の現状・課題について情報共有を行う「ふくおかプラスチッ

ク資源循環ネットワーク会議」を開催しました。（開催回数 3回） 

· プラスチックごみ削減に取り組む様々な事業所を登録して、広く紹

介する「ふくおかプラごみ削減協力店」制度を創設するとともに、

県民や事業者の取組を促進する「ふくおかプラごみ削減キャンペ

ーン」を 10月に実施しました。（協力店登録数 3,152店） 

· 使用済みプラスチックリサイクル施設の整備に要する経費の一部

を助成する事業を実施しました。（補助率 1/2以内、補助額上限 

5,000万円） 

· 自動車のプラスチック類の再資源化を目指し、プラスチック関連会

社へのヒアリングや再資源化に必要な技術の検討を行いました。 

農林水産業が持つ多面的

機能の維持・増進 

· 農業・農村が有する多面的機能発揮のための地域活動や水路・

農道の維持・補修等の取組を支援しました。 

· 中山間地域において、農用地を維持・管理していくための協定を

締結し、農業生産活動を継続する取組を支援しました。 

· 森林の有する公益的機能を持続的に発揮させるため、今後公益

的機能が発揮できなくなる恐れのある森林を対象に、強度間伐※

等の森林整備を実施しました。（整備面積 1,554ha） 
※強度間伐：公益的機能を長期的に発揮させるため、間伐率を通

常より高く設定した間伐 

· 森林を社会全体で守り育てる気運を向上するために、県民自ら企

画立案し実行する森林づくり活動への支援を実施しました。（支援

団体数 56団体） 

· 次世代を担う子どもたちに森林に親しみ、森林の大切さを学んで

もらうため、小学校へ森林環境教育の講師を派遣しました。（派遣

学校数 12校） 

· 緑を愛し育てる人々の輪を広げ、次世代に健全な形で引き継ぐた

め、「福岡県植樹祭」を開催しました。 

· 藻場・干潟が有する多面的機能が将来にわたって十分に発揮さ

れるように、漁業者らによる藻場・干潟の保全活動等の取組を支援

しました。 

快適な生活環境の形成 · 市町村が実施する地域猫支援活動事業に係る経費を助成しまし

た。（助成市町村数 10市町村） 

· 高齢者に対する適切なペット飼育の支援を行うため、介護関係者

及び動物愛護関係者のボランティア登録を行い、行政との連携体

制を構築しました。 

· マイクロチップ装着の促進を図るため、福岡県動物愛護センター

が譲渡する犬猫全てにマイクロチップの装着を行いました。 

· 大気及び河川、湖沼、海域等の公共用水域の汚染状況の監視調

査を行いました。（調査地点数 大気 14地点、公共用水域等 153

地点） 

· 大気、水質及び土壌等におけるダイオキシン類の汚染状況の監

視調査を行いました。（大気調査 6件、公共用水域調査（含む底

質調査） 26件、地下水調査 4件、土壌調査 5件） 
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[主な取組の実施状況] 

 

① 住宅対策の推進 

空き家の適正管理と利活用

の促進 

· 県、市町村、関係団体で構成する「福岡県空家対策連絡協議会」

を開催し、課題や情報を共有するとともに、空き家の適正管理や

利活用の促進に取り組みました。（協議会 1回、新任者研修会 1

回、地区連絡会 11回） 

· 市町村に対し、空き家バンクの設置や市町村をまたいだ空き家の

検索が可能な福岡県版空き家バンクへの参加を呼びかけるととも

に、既存住宅の流通を促進するため、既存住宅売買の際に行う建

物状況調査「住まいの健康診断」やリノベーション工事への補助を

行いました。 

建物状況調査の普及促進 · 既存住宅の流通を促進するため、専門家による建物状況調査「住

まいの健康診断」を実施し、安心して住宅の取引を行える環境を

整備するとともに、その結果について情報提供を行いました。（建

物状況調査実施件数 325件） 

· 建物状況調査制度を普及させるため、県内の不動産事業者（宅

建業者）で「住まいの健康診断」の応援を宣言した事業者を「応援

宣言事業者」として登録しました。（応援宣言事業者の登録数 864

社） 

住み替えの促進 · 「住宅情報プラザ福岡」にて、住宅情報の提供を行いました。 

· 建物状況調査を実施した住宅の購入者が質の向上を図るリノベー

ションを行う際に、その工事費の一部について助成しました。（助

成件数 67件） 

  

 

② 民間と連携した公共施設等の活用 

PPP／PFIの活用 · 都市部の県の施設について、PPP/PFI活用の検討を行いました。 

Park-PFIの活用 · 事業者が「八女茶をテーマとした飲食施設及び公園施設」を整備

しました。 

（4）誰もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で活力ある地域社会を 

つくる 

7  【社会資本】 

○ 建物状況調査の普及により安心して既存住宅の売買ができる環境づくりを行うとともに、空
き家の利活用や住み替えの促進に取り組みます。 

○ PPP/PFIや公募設置管理制度（Park-PFI）の活用を推進します。 

○ 福岡県内に２つある空港の特色を活かして施設整備、路線誘致などに取り組み、両空港の
役割分担と相互補完を進めていきます。 

○ 各市町村における各種汚水処理施設の特性を活かした整備区域の設定及び適切な整備
手法の選定等、未整備地域の解消に向けた取組を支援します。 

環境 

保健 
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11
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庁舎の空きスペース等の活

用 

· 事業者を公募し、自動販売機、証明写真機及び有料広告付庁舎

案内板の設置場所の貸付並びに県有施設の屋根貸しを行いまし

た。 

· 事業者を公募し、有料広告の掲出を行いました。 

未来技術の活用に向けたデ

ータの利活用 

· 県内企業等へのニーズ調査等で公開要望のあったデータを中心

に公開し、オープンデータサイトのデータ数を拡充しました。（公開

したデータ数 約 11,400） 

· 市町村の広域での取り組みを支援するため、3地域での意見交換

会と研修を実施し、市町村のオープンデータの取組開始を促しま

した。（オープンデータサイトの開設・運用を行う市町村数 49市町

村） 

· ニーズを踏まえてデータを拡充することで、オープンデータの利活

用を促進しました。（利活用事例 4件） 

 

 

③ 福岡空港及び北九州空港の連携、機能強化 

福岡空港の滑走路増設事

業の円滑な推進と早期完成 

· 令和 7年 3月末の増設滑走路の供用開始に向け、国において、

用地造成や誘導路・エプロン新設、無線施設整備等の事業が実

施されました。 

北九州空港の利用促進と利

便性の向上 

· 大幅な減便を余儀なくされた国内線について、既存路線の利用

促進を目的としたプロモーション活動を実施しました。 

· 航空貨物取扱量の増加に向け、重量助成制度等を活用しなが

ら、運送事業者、荷主に対して集貨を働きかけました。（R2年度貨

物取扱量 15,362 トン） 

· 国際貨物の集貨促進を図るため、北九州空港における通関体制

の構築に向けた取組を実施しました。 

· 北九州空港の早朝深夜便の利用促進を図るため、福岡都市圏と

北九州空港を結ぶ「福北リムジンバス」の運行支援を行いました。 

空港アクセス道路の整備に

向けた取組 

· 北九州空港へアクセスする新北九州空港線については、工事が

完了しました。 

· 福岡空港へのアクセス道路について、都市計画決定及び環境影

響評価の手続きを実施しました。 

 

 

④ 各種汚水処理施設の整備促進 

汚水処理施設の整備、改築

更新 

· 汚水管渠や汚水処理施設を増設し、下水道未普及対策の進捗を

図るとともに、老朽化した設備の更新を実施しました。 

· 農業集落において、汚水を処理する施設の整備を 2地区で実施

しました。 

浄化槽整備の促進 · 浄化槽整備の促進を図るため、市町村が行う浄化槽整備事業へ

の補助事業や、浄化槽の設置や維持管理に関する普及啓発等を

実施しました。(市町村が行う浄化槽整備事業（個人設置型・市町

村設置型）の補助件数 2,331基) 
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第３部　数値目標及び重要業績評価指標〔ＫＰＩ〕の進捗状況

総合戦略の基本目標ごとの数値目標（４件）及び施策ごとに設定した重要業績評価指標〔ＫＰＩ〕（１０７件）
 について、実績値を報告します。

基本目標（１） 「魅力ある雇用の場」をつくる

（数値目標）
当初値

(戦略策定時)
目標値
(R6年度)

現状値

2,559千人
（H30年）

維持 2,590千人
(R2年)

1 【中小企業】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

1,015件/年 ６,000件 ―
(H30年度) （5年間合計）

280社 維持 263社
(H30年度) (R2年度末)

151社/年 750社 ―
(H29年度) （5年間合計）

91,625件 98,500件 76,011件
(H28年度) (R2年度末)

2 【成長産業】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

560社 650社 592社
(Ｈ30年度) (R2.11)

累計
746件

累計
1,250件

累計
951件

(H30年度) （R２年度末）

累計
92社

累計
160社

累計
117社

(H30年度) （R２年度末）

47社
58社
71社
87社

（重要業績評価指標〔ＫＰＩ〕　３３件）

内容

就業者数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

経営基盤の強
化の促進

①

②

③

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

創業の促進

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

県の支援により成長
産業分野で製品の
実用化を実現した
件数

次世代産業分野へ
の参画企業数

創業支援事業等を
活用して創業した件
数

売上又は経常利益
が向上した重点支
援企業数

施策 備考
(4地域別等)

施策

②

③
新たな事業展
開の促進

④
小規模企業の
支援

①
基幹産業のさら
なる振興

県経済を担う成
長産業の振興

新市場を創出
する次世代産
業の振興

経営革新計画策定
企業のうち売上が向
上した企業数

商工会議所、商工
会の経営指導員に
よる経営改善等指
導件数

自動車関連企業数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

702件
80件
89件
80件

55社
33社
11社
18社

20,326件
18,276件
20,217件
17,192件

　131社
246社
144社
71社

備考
(4地域別等)

備考
(4地域別等)
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3 【観光】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

1,673万人泊 2,000万人泊 1,059万人泊
(H30年) (R2年）

337万人泊 500万人泊 62万人泊
(H30年) （R2年）

1,673万人泊 2,000万人泊 1,059万人泊
(H30年) (R2年）

337万人泊 500万人泊 62万人泊
(H30年) （R2年）

9,253億円 9,700億円 2,979億円
(H30年) （R2年）

（日本人のみ）

57,600円 61,500円 ―
(H30年)

328万人 360万人 33万人
(H30年) (R2年)

6団体 9団体 10団体
(H30年度) (R2年度末)

4 【企業誘致等】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

累計
149社

累計
260社

累計
164社

(H30年度) (R2年度)

77件/年 300件 54件
（H30年度） （5年間合計） （R2年度)

5件/年 25件 3件
（H30年度） （5年間合計） （R2年度）

①

延べ宿泊者数

外国人入国者数

施策

①
国内・海外から
の企業誘致・投
資促進

施策

③

受入環境の充
実

観光資源の魅
力向上

②

④

効果的な情報
発信

観光振興の体
制強化

旅行消費単価（通
常入国外国人）

延べ宿泊者数
（外国人）〔再掲〕

旅行消費額

延べ宿泊者数
（外国人）

日本版DMO及び日
本版DMO候補法人
数

特区制度を活用し
て設備投資を行っ
た企業数

市町村における企
業誘致のための環
境整備計画策定数

企業立地件数

備考
(4地域別等)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

備考
(4地域別等)

0件
0件
2件
1件

延べ宿泊者数〔再
掲〕

24社
72社
42社
26社

37件
 4件
6件
 7件
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5 【農林水産業】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

2.4億円 3.6億円 2.9億円
（H30年度） （Ｒ2年度）

33.6億円 37.0億円 38.1億円
（H30年度） （R2年度末）

64商品 80商品 57商品
（H30年度） （R2年度）

916法人 1,200法人 984法人
(H30年度) (R2年度）

累計
7技術

累計
15技術

累計
9技術

(H30年度) (R2年度末)

386人/年 1,900人 387人
(H30年度) （5年間合計） （R2年度）

52人/年 250人 52人
(H30年度) （5年間合計） （R2年度）

63人/年 300人 61人
(H30年度) （5年間合計） （R2年度）

48件/年 100件 29件
(H30年) （5年間合計） （R2年度）

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

意欲ある担い
手育成・確保

③

①

農林水産物の
販売・消費の拡
大及び輸出促
進

需要に応じた
生産力の強化

施策

②

女性農林漁業者の
新規起業数

新規就業者数
（漁業）

福岡フェア等におけ
る県産食材の取扱
額

県産農林水産物輸
出額

商談が成立した6次
化商品数

農業法人数

スマート農林水産業
技術の導入数

新規就業者数
（農業）

新規就業者数
（林業）

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

備考
(4地域別等)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

35商品
4商品
6商品

12商品

271法人
141法人
121法人
451法人

137人
42人
47人

161人

15人
13人
10人
14人

15件
5件
6件
3件

22人
13人
0人

26人

‐ 85 ‐



6 【就職支援、職場環境の充実】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

78.1% 89.2%
(H30年度) （Ｒ2年度）

56.1% 51.9%
(H30年度) （Ｒ2年度）

802人/年 4,000人 482人
(H30年度) （5年間合計） (R2年度)

2.12% 2.30% 2.18%
(R1年度) (R2年度)

13,841円
(H29年度) 全国平均以上 ―
全国平均
15,603円

―
累計
５件 0件

（R2年度）

88.5% 90.0% ―
（Ｈ29年度）

80.9% 現行水準の ―
（Ｈ29年度） 維持

公共職業訓練受講
者の就職率
（委託訓練）

障がい者雇用率

外国人の活躍
推進

備考
(4地域別等)

障がい者施設等で
働く障がい者の平均
収入月額

中高年就職支援セ
ンター就職決定率

子育て女性就職支
援センター就職者
数

施策

②

求職者の状況
に応じた就職
支援

①

市町村、企業等の
地域が連携し運営
する日本語教室数

公共職業訓練受講
者の就職率
（施設内訓練）

③

地域ニーズに
応じた人材育
成

女性の就職支
援、仕事と家庭
を両立できる職
場づくり

障がいのある人
の雇用促進及
び収入向上

④

⑤

若者就職支援セン
ター就職決定率
※旧年代別セン
ター（20代、30代）
就職決定率

80.0%

63.0%

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

127人
118人
72人

165人
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基本目標（２） 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（数値目標）
当初値

(戦略策定時)
目標値
(R6年度)

現状値

1.49
（H30年）

上昇
1.43

（R2年）
※概数

1 【子育て】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

1,232人 1,189人
(H31.4月) （R2.４月）

66,002人 66,062人
(Ｒ1年度) (R2.7月)

累計
34,043人

累計
68,000人

累計
52,254人

(H30年度) (R2年度)

累計
1,541人

累計
2,200人

累計
1,744人

(H30年度) (R2年度)

271戸/年 1,250戸 168件
(H30年度) (5年間合計) （R２年度）

9.8％ 13.0% 14.5%
(R1年度) (R2年度)

（重要業績評価指標〔ＫＰＩ〕　１２件）

内容

合計特殊出生率

・3歳未満：52％
・就学前：47％
・就学期以降：

30％

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

1,001人
339人
169人
235人

932人
43人
86人

128人

備考
(4地域別等)

里親等委託率

子育て応援宣言企
業の従業員の育児
休業取得率(男性)

・3歳未満：10％
・就学前：16％
・就学期以降：

23％
(H30年度)

・3歳未満：13.9％
・就学前：24.5％
・就学期以降：

24.7％
(R2年度)

70,307人
28,956人
19,716人
7,184人

10,206人

子育て応援パス
ポート登録者数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

地域における
子育て支援

④

保育所待機児童数

放課後児童クラブの
利用定員数

ふくおか子育てマイ
スター認定者数

子育て世代等
への住宅支援

きめ細かな対応
が必要な子ども
への支援

施策

幼児期の教育・
保育の量の拡
大と質の向上

⑤

①

②

③

働き方改革の
推進

県営住宅の新婚・子
育て世帯の優先入
居数

0人

備考
(4地域別等)
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2 【子どもと母性の健康】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

累計
797,000冊

累計
1,067,000冊

累計
860,000冊

(H30年度) (R2年度末)

3 【安定雇用】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

84.0%
(H30年度)

85.0% 86.8%
（Ｒ2年度）

4 【結婚応援】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

累計
1,531団体

累計
3,000団体

累計
2,080団体

(H30年度) （R2年度）

8,566人 維持 4,494人
(H30年度) （R2年度）

37.5% 40.0% 45.6%
(H30年度) （R2年度）

備考
(4地域別等)

3,198人
457人
705人
134人

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

①

出会い応援イベント
における参加者数

出会い応援イベント
におけるカップル成
立率

若者就職支援セン
ター就職者のうち正
規雇用者の割合
※旧年代別セン
ター(20代・30代)就
職者のうち正規雇用
者の割合

就学年齢までを対
象とした「小児救急
医療ガイドブック」の
配布数

備考
(4地域別等)

①
若者の安定雇
用

次代の親の育
成及び出会い・
結婚応援の推
進

施策

施策

妊娠・出産への
支援及び小児
医療・乳幼児保
健対策の充実

①

施策

「出会い応援団体」
登録数

908団体
430団体
281団体
461団体

備考
(4地域別等)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)
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基本目標（３） 地方創生を担う人材を育て、地域で活かすとともに、福岡県への
人の流れをつくる

（数値目標）
当初値

(戦略策定時)
目標値
(R6年度)

現状値

6,583人
（H30年）

不均衡の是正 4,386人
（R2年）

1 【人材育成】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

全国学力・学習状
況調査における標
準化得点※の教科
ごとの平均値(公立
中学校)

※標準化得点：（本
県の正答数)÷（全
国の正答数)×100

　　　・国語
　　　  98.6
　　　・数学
　　　  99.0
　 　(Ｒ1年度)

　　　・国語
　　　100以上
　　　・数学
　　　100以上

―

※R2全国調査中止

4区分 4区分
(R1年度) ―

　　※小学校男子
　　　 小学校女子
　 　　中学校男子
　 　　中学校女子

　　※小学校男子
　　　 小学校女子
　 　　中学校男子
　 　　中学校女子

※R2全国調査中止

4項目 10項目
(Ｒ１年度) ―

※小学校1項目
   中学校3項目

※小学校5項目
    中学校5項目

※R2全国調査中止

（重要業績評価指標〔ＫＰＩ〕　１４件）

①

内容

「学力、体力、
豊かな心」の育
成

全国学力・学習状
況調査における標
準化得点※の教科
ごとの平均値(公立
小学校)

※標準化得点：（本
県の正答数)÷（全
国の正答数)×100

　　　・国語
　　　100以上
　　　・算数
　　　100以上

　

―

※R2全国調査中止

本県と東京圏との転出・転入

施策

　　　・国語
　　　  103.4
　　　・算数
　　　  100.0
　 　(Ｒ1年度)

全国体力・運動能
力、運動習慣等調
査において、体力合
計点が全国平均を
上回った区分数(公
立学校)

将来の夢や自己肯
定感等に関する5つ
の質問に対する肯
定的回答率が全国
平均を上回った項
目数(公立学校)

備考
(4地域別等)

備考
(4地域別等)
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KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

1,010人 685人
(H30年度) (R2年度)

89.3% 86.4%
(H30年度) (R2年度)

86回/年 425回 43回
(H30年度) (5年間合計) （R2年度）

89.3% 100% 86.4%
(H30年度) (R2年度)

12件/年 75件 15件
(H30年度) (5年間合計) （R2年度末）

88.5% 90.0% ―
（Ｈ29年度）

80.9% 現行水準の ―
（Ｈ29年度） 維持

220,068件 280,000件 239,863件
(H30年度) (Ｒ2年度)

2 【進学・就職】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

463人/年 2,000人 135人
(H30年度) (5年間合計) （Ｒ2年度）

781人 1,270人 ―
(H30年)

②

県立3大学の活
性化による人材
育成・地域貢献
促進

③

「社会にはばた
く力」の育成

施策

キャリア体験活動へ
の参加率(県立高等
学校)

学生の地元定
着促進

高等学校にお
ける地方創生を
担う人材育成

留学生の誘致・
定着促進

⑦

大学生等を対象とし
た地元企業紹介事
業の参加学生数

「郷土と日本、
そして世界を知
る力」の育成

④

⑤

地域ニーズに
応じた人材育
成〔再掲〕

⑥

①

②

生涯学習を通
じた人材育成、
学習活動の促
進

施策

公共職業訓練受講
者の就職率（委託訓
練）〔再掲〕

「ふくおか協働・生
涯学習ひろば」への
アクセス数

留学生の県内企業
就職者数

国際理解教育推進
事業「国際理解教
室」実施回数

県立3大学における
教育研究成果を地
元企業や自治体に
還元するプログラム
の実施数

公共職業訓練受講
者の就職率（施設内
訓練）〔再掲〕

高校生科学技術コ
ンテストの受験者数

キャリア体験活動へ
の参加率(県立高等
学校)〔再掲〕

備考
(4地域別等)

1,200人

100%

備考
(4地域別等)
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3 【関係人口、移住定住】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

― 6,000人 2,270人
（Ｒ2年度末）

142人 200人 71人
(H30年度) (R2年度末)

累計
356人

累計
1,450人

累計
813人

(H30年度) （Ｒ2年度末）
②

施策

移住定住の促
進

ふくおかファンクラ
ブ会員数

中山間応援サポー
ター活動への参加
者数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

「ふくおかよかとこ移
住相談センター」を
利用した県外からの
移住者数

備考
(4地域別等)

608人
89人
21人
95人

関係人口の創
出・拡大

①
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基本目標（４） 誰もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で
 活力ある地域社会をつくる

（数値目標）
目標値
(R6年度)

北九州市
遠賀・中間

京築
福岡市

筑紫
糟屋中南部

宗像・糟屋北部
糸島
朝倉

八女・筑後
久留米

有明
直方・鞍手
飯塚・嘉穂

田川

▲2,202人
▲240人
▲588人
6,138人
▲689人

917人
2,205人
1,145人
▲152人
▲979人
▲556人
▲765人

1人
▲754人
▲592人

社会増の上昇
又は社会減の
改善
（H30における
圏域ごとの社
会増減との比
較）

北九州市
遠賀・中間

京築
福岡市

筑紫
糟屋中南部

宗像・糟屋北部
糸島
朝倉

八女・筑後
久留米

有明
直方・鞍手
飯塚・嘉穂

田川

1 【健康とスポーツ】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

4,382団体 12,000団体 6,083団体
(H30年度) (R2年度）

49.0% 70% ―
(H29年)

46市町村 60市町村 47市町村
(H30年度) （Ｒ2年度）

17.9% 50% 34.5%
(H30年度) （Ｒ2年度）

スポーツ活動の
活性化

施策

健康づくり

（重要業績評価指標〔ＫＰＩ〕　４８件）

内容

県内各圏域におけ
る人口

当初値
(戦略策定時)

①

②

特定健康診査の実
施率

総合型地域スポー
ツクラブが設立され
ている市町村数

障がいのある人が参
加する総合型地域
ポーツクラブの割合

備考
(4地域別等)

（H30年）

ふくおか健康づくり
団体・事業所宣言
登録数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

11市町村
16市町村
8市町村

12市町村

25.0%
33.3%
11.1%
52.6%

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

（R2年）

現状値

▲1,412人
▲89人

▲452人
7,909人

690人
714人

1,517人
1,051人
▲61人

▲447人
▲358人
▲877人
▲384人
▲332人
▲687人
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2 【医療、介護、生活支援】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

86.8% 100% 95.3%
(H30年度) (R2年度)

889人 1,500人 1,008人
(H30年度) (R2年度)

1,978人/年 10,000人 ―
(H29年度) (5年間合計)

31,095人/月 43,800人/月 35,935人/月
(H30年度) (R2年度)

85.6% 92% 90.9%
(H30年度) (R2年度)

29.1% 33.6% 29.6%
(R1年度) (R2年度)

3.83% 4.00% 3.95%
(H30年度) （R2年度）

51市町村 60市町村 52市町村
(H30年度) (R2年度)

累計
41万2千人

累計
60万2千人 47万5千人

(H30年度) (R2年度)

累計
961人

累計
1,850人

累計
1,308人

(H30年度) (R2年度)

②

高齢者人口に対す
る高齢者向けの住ま
いの割合

介護職員の増加数

地域の状況に
応じた医療・介
護サービスの提
供体制の整備

①

見守り活動チームが
活動している小地域
（小学校区や行政
区など）の割合

施策

③

ひきこもり対策
の推進

高齢者の生活
支援

認知症の人や
その家族を支
える地域づくり

④

訪問診療を受けた
患者数

県営住宅における
エレベーター設置
率

地域ケア会議を定
例的に開催している
地域包括支援セン
ターの割合

20市町村
11市町
12市町
9市町

213,448人
121,766人
40,181人

100,099人

認知症サポーター
の養成数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

備考
(4地域別等)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

行方不明認知症高
齢者等SOSネット
ワークの構築市町
村数

ひきこもり地域支援
センターにおいて実
施する来所相談・訪
問支援の利用者数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

33.1%
19.1%
22.2%
45.8%

福岡県ナースセン
ターの無料職業紹
介事業等により就職
した看護職員数

4.25％
3.90％
4.16％
3.18％

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

93.9％
94.0％
96.0％
100％

19,361人/月
8,556人/月
3,004人/月
5,014人/月

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

94.9%
87.7%
83.3%
98.1%
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3 【多様な主体の活躍】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

42.4% 現行水準の 42.3%
(H31.4月) 維持 （R2.4月）

32.9% 40.0% 32.9%
(H31.4月) (R6.4月) （R2.4月）

17.3% 23.0% ―
(H29年度) (R4年度)

74.3% 80.0% ―
(H29年度) (R4年度)

802人/年 4,000人 482人
(H30年度) (5年間合計) (R2年度)

48件/年 100件 29件
(H30年度) (5年間合計) (R2年度)

1,611人/年 8,500人 1,710人
(H30年度) (5年間合計) (R2年度)

751件/年 3,750件 ―
(H30年) (5年間合計) ※R2調査中止

2.12% 2.30% 2.18%
(R1年度) (R2年度)

13,841円
(H29年度) 全国平均以上 ―
全国平均
15,603円

―
累計
5件 0件

（R2年度）

③

①

⑤

女性の活躍推
進

治療と仕事の
両立支援

④

②

外国人が活躍
しやすい環境
づくり

施策

子育て女性就職支
援センター就職者
数〔再掲〕

女性農林漁業者の
新規起業数〔再掲〕

25～44歳の女性就
業率

県の審議会等の女
性委員比率

市町村審議会等の
平均女性委員比率

127人
118人
72人

165人

管理的職業従事者
の女性比率

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

市町村、企業等の
地域が連携し運営
する日本語教室数
〔再掲〕

障がい者施設等で
働く障がい者の平均
収入月額〔再掲〕

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

備考
(4地域別等)

15件
5件
6件
3件

障がいのある人
の自立と社会
参加

675人
482人
213人
340人

がん拠点病院等に
おける仕事・就労に
関する相談件数

70歳現役社会
の推進

障がい者雇用率〔再
掲〕

70歳現役応援セン
ターによる進路決定
者数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)
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4 【共助社会】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

202件 262件 143件
(H30年度) (Ｒ2年度)

183,799人 188,000人 182,502人
(H30年度) (R6年) (R2年)

133件 110件 111件
(R1年) (R6年) (R2年)

11位 10位 16位
(H27～R1年) (R6年) (R１～R2年)

5 【地域振興】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

累計
2,038団体

累計
2,400団体

累計
2,284団体

(H30年度) （R2年度）

147人 175人 119人
(H30年度) （Ｒ2年度）

77件/年 300件 54件
(H30年度) (5年間合計) （R2年度)

1,015件/年 ６,000件 ―
(H30年度) (5年間合計)

386人/年 1,900人 387人
(H30年度) （5年間合計） (R２年度)

52人/年 250人 52人
(H30年度) （5年間合計） (R２年度)

63人/年 300人 61人
(H30年度) （5年間合計） （R2年度）

②

県と市町村等
の連携による地
域活性化

多様な主体の
協働による地域
の課題解決や
活性化

①

施策

③
地域防災体制
の充実強化

施策

官民一体となっ
た地域の安全・
安心の確保

②

①

産業の振興に
よる地域活性化

備考
(4地域別等)

NPO・ボランティアと
県との協働事業数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

広域連携プロジェク
ト参加団体数

地域おこし協力隊
員数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

飲酒運転による交
通事故発生件数

消防団員数増減率
の都道府県別順位
(R1年からの増減率)

地域防犯団体の構
成員数

37件
 4件
6件
 7件

企業立地件数〔再
掲〕

新規就業者数(農
業)〔再掲〕

新規就業者数(林
業)〔再掲〕

新規就業者数(漁
業)〔再掲〕

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

備考
(4地域別等)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

97,701人
36,218人
10,540人
38,043人

創業支援事業等を
活用して創業した件
数〔再掲〕

15人
13人
10人
14人

51件
 30件

9件
 21件

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

399団体
510団体
911団体
464団体

33人
7人

29人
50人

137人
42人
47人

161人

22人
13人
0人

26人
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KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

33路線 45路線 40路線
(H30年度) (R2年度末)

―
累計
8件 8件

（R2年度）

86% 93% 90%
(H30年度) (R2年度末)

2.7億人 維持 ―
(H29年度)

23箇所 32箇所 26箇所
(R1年度) (R2年度末）

―
累計
8件 8件

（R２年度）

7市町村 15市町村 11市町
(H30年度) (R2年度)

31,020世帯 56,000世帯 47,035世帯
(H30年度) (R2年度)

31件 45件 37件
(H30年度) (R2年度)

369件/年 1,800件 115件
(H30年度) (5年間合計) （Ｒ2年度）

地域公共交通
の確保、新たな
交通網の形成

③

小さな拠点、集
約型の都市づく
りの推進

④

県民とともにつ
くる農林水産業
の推進 GAP等の認証取得

数

立地適正化計画の
策定市町村数

コミュニティバス等の
広域運行の路線数

新たな輸送サービス
の導入件数〔再掲〕

ふくおか地産地消
応援ファミリー登録
数

主要ターミナル駅耐
震化率

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

（その他)

乗合バスの利用者
数の維持

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

11路線
15路線
10路線
4路線

33,523
6,605
1,745
4,415

747

8件
 5件
5件

 19件

新たな輸送サービス
の導入件数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

　2件
0件
6件
0件

　2件
0件
6件
0件

1市
4市町

3市
3市

スポーツイベント件
数(県主催、共催、
後催)

小さな拠点形成数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

6箇所
3箇所

14箇所
3箇所

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

⑤

⑥
スポーツを活用
した地域活性
化

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

施策 備考
(4地域別等)
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KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

71.8% 現行水準の 69.0%
(H29年度) 維持 (R2年度)

3件/年 12件 2件
(H30年度) (5年間合計) （R2年度）

228万㎾ 320万㎾ 269万kW
(H30年度) （R2年度）

6 【環境との調和】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

488千トン 648千トン以下 ―
(H29年度)

180千トン 191千トン以下 ―
(H29年度)

39,890㏊ 40,000㏊ 40,033ha
(H30年度) (R2年度)

10,361ha
5,760ha
4,860ha

19,052ha

施策

地産地消型エ
ネルギーの拡
大による地域の
活性化

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

再生可能エネル
ギー導入容量

農地等の保全に取
り組む面積

備考
(4地域別等)

66万kW
78万kW
66万kW
59万kW

産業廃棄物最終処
分量

一般廃棄物最終処
分量

文化芸術の直接鑑
賞の割合

⑦

施策 備考
(4地域別等)

⑧

①
循環型社会の
構築、自然との
共生

文化芸術に親
しむことができ
る環境整備と文
化芸術を活用
した地域活性
化

エネルギーの産業
化や地産地消に取
り組む市町村プロ
ジェクト数

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

1件
0件
0件
1件
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７ 【社会資本】

KPI 当初値
(戦略策定時)

目標値
(R6年度)

現状値

39市町村 50市町村 47市町村
(H30年度) (R2年度)

累計
772社

累計
965社

累計
864社

(H30年度) (R2年度)

― 4件 0件
(5年間合計) (R2年度)

― 1件 0件
(5年間合計) (R2年度)

179万人 207万人 33万人
(H30年度) （R2年度）

8,752トン 20,000トン 15,362トン
(H30年度) （R2年度）

92.6% 94.6% ―
(H30年度)

（４地域別市町村一覧）
福岡地域： 福岡市、筑紫野市、春日市、大野城市、宗像市、太宰府市、古賀市、福津市、朝倉市、糸島市、

那珂川市、宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久山町、粕屋町、筑前町、東峰村
北九州地域： 北九州市、行橋市、豊前市、中間市、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、苅田町、みやこ町、

吉富町、上毛町、築上町
筑豊地域： 直方市、飯塚市、田川市、宮若市、嘉麻市、小竹町、鞍手町、桂川町、香春町、添田町、糸田町、

川崎町、大任町、赤村、福智町
筑後地域： 大牟田市、久留米市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、小郡市、うきは市、みやま市、大刀洗町、

大木町、広川町

（６教育事務所別市町村一覧）
福岡教育事務所： 福岡市、筑紫野市、春日市、大野城市、宗像市、太宰府市、古賀市、福津市、糸島市、那珂川市、

宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久山町、粕屋町
北九州教育事務所： 北九州市、直方市、中間市、宮若市、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、小竹町、鞍手町
北筑後教育事務所： 久留米市、小郡市、うきは市、朝倉市、筑前町、東峰村、大刀洗町
南筑後教育事務所： 大牟田市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、みやま市、大木町、広川町

筑豊教育事務所： 飯塚市、田川市、嘉麻市、桂川町、香春町、添田町、糸田町、川崎町、大任町、赤村、福智町
京築教育事務所： 行橋市、豊前市、苅田町、みやこ町、吉富町、上毛町、築上町

②

④

民間と連携した
公共施設等の
活用

各種汚水処理
施設の整備促
進

空き家バンクを設置
している市町村数

汚水処理人口普及
率

北九州空港の貨物
取扱量

建物状況調査の応
援宣言事業者の登
録数

12市町村
12市町村
14市町村
9市町村

(福岡)
(北九州)

(筑豊)
(筑後)

備考
(4地域別等)

施策

住宅対策の推
進

①

③

福岡空港及び
北九州空港の
連携、機能強
化

北九州空港の利用
者数

Park－PFI手法を導
入して事業者選定
を行った件数

PPP/PFI手法を導
入して事業者選定
を行った件数
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